


平成23年３月11日に発生した福島第一原子力発電所の事故から９年が経過しました｡

この間､ 福島第一原子力発電所においては､ 廃炉に向けた取り組みや汚染水対策が進められて

いますが､ 今なお約2.3万人の方々が避難指示の対象となっており､ 被災地の一日も早い復興のた

め引き続き国が前面に立った対応が必要とされています｡

一方で､ 福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ策定された新規制基準に適合した原子力発

電所は､ 令和２年３月現在で16ヵ所あり､ そのうち９ヵ所が再稼働しています｡

島根原子力発電所においては､ 平成25年12月25日に２号機､ 平成30年８月10日に３号機につい

て､ 中国電力(株)が原子力規制委員会へ新規制基準適合性申請を行いました｡ 審査は現在も継続

中であり､ 先行している２号機に関しては､ 平成30年２月に重要設備の耐震設計の前提となる基

準地震動､ 同年９月に浸水対策を講じる上で重要となる基準津波がそれぞれ策定されたところで

す｡ 島根県としては､ 引き続き審査状況をよく注視していきます｡

また､ 島根原発１号機に関しては､ 原子力規制委員会による廃止措置計画の認可を受けて､ 平

成29年７月28日に､ 中国電力(株)が廃止措置作業に着手しました｡ 現在､ 島根県では､ その実施

状況などを確認しています｡

一方､ 万が一に備えた原子力防災対策については､ 昨年11月に国と合同で実施した原子力防災

訓練を通して､ 国と関係自治体との連携体制等や､ 複合災害を想定した初動対応､ 県内外への住

民避難等の確認を行いました｡ 島根県ではこの訓練結果も踏まえ､ 引き続き､ 避難手段や物資調

達・供給手段の確保を行い､ 広域避難計画や地域防災計画の実効性を高め､ 地域住民の安全を確

保していきます｡

この ｢しまねの原子力｣ は､ 島根県の原子力行政や中国電力(株)島根原子力発電所の現況など

について､ 関係機関の協力を得て､ 取りまとめたものです｡

島根県の原子力行政について皆様方のご理解を深めていただく上で､ 少しでもお役に立てば幸

いです｡

令和２年３月

島根県防災部長 山 口 和 志
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(1)島根原子力発電所の概要

島根原子力発電所は､ 日本で５番目の原子力発電所として､ 一方を日本海に面し､ 三方を

150ｍ程度の高さの山に囲まれている島根県松江市鹿島町片句に建設されました｡

１号機 (電気出力46万kW) は､ 国産第１号として昭和49年３月29日に営業運転を開始し

ました｡ その後､ 平成27年４月30日に営業運転を終了し､ 平成29年７月28日から廃止措置を

実施しています｡

２号機 (電気出力82万kW) は､ 平成元年２月10日に営業運転を開始しました｡

１号機､ ２号機の原子炉は､ 原子炉圧力容器の中で水を直接沸騰させて蒸気をつくる沸騰

水型原子炉 (Boiling Water Reactor､ ＢＷＲ) と呼ばれる型式を採用しています｡

３号機 (電気出力137.3万kW) は､ 改良型沸騰水型原子炉 (Advanced Boiling Water

Reactor､ ＡＢＷＲ) と呼ばれる型式を採用し､ 現在建設工事が進められています｡
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(2)主要諸元
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(3)島根原子力発電所の構造､ 発電の仕組み

原子力発電は､ 主にウランが核分裂する際に発生する熱エネルギーで蒸気を発生させ､ ター

ビンを回して発電します｡ 原子力発電所には大別して島根原子力発電所で採用されている沸

騰水型原子炉 (ＢＷＲ) のほか､ 加圧水型原子炉 (PressurizedWater Reactor､ ＰＷＲ) が

あります｡

1)２号機の構造と発電の仕組み

① ２号機の構造

沸騰水型原子炉の設備と構造は､ 次のようになっています｡

ア､ 原子炉建物 (原子炉格納容器や燃料プール等を収めたコンクリート建物)

ａ. 原子炉格納容器 … 原子炉圧力容器や再循環ポンプを収めた鋼鉄容器

ｂ. 原子炉圧力容器 … 燃料集合体や制御棒を収めた鋼鉄容器

ｃ. 燃料集合体 ……… 二酸化ウラン (ペレット) の入った燃料棒を束ねたもの

ｄ. 炉心 ……………… 燃料集合体を円柱状に配列し､ ウランが核分裂を起こす部分

ｅ. 制御棒 …………… 核分裂反応を停止させる機能を持つ棒状の金属

ｆ. 再循環ポンプ …… 炉心への水の流入量により原子炉出力を調節するポンプ

ｇ. 圧力抑制室 ……… 原子炉格納容器の圧力上昇を抑制する設備

イ､ タービン建物 (タービンや発電機､ 復水器等を収めたコンクリート建物)

ｈ. タービン ………… 原子炉で作られた蒸気を受けて回転する羽根車

ｉ. 発電機 …………… タービンの回転を利用して発電する設備

ｊ. 復水器 …………… タービンを回した後の蒸気を海水と熱交換し､ 水に戻す設備

ｋ. 給水ポンプ ……… 復水器で冷却された水を再び原子炉へ送り込むポンプ

4
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② 発電のしくみ

ア､ 水と熱の動き

原子炉圧力容器内の水は､ ウラン235の核分裂等の熱で温められて蒸気となり､ 主蒸

気管を通じてタービンへ送られます｡ タービンを回した後の蒸気は復水器で冷却され水

に戻り､ 給水ポンプで再び原子炉圧力容器内へ送られ循環しています｡ 復水器で熱交換

され温められた海水は海へ放出されています｡

イ､ 電気の動き

通常運転時､ 発電機で発電された電気は主変圧器により昇圧され､ 送電線を経て送電

されます｡ 発電された電気の一部は､ 所内変圧器を通じて所内電源として使用していま

す｡ また､ 点検時等は送電線を通じて外部から受電しています｡
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2)３号機の構造

３号機では､ 国内５例目となる改良型沸騰水型軽水炉 (ＡＢＷＲ) が採用されています｡

原子炉内蔵型再循環ポンプや改良型制御棒駆動機構､ 鉄筋コンクリート製原子炉格納容器､

改良型中央制御盤などが採用され､ 安全性・信頼性の一層の向上が図られています｡

3)加圧水型原子炉 (ＰＷＲ) の構造と発電の仕組み

原子炉の中を加圧し､ 原子炉の中で水を沸騰させない原子炉の型を加圧水型といいます｡

この形式では､ 原子炉で作った高温高圧の水を蒸気発生器に送り､ そこで別系統の水を蒸気

に変えてタービンに送ります｡
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(1)原子力発電所の安全規制

原子力発電所等の安全確保のために必要な規制は､ ｢核原料物質､ 核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律｣ (以下 ｢原子炉等規制法｣) に基づき､ 原子力規制委員会が実施してい

ます｡

① 原子炉等規制法

原子炉等規制法では､ 主に次のような項目が規定されています｡

・発電用原子炉の設置やその変更に係る原子力規制委員会の許可及び発電用原子炉の廃止

に係る原子力規制委員会の認可等

・使用済燃料の再処理､ 放射性廃棄物の処分の方法等

なお､ 発電用原子炉の設置等の許可の基準については､ 福島第一原子力発電所事故を受

けて大きく見直されました｡ (以下､ 見直された基準を ｢新規制基準｣)

② 原子力規制委員会

福島第一原子力発電所事故までは､ 原子力利用の促進を担う経済産業省の下に､ 原子力

の安全規制を担う原子力安全・保安院が設置されていました｡ こうした利用の促進と安全

規制を同じ組織の下で行うことによる問題を解消するため､ 経済産業省から安全規制部門

を分離し､ 環境省の外局組織で独立性の高い３条委員会 (国家行政組織法第３条第２項に

規定される委員会で､ 上級機関､ 例えば設置される府省の大臣からの指揮監督を受けず､

独立して権限を行使できることが保障されている合議制の機関) として､ 平成24年９月19

日に原子力規制委員会が新たに設置され､ 新規制基準の適合性審査などを行っています｡

[国の原子力関係組織]
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(2)安全協定

原子力規制委員会が行う法律上の規制とは別に､ 島根県と松江市､ 中国電力(株)は､ 地域

住民の安全確保等のために ｢島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定｣

(以下 ｢安全協定｣) を締結しています｡

安全協定では､ 主に次のような項目が規定されています｡

① 環境放射線等の測定 (第５条)

島根県が定める測定計画に基づき三者は､ 発電所周辺の環境放射線及び温排水等の測定

を行い､ 測定結果を島根県が取りまとめて公表する｡

② 計画等に対する事前了解 (第６条)

中国電力(株)は､ 原子力発電所の増設に伴う土地の利用計画､ 冷却水の取排水計画及び

建設計画について､ 事前に島根県及び松江市の了解を得る｡ また､ 原子炉施設に重要な変

更を行おうとするとき並びに原子炉の廃止に伴う廃止措置計画の認可を受けようとすると

き及び重要な変更を行おうとするときも同様に事前に了解を得る｡

③ 平常時における連絡 (第８条)

中国電力(株)は､ 原子力発電所の運転計画及び運転状況並びに廃止措置の実施計画及び

廃止措置状況､ 放射性廃棄物の放出及び管理状況､ 原子力発電所の定期検査の実施計画及

びその結果等について､ 島根県及び松江市に連絡する｡

④ 保安規定における運転上の制限及び施設運用上の基準を満足しない場合の連絡 (第９条)

中国電力(株)は､ 島根原子力発電所原子炉施設保安規定に定める運転上の制限及び施設

運用上の基準を満足していないと判断した場合､ 速やかな復旧に努めるとともに､ 速やか

に島根県及び松江市に連絡する｡

⑤ 異常時における連絡 (第10条)

中国電力(株)は､ 原子力発電所等での事故や故障等につ

いて､ 発生時に島根県及び松江市に連絡する｡

⑥ 立入調査 (第11条)

島根県及び松江市は､ 原子力発電所周辺の安全を確保するため必要があると認める場合

は､ 中国電力(株)に報告を求め､ 原子力発電所に立入調査を行うことができる｡

⑦ 適切な措置の要求 (第12条)

島根県及び松江市は､ 立入調査の結果､ 周辺地域住民の安全確保のため特別な措置が必

要と認める時は､ 中国電力(株)に対して直接または国を通じ､ 適切な措置 (原子炉の運転

停止を含む) を講ずることを求める｡
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(3)周辺自治体と中国電力(株)の安全協定と覚書

① 周辺自治体と中国電力(株)の安全協定

周辺自治体においても､ 住民の安全確保等を目的として協定が締結されています｡

平成23年12月25日に鳥取県､ 米子市､ 境港市と中国電力(株)の間で ｢島根原子力発電所

に係る鳥取県民の安全確保等に関する協定｣ が､ 平成29年２月10日に出雲市､ 安来市､ 雲

南市と中国電力(株)の間で ｢島根原子力発電所に係る出雲市民､ 安来市民及び雲南市民の

安全確保等に関する協定｣ が締結されています｡

[立地自治体と周辺自治体の安全協定の主な相違点]

② 周辺自治体と島根県の覚書

島根県は､ 平成25年10月29日に出雲市､ 安来市､ 雲南市と ｢『島根原子力発電所周辺地

域住民の安全確保等に関する協定』 に係る覚書｣ を､ 平成25年11月７日に鳥取県､ 境港市､

米子市と ｢島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する覚書｣ (以下ともに ｢覚

書｣) を締結し､ 島根県が安全協定に基づく事前了解の回答する場合などの手続きを定め

ています｡

・島根県は､ 出雲市､ 安来市､ 雲南市､ 鳥取県､ 境港市､ 米子市 (以下 ｢周辺自治体｣)

の考えをよく理解し､ 誠意をもって対応

・島根原子力発電所に関する重要な判断や回答を､ 周辺自治体に説明

・周辺自治体からの意見等を関係機関へ提出

周辺自治体からは県に対し､ 中国電力(株)との立地自治体並みの安全協定の締結につい

て､ 支援を要請されています｡

この問題は､ 周辺自治体と立地自治体の立場が異なる難しい問題と考えています｡

島根県では､ これまで覚書に基づく対応を行っているほか､ 国に対して重点要望などの

機会をとらえて要請を行ってきています｡

島根県としては､ 引き続き､ 中国電力(株)や国に対して適切な対応を要請していくこと

としています｡ (以下､ 松江市と周辺自治体を併せて ｢関係自治体｣)
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(4)島根県原子力発電所周辺環境安全対策協議会

島根県では､ 住民の健康と安全の確保について県民一般への周知を図ることなどを目的と

して､ 島根県原子力発電所周辺環境安全対策協議会 (以下 ｢安対協｣) を設置し､ 昭和48年

以降､ 74回 (令和２年２月末時点) 開催しています｡

安対協は､ 松江市､ 出雲市､ 安来市及び雲南市の市長､ 市議会議長・議員､ 関係市を選挙

区とする県議会議員､ 医療､ 漁業その他の業界の団体代表者並びに市民団体の代表者など､

69名 (令和２年２月末時点) の委員で構成されています｡

また､ 委員に加え､ 島根県原子力安全顧問も参加しているほか､ 鳥取県､ 米子市及び境港

市の各担当者もオブザーバーとして参加しています｡

近年では､ 島根原子力発電所２号機の新規制基準適合性申請や島根原子力発電所１号機の

廃止措置､ 低レベル放射性廃棄物のモルタル充填に用いる流量計問題､ 島根原子力発電所３

号機の新規制基準適合性申請などについて､ 意見の聴取等を行っています｡

安対協の様子

[安対協の近年の開催状況]
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(5)島根県原子力安全顧問

島根県では､ 原子力発電所に関係する専門家を島根県原子力安全顧問として委嘱し､ 島根

原子力安全顧問会議 (以下 ｢顧問会議｣) や安対協などで､ 原子力発電に係る諸課題につい

て､ 意見等を聴いています｡

令和２年２月末現在､ 原子炉工学､ 環境放射線モニタリング､ 放射線影響､ 地震､ 原子力

防災などを専門とする17名を顧問として委嘱しています｡

顧問会議の様子

[顧問会議の近年の開催状況]
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(1)原子力発電所の安全対策の基本的な考え方

原子力発電所は､ 運転に伴い放射性物質が発生することから､ 原子炉を ｢止める｣､ 燃料

を ｢冷やす｣､ 放射性物質を ｢閉じ込める｣ ことを安全対策の基本としています｡

また､ 様々な安全対策を何層にも重ねて行い､ 異常や事故の発生防止に努めるとともに､

仮に前段の対策が上手くいかなくても ｢止める｣ ｢冷やす｣ ｢閉じ込める｣ 機能を確保できる

ようにしています｡ この考え方を ｢深層防護｣ といいます｡

従来は原子力発電所の事故を起こさないことを目標として､ 深層防護の第１層から第３層

までが安全対策の中心でした｡

[国際原子力機関 (ＩＡＥＡ) の深層防護の考え方]

[原子力発電所の安全対策と福島第一原子力発電所の事故の原因]
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(2)福島第一原子力発電所事故の教訓

平成23年３月11日に東北地方太平洋沖地震が発生した時､ 東京電力の福島第一原子力発電

所では１号機､ ２号機､ ３号機が運転中でした｡ いずれの号機も地震を検知して全ての制御

棒を挿入し､ 原子炉を ｢止める｣ ことには成功しましたが､ その後の津波の襲来により燃料

を ｢冷やす｣ 機能､ 放射性物質を ｢閉じ込める｣ 機能を失い､ 重大事故 (シビアアクシデン

ト) に至りました｡
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① 事故時に原子炉 (炉心・燃料) を ｢冷やす｣ 機能

原子炉を ｢冷やす｣ ことの目的は､ 原子炉を ｢冷温停止 (原子炉内の水の温度が100℃

未満の状態)｣ という安定した状態にすることです｡

炉心に制御棒が挿入され､ 核分裂反応が停止しても､ 燃料からは ｢崩壊熱｣ が発生し続

けます｡ この崩壊熱を取り除くため､ 注水､ 減圧､ 除熱といった操作が必要になります｡

そのため､ 原子炉には崩壊熱を除去するための設備 (系統) が複数用意されています｡

[事故時に原子炉を冷却する手順 (非常用電源が利用可能な場合の一例)]

｢注水｣ と ｢除熱｣ の違い

｢注水｣ と ｢除熱｣ はどちらも ｢冷やす｣ ための手段です｡ ｢注水｣ は圧力容器に冷たい

水を入れて炉心を冷やす方法であり､ ｢除熱｣ は炉心の熱を水に伝えて外部に逃す方法です｡

緊急時､ まずは即応性の高い注水を行いますが､ 注水だけでは炉心から出た熱を格納容器内

に抱え込むことになってしまうため､ いずれは除熱を行う必要があります｡
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状態監視の重要性

また､ 注水や除熱などの操作を適切に実施するためには､ 圧力容器内の水位や圧力などの状

態を把握する様々な計測機器が必要です｡ これらの重要な計測機器は直流電源で動いています

が､ 福島第一原子力発電所１､ ２､ ４号機では､ 津波によって全ての交流電源と直流電源を喪

失し､ 圧力容器の水位などがわからない状態になり､ 対応の遅れにつながりました｡

② 事故時に放射性物質を ｢閉じ込める｣ 機能

圧力容器や格納容器は､ 鋼鉄製等の頑健な容器で､ 配管破断等の事故により水や蒸気が

漏えいしても放射性物質を閉じ込めることができます｡

しかし､ 原子炉を ｢冷やす｣ 機能を喪失すると崩壊熱により圧力容器や格納容器の圧力

は上がり続け､ いずれは破損してしまいます｡

それを防ぐため､ ＢＷＲでは､ 格納容器の破損を防ぐための緊急措置として､ 格納容器

内の蒸気等を外部に放出 (以下 ｢ベント｣) して圧力を下げるための設備 (系統) を備え

ています｡ ベントを行う際には､ 圧力抑制室の水の中を通過させることで､ 放射性物質を

減らす仕組みとなっています｡
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③ 福島第一原子力発電所事故の放射性物質拡散までの過程

福島第一原子力発電所事故で１～４号機のうち最も多くの放射性物質を放出したとされ

る２号機は､ 次のような過程で炉心損傷に至り､ 放射性物質を放出したとされています｡

なお､ 島根原子力発電所２号機は､ 事故を起こした福島第一原子力発電所１～４号機と

同じＢＷＲですが､ 原子炉を冷却する高圧注水系が高圧スプレイ系となっているなど､ 設

備が異なっている部分があります｡

(注) 本図は､ わかりやすくするため複数ある系統を１系統にするなど省略している部分がある

ア､ 冷却する機能の喪失

・地震を検知して原子炉 が緊急停止し､ 原子炉からの蒸気の一部を駆動源とする運転

用の給水ポンプ が停止

・地震により外部電源 を全て喪失し､ 予備の電動駆動の給水ポンプ が使用不能とな

り､ 主蒸気隔離弁 も電源喪失により閉止

・併せて､ 建物地下の非常用ディーゼル発電機 が自動起動､ 続いて原子炉隔離時冷却

系 [高圧注水] を起動

・残留熱除去系 [除熱]､ 原子炉補機海水系 (原子炉補機冷却系) [除熱] を起動し､

圧力抑制室の除熱を開始

・津波襲来後､ 非常用ディーゼル発電機 及びバッテリー が浸水し全ての電源を喪失

したため､ 残留熱除去系 [除熱]､ 高圧注水系 [高圧注水]､ 低圧注水系 [低圧注

水]､ 低圧炉心スプレイ系 [低圧注水] のほか､ 計器類の監視・計測機能や操作機能､

照明等が使用不能

・また､ 建物外の原子炉補機海水系 [除熱] のポンプが浸水し､ 使用不能
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[福島第一原子力発電所に到達した津波の大きさと浸水状況]

・２号機の原子炉隔離時冷却系 [高圧注水] は､ 約３日間稼働しており､ その間水没を

免れた電源盤に外部から調達した電源車 をつなぐ作業を進めるも､ １号機の水素爆

発によりケーブルが損傷し､ 使用不能

・また､ 低圧注水のため､ 消防車 を外部給水口につなぐ作業を進めるも､ ３号機で水

素爆発が発生し､ 消防車 およびホースが損傷し､ 使用不能

・その後､ 原子炉隔離時冷却系 [高圧注水] が停止

・隣接プラントの爆発の影響や､ 逃がし安全弁 [減圧] の開放による減圧操作に時間が

かかったことから､ 水位が低下して炉心損傷

イ､ 閉じ込める機能の喪失

・炉心損傷に伴い水素・水蒸気等が発生・蓄積し､ 温度・圧力の上昇によって格納容器が

損傷

・２号機では原子炉建屋上部側面の

パネル が１号機の水素爆発の

衝撃で開いていたため､ 水素が外

部に排出され､ 原子炉建屋内の爆

発は回避

・一方､ １､ ３号機ではできたベン

トが､ ２号機では隣接する３号機

の水素爆発の影響等によりベント

弁 の開放に失敗するなどし､

格納容器から放射性物質を含む気

体が直接漏えい
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(3)事故の分析・報告

福島第一原子力発電所事故を受け､ 政府､ 国会､ 民間､ 東京電力の各事故調査委員会 (以

下 ｢事故調｣) で､ その原因や当時の対応状況等に関する分析や提言が行われました｡

その中では､ 津波による冷却機能の喪失が事故の主因であるとされていますが､ 国会事故

調では､ 地震の影響を否定していません｡

[福島第一原子力発電所事故に関する報告書]

原子力規制委員会は国会事故調からの指摘事項に関して検討や現地調査を行い､ 平成26年

10月にその結果を ｢東京電力福島第一原子力発電所 事故の分析 中間報告書｣ としてとりま

とめ､ ｢地震によって重大事故に至るような損傷が生じたとは考え難く､ 事故の原因は津波

による浸水であると考えられる｣ との見解を示しています｡

また､ 原子力規制委員会は一時中断していた現地調査を再開し､ 格納容器から放射性物質

が放出・漏えいした経路や原子炉冷却に係る機器の動作状況等の未解明事項に関する事故分

析を行うことを令和元年９月に決定しました｡ 福島第一原子力発電所事故の事故分析につい

ては原子力規制委員会の重要な責務と位置づけられており､ 継続的に調査・分析が行われて

います｡
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(4)原子力発電所の新規制基準

福島第一原子力発電所事故後に､ 原子力発電所の従来の安全規制の基準について､ 次のよ

うな問題点が挙げられました｡

・地震や津波等の大規模な自然災害の対策が不十分であり､ またシビアアクシデント対策

が規制の対象となっていなかったため､ 十分な対策が未実施

・新しく基準を策定しても､ 既設の原子力施設にさかのぼって適用する法律上の仕組みが

なく､ 最新の基準に適合していなくても容認

新規制基準はこれらの問題点を踏まえ次のような点を強化して､ 平成25年７月８日に施行

されています｡

・規制項目の新設や従来の規制項目の大幅な強化

・新たな基準を既設発電所にも適用することを義務化 (バックフィット制度の法定化)

・目的達成に有効な複数の (多層の) 対策を用意し､ かつ､ それぞれの層の対策を考える

とき､ 他の層での対策に期待しない ｢深層防護｣ の徹底
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(5)新規制基準において強化・新設された主な項目

① 地震による揺れに加え地盤のずれや変形に対する基準を明確化

・安全上重要な施設については､ 活断層等の露頭がない地盤に設置することを要求

② 活断層の認定基準を明示

・将来活動する可能性のある断層等は､ ｢後期更新世以降 (約12～13万年前以降) の活動

が否定できないもの｣ とし､ 必要な場合は約40万年前以降の地層まで遡って活動性を評

価することを要求

③ より精密な基準地震動の策定

・原子力発電所の敷地の地下構造により地震動が増幅される場合があることを踏まえ､ 敷

地の地下構造を三次元的に把握することを要求
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[耐震重要度分類]

策定した基準地震動を用いて､ 設備破損時の影響の大きさに応じ耐震設計を実施

④ 津波対策の大幅な強化

・既往最大を上回るレベルの津波を基準津波として策定し､ 基準津波への対応として防潮

堤等の津波防護施設等の設置を要求

・津波防護施設等は､ 地震により浸水防止機能等が喪失しないよう､ 原子炉圧力容器等と

同じ耐震設計上最も厳しい耐震重要度分類のクラスに分類することを要求

⑤ その他の自然現象の想定と対策の強化

・共通原因による安全機能の一斉喪失を防止する観点から､ 火山・竜巻・森林火災につい

て､ 想定を大幅に引き上げた上で防護対策を要求

⑥ 自然現象以外の事象による共通要因故障への対策の強化

・自然現象以外に共通要因による安全機能の一斉喪失を引き起こす事象として､ 停電 (電

源喪失) への対策を抜本的に強化するほか､ 火災・内部溢水などについても対策を強化

⑦ 炉心損傷防止対策の新設

・万一､ 共通原因による安全機能の一斉喪失などが発生したとしても炉心損傷に至らせな

いための対策を要求

⑧ 格納容器破損防止対策の新設

・炉心損傷が起きたとしても格納容器を破損させないための対策を要求

⑨ 敷地外への放射性物質の拡散抑制対策の新設

・格納容器が破損したとしても敷地外への放射性物質拡散を抑制するための対策を要求

⑩ 意図的な航空機衝突などへの対策の新設

・意図的な航空機衝突などへの可搬式設備を中心とした対策 (可搬式設備・接続口の分散

配置) のバックアップ対策として常設設備による対策を要求

・信頼性を向上させるバックアップ対策としての特定重大事故等対処施設及び所内常設直

流電源設備 (３系統目) について､ 新規制基準に適合するための本体施設等に係る工事

計画認可の日から５年後までに適合することを要求
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新規制基準が施行されたことに伴い､ 平成25年11月21日に中国電力(株)から島根原子力発

電所２号機の新規制基準適合性申請に係る事前了解願いが､ 安全協定に基づき提出されまし

た｡

これに対し､ 島根県は､ 県議会や安対協､ 原子力安全顧問などの意見を踏まえ､ 新規制基

準に適合するかどうか原子力規制委員会の審査を受けるため､ 申請することのみを了解しま

した｡

中国電力(株)は､ これを受け平成25年12月25日に原子力規制委員会に申請を行い､ 現在審

査中です｡

島根原子力発電所２号機の再稼働について島根県は､ 原子力規制委員会の審査終了後､ 国

から安全性や再稼働の必要性､ 住民の避難対策などについて十分に説明を受け､ 県議会をは

じめ､ 住民の方々も参加する安全対策協議会や原子力専門家である原子力安全顧問､ 関係自

治体などの意見をよく聴き､ 総合的に判断していく考えです｡

(1)主な経過

Ｈ25.11.21 中国電力(株)が事前了解願いを島根県及び松江市へ提出

12. 5 知事が島根原子力発電所２号機を視察

12. 7 第70回安対協及び顧問会議を開催

12.13 知事が議会において原子力規制委員会への申請のみを了解する旨表明

12.24 島根県が中国電力(株)へ申請のみを了解する旨回答

12.25 中国電力(株)が原子力規制委員会に新規制基準適合性申請

12.26 島根県は国の関係機関に対し厳格な審査などを要請

中国電力(株)苅田取締役社長 (当時) に回答書を手渡す溝口知事 (当時)
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(2)審査状況

中国電力(株)が原子力規制委員会に申請して以降､ これまで (令和２年２月末現在) 144

回の審査会合が行われました｡

原子力規制委員会での審査は､ 原子力規制委員会の事務局である原子力規制庁が行うヒア

リング､ 審査項目ごとに担当の委員が出席して行う審査会合､ 委員長と４名の委員で構成さ

れる委員会で行われます｡

また､ 中国電力(株)は､ その内容を島根県や松江市､ 周辺自治体等に説明するため自治体

向け審査状況説明会を開催しています｡

現在も原子力規制委員会で､ 新規制基準で新たに定められた項目や強化された項目などに

係る審査が行われており､ 島根県としてはその状況を注視しているところです｡

[近年の自治体向け審査状況説明会の開催状況]
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(3)基準地震動の策定

新規制基準では､ 敷地周辺において起こり得る最大規模の地震を想定し､ 設計の基準とな

る基準地震動を策定した上で､ その地震動に対して原子力発電所の各種の機器や建物等が健

全性を保てるよう､ 厳密な安全設計や安全対策を行うことが要求されています｡

基準地震動は､ 敷地周辺の活断層を震源として起こり得る地震の揺れ (以下 ｢震源を特定

して策定する地震動｣) だけでなく､ 断層によるずれが地表にまで及ばないような､ 震源と

活断層を関連付けることが困難な地震の揺れ (以下 ｢震源を特定せず策定する地震動｣) も

考慮して策定することになっています｡

[地震関係評価の流れ]
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1)敷地ごとに震源を特定して策定する地震動
① 検討用地震の選定

中国電力(株)は､ 地震発生状況・活断層の分布状況及び敷地や敷地周辺の地質・地下構

造を調査し､ 敷地に及ぼす影響が大きいと考えられる検討用地震として ｢宍道断層｣ によ

る地震と ｢Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層｣ による地震を選定しました｡

なお､ 活断層については､ 阪神・淡路大震災をきっかけに国の特別の機関として設置さ

れた地震調査研究推進本部 (推本) のほか､ 自治体等においても調査研究が行われていま

す｡

原子力規制委員会は､ 最新の知見に基づき審査を行うこととしており､ これらの調査研

究機関の報告書や地震関係の学会等への職員の派遣などにより､ 情報を収集しています｡

また､ 島根県としても､ 地震に関する新たな研究成果の情報を得た場合などには､ 原子

力規制庁へその内容を知らせるなど､ 厳格な審査が行われるよう求めています｡

[敷地周辺の活断層の評価]

Ｆは断層､ Ｋは屈曲を示し､ 他の調査からの引用､ 上記のほかに､ 敷地周辺の孤立した

短い断層として11断層を考慮

[参考] マグニチュードの種類

マグニチュードには揺れの観測記録から計算する気象庁マグニチュードや､ 地下の岩盤のず

れをもとに計算するモーメントマグニチュード等があります｡ (本文では原則として気象庁マ

グニチュードを記載しています｡)
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② ｢宍道断層｣ の評価

宍道断層の長さについては､ 平成29年９月29日の審査会合で､ 中国電力(株)が､ 東端を

｢美保関町東方沖合い｣､ 西端を ｢女島｣ とする39キロとし､ 原子力規制委員会から妥当と

評価されました｡

ア､ 宍道断層の西端

・原子力規制委員会は､ 中国電力(株)が申請時に西端としていた ｢古浦西方の西側｣ 周辺

の海陸の境界付近で実施した調査では精度が不十分であり､ 活断層が古浦沖付近の海陸

の境界部分をすり抜ける疑念が残ると指摘

・しかし､ ｢古浦西方の西側｣ 周辺の陸海境界は急な崖になっており､ 追加調査を行うこ

とが困難であるため､ 海域における音波探査､ 陸域及び陸海境界におけるボーリング調

査によって､ 活断層がないことを示すより精度や信頼性が高い調査結果が得られている

｢女島｣ 地点に西端を変更し､ 原子力規制委員会から妥当と評価 (平成28年１月29日審

査会合)

イ､ 宍道断層の東端

・原子力規制委員会は､ 推本が公表した ｢中国地域の活断層の長期評価｣ (平成28年７月

１日) において､ ｢下宇部尾東｣ の更に東側に ｢活断層の可能性のある構造｣ が記載さ

れていることを踏まえ､ 中国電力(株)に対し､ 東端について考え方を整理するよう指摘

・中国電力(株)は､ 追加調査を実施した結果､ 活断層の判断基準となる地層 (後期更新世

(約12～13万年前) の地層) がないこと及び陸海境界において十分な調査が実施できな

いことから活断層でないことを証明できないため､ 音波探査によって活断層がないこと

を示す､ より精度や信頼性が高い調査結果が得られている ｢美保関町東方沖合い｣ 地点

に東端を変更し､ 原子力規制委員会から妥当と評価 (平成29年７月28日審査会合)
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ウ､ 宍道断層と鳥取沖西部断層の連動

・中国電力(株)は､ 宍道断層と鳥取沖西部断層の間には､ 音波探査により活断層がないこ

と､ 音波探査により断層を遮る地質構造があること､ 文献調査により活断層の可能性を

示す重力異常がないことなどを確認したことから､ ２つの断層は連動しないとし､ 原子

力規制委員会から妥当と評価 (平成29年９月29日審査会合)

・なお､ 鳥取沖東部断層と鳥取沖西部断層について中国電力(株)は､ 国土交通省・内閣府・

文部科学省が取りまとめた ｢日本海における大規模地震に関する調査検討会報告書｣

(平成26年９月) で､ 両断層が同時に破壊するとグルーピングされていることを踏まえ､

連動を考慮した場合の長さを約98キロとし､ 原子力規制委員会から妥当と評価 (平成27

年11月20日審査会合)

③ ｢Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層｣ の評価

・中国電力(株)は､ Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層については､ 地質構造の類似性

が認められ､ 断層間の距離が近いことから連動するとし､ 地質調査及び音波探査の結果

から長さを約48キロとし､ 原子力規制委員会から妥当と評価 (平成27年11月20日審査会

合､ 以下 ｢Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層｣ は ｢海域３連動｣)
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[地震動の評価方法]

建物や機器等の固有周期

建物や機器には､ それぞれの構造によって特定の揺れやすい周期 (以下 ｢固有周期｣､ 周期

とは揺れが１往復するのにかかる時間) があるため､ 同じ地震動を受けても建物や機器等の固

有周期によって揺れ方は異なります｡

そのため､ 原子力発電所内の建物や機器等の揺れの強さを評価するにあたっては､ それぞれ

の固有周期に応じて､ 地震動が発生した際に生じる揺れ (応答) の大きさ (応答加速度) を計

算する必要があります｡

応答スペクトル

計算結果は､ 主に ｢応答スペ

クトル｣ を用いて示されます｡

応答スペクトルとは､ 様々な固

有周期を有する機器や建物等に

対して地震がどのくらいの揺れ

を生じさせるかを分かりやすく

描いたものであり､ その地震動

によって各々の機器や建物等に

生じる最大の揺れの大きさを把

握することができます｡

応答加速度を表す単位

応答加速度は､ 一般的にガル (cm/s2､ １秒当たり

の秒速の変化率) で表されます｡
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④ 地震動評価

中国電力(株)は､ 宍道断層と海域３連動による地震について各周期の応答スペクトルを､

次の２つの手法で算出しています｡

ア､ 過去の観測記録に基づく経験式を用いた地震動評価

・地震のマグニチュードと震源からの距離などとの関係をもとに､ 簡易的に地震動を評価

する手法

・宍道断層では18通りのケースで､ 海域３連動では３通りのケースで算出

イ､ 断層モデルを用いた地震動評価

・断層の形状及び破壊形式を考え､ 地震の原因となる断層をモデル化して地震動を計算す

る手法

・入力する地震動は､ それぞれの地質調査結果や過去の地震の知見等に基づくケースを基

本震源モデルとした上で､ 活断層の長さや幅を広げる､ 断層を敷地側に傾けるなどの不

確かさを考慮した条件も加えた複数のケースで算出

[断層モデルを用いた地震動評価の概念図]

宍道断層の基本震源モデル

これ以外に項目ごとに厳しい条件を考慮した全58通りの評価を実施

海域３連動の基本震源モデル

これ以外に項目ごとに厳しい条件を考慮した全46通りの評価を実施
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2)震源を特定せず策定する地震動
地震は､ 事前に活断層の存在が指摘されていなかった場所でも起こっています｡ このため､

新規制基準では､ これまで発生した震源と活断層を関連付けることが困難な地震等が例示さ

れ､ そのような地震の影響についても評価することが要求されています｡

① 地震の選定

中国電力(株)は､ 新規制基準で例示された16地震から､ 観測データが不足している地震

や既に考慮済の地震等を除いたNo.2の ｢2000年鳥取県西部地震｣ とNo.13の ｢2004年北海

道留萌支庁南部地震｣ を選定しました｡

なお､ 原子力規制委員会は令和元年

８月28日に､ 例示されている16地震に

加え､ 全国共通で考慮すべき標準的な

応答スペクトルを定め､ 規制に反映さ

せることを決定しました｡ 現在､ 具体

的な反映方法等について検討が行われ

ています｡

② 地震動評価

中国電力(株)は､ 地震動の評価に当

たっては､ 新規制基準で定められた方

法に基づき､ 実際に起こった地震が島

根原子力発電所の真下で発生したと想

定し､ 地震動を評価しました｡
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3)基準地震動の策定
中国電力(株)は､ 選定地震の周期ごとに最大の揺れの大きさ (加速度) を把握した上で次

の820ガルの基準地震動を含め５つの基準地震動を策定し､ 平成30年２月16日に原子力規制

委員会から妥当と評価されました｡

① 震源を特定して策定する地震動

・宍道断層及び海域３連動による地震について､ 過去の観測記録に基づく経験式による応

答スペクトル (21通り) 及び断層モデルによる応答スペクトル (104通り) をすべて下

回らないように設定した地震動 基準地震動Ａ 820ガル

基準地震動Ａのほかに震源が敷地に近い地震については断層モデルを重視する観点から､

宍道断層の断層モデルを用いた地震動評価からも基準地震動を選定しました｡

・主要な施設の固有周期が含まれる周期の範囲で､ 応答スペクトル比の平均値が最大の地

震動 基準地震動Ｂ 560ガル

・剛な機器の耐震設計において着目する最大加速度値が最も大きい地震動

基準地震動Ｃ 777ガル

② 震源を特定せず策定する地震動

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動の評価結果に基づき設定した基準地震動の応

答スペクトルを一部周期帯で上回ることから､ 基準地震動として選定しました｡

・2004年北海道留萌支庁南部地震に保守性を考慮した地震動

基準地震動Ｄ 620ガル

・2000年鳥取県西部地震 (賀祥ダム監査廊) の観測記録に基づく地震動

基準地震動Ｅ 531ガル

[各基準地震動の加速度応答スペクトル (水平方向)]
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[参考] 地震発生時の島根原子力発電所に係る対応

原子炉建物基礎マット上の地震計が10ガル以上の揺れを感知すると､ 中国電力(株)では一斉

パトロールを実施し､ 発電所の状態把握を行います｡

さらに､ 原子炉建物基礎マット上の地震計が水平方向140ガル以上または垂直方向70ガル以

上の揺れを感知すると､ 原子炉は自動的に停止します｡

松江市で観測された最大の震度が震度３以上の場合､ 中国電力(株)から島根県に連絡が入る

こととなっており､ 震度４以上の場合は､ 連絡を受け､ 原子力発電所の状況について､ 直ちに

住民広報を実施することとしています｡
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(4)基準津波の策定

新規制基準では､ 施設に大きな影響を及ぼすおそれがある津波で､ 敷地における水位が最

高又は最低となる基準津波を策定した上で､ 原子力発電所の各種の機器や建物等が健全性を

保てるよう､ 防波壁等の津波防護施設や水密扉等の浸水防止設備を設置することが要求され

ています｡

基準津波は､ 文献調査や地質調査などに基づき､ 津波の発生要因として､ 地震､ 地すべり､

斜面崩壊及びこれらの組合せによるものなどを複数選定し､ 不確かさを考慮した複数のケー

スで水位を計算し策定することになっています｡

[津波関係の評価の流れ]
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1)地震による津波
中国電力(株)は､ 敷地周辺の海域活断層の津波予測高や日本海における津波の発生状況に

基づき､ 海域３連動と日本海東縁部に想定される地震による津波を選定し､ 津波による水位

を評価しました｡

[敷地周辺の海域活断層と簡易予測式による津波高さ]

[日本海における既往地震の震央位置､ [日本海における

発生年､ 地震規模] 津波の伝搬経路]

一般的には震源断層の近くでは津波は高く､ 震源から離れるにつれ次第に低くなりますが､

日本海東縁部で発生した津波は､ 中国地方沿岸部でも津波が高くなる場合があります｡ これ

は､ 日本海中央部から中国地方沿岸部にかけて､ 海底地形の浅いところ (大和堆など) があ

り､ 日本海東縁部で発生した津波がこれら浅いところに集まるためです｡
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2)地震以外の要因による津波等
中国電力(株)は､ 地震以外の要因による津波や津波起因事象の重畳による津波について､

次のように評価しました｡

① 海底地すべりに起因する津波及び陸上地すべりに起因する津波

兵庫県沖の地すべり地形及び原子力発電所近くの地すべり地形を選定し､ 津波による水

位を評価しました｡

② 岩盤崩壊に起因する津波

原子力発電所近くの岩盤崩落の可能性のある

地点を選定し､ 予測式を使って津波高さを算出

した結果､ 陸上地すべりの津波高を下回ったこ

とから､ 敷地への影響は小さいと考えられると

評価しました｡

③ 火山事象に起因する津波

鬱稜 (うつりょう) 島や隠岐島後､ 渡島 (お

しま) 大島を選定し評価した結果､ いずれも､

山体崩壊を伴うような爆発的噴火の可能性は低

いことから敷地に与える影響が大きい津波は発

生することはない､ あるいは､ 観測津波水位は

日本海東縁部の想定地震による津波水位を下回

ると考えられると評価しました｡

④ 津波起因事象の重畳による津波

海域３連動と陸上地すべりの重畳を想定し､ 津波による水位を評価しました｡
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3)基準津波の策定
中国電力(株)は､ 地震による津波､ 地震以外の要因による津波の評価結果から､ 11.6mの

津波など､ 水位上昇側､ 水位下降側併せて６つの基準津波を策定し､ 平成30年９月28日に原

子力規制委員会から妥当と評価されました｡

なお､ 地震以外の要因による津波については､ いずれも地震による津波の評価水位を下回

ることから､ 基準津波とされていません｡

① 水位上昇側

② 水位下降側
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(5)その他の自然現象の評価等

新規制基準では､ 地震や津波への対策のほか､ 火山や竜巻､ 火災 (森林火災を含む) 等へ

の対策も要求されています｡ 中国電力(株)は､ これらの項目に係る影響評価結果について原

子力規制委員会に説明をしており､ 現在､ 審査が行われています｡

① 火山影響評価

中国電力(株)は､ 敷地周辺の主な火山 (三瓶山､ 大山) で起こり得る噴出規模を検討し､

敷地において考慮する降下火砕物の堆積厚さを35cmとしています｡

[検討対象火山]

② 竜巻影響評価

中国電力(株)は､ 過去に日本海側沿岸で発生した竜巻による最大風速が69m/sであるこ

となどを考慮し､ 運転期間中に発生する竜巻を最大風速92m/sと設定しています｡ さらに

竜巻による飛来物 (設計飛来物) を選定し影響評価を行っています｡

[島根原子力発電所の設計飛来物]
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③ 外部火災

中国電力(株)は発電所外部で起こりうる火災について､ 森林火災､ 近隣の産業施設の火

災・爆発､ 航空機墜落による火災の３つの事象を想定しています｡

また､ これらの火災による施設への熱影響等の評価を行い､ 森林火災に関しては影響を

防ぐために必要な防火帯幅等の条件を定め､ 近隣の産業施設の火災・爆発､ 航空機墜落に

よる火災については､ 施設に対して影響が及ばないことを確認しています｡

④ 内部火災

中国電力(株)は､ 建物内で火災が発生した場合にも施設の安全性が損なわれないよう､

火災の ｢発生防止｣､ ｢感知・消火｣､ ｢影響軽減｣ の３つの対策を強化することとし､ これ

らの対策によって内部火災から安全上重要な設備を防護できると評価しています｡

[島根原子力発電所の内部火災対策]

⑤ 内部溢水

中国電力(株)は､ 配管の破断､ タンクの破損､ 火災時の消火放水などによる水没､ 被水

などによる安全上重要な設備への影響の評価を行い､ 水密扉や堰の設置等の浸水防止対策

によって､ 内部溢水による安全機能の喪失を防止できると評価しています｡

⑥ その他外部事象

中国電力(株)は､ 上記の他にも外部からの衝撃 (外部事象) について､ 国内外の文献か

ら外部事象を網羅的に抽出 (自然現象55事象､ 人為事象23事象) した上で､ 敷地・敷地周

辺の状況等をもとに設計上考慮すべき外部事象 (積雪､ 航空機落下など) を選定し､ 施設

への影響評価を行っています｡
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(6)島根原子力発電所２号機の安全対策実施状況

新規制基準以前から行うこととしていた安全対策については原子力発電所の安全性を高め

るために､ 設置変更許可前でも緊急的に実施することとなっています｡

これを踏まえ､ 中国電力(株)は､ 主に次のような安全対策を実施しています｡

なお､ これらの安全対策は､ 策定された基準地震動や基準津波等に基づき､ 新規制基準に

適合するかどうか原子力規制委員会により審査が行われることとなっています｡

また､ 施設・設備の具体的な工事内容やその運用については､ 設置変更許可後の工事計画

や保安規定の変更認可の際に審査が行われることとなっています｡

なお､ 原子炉起動は､ 工事計画の認可後､ 原子力規制委員会による使用前検査の中で行わ

れることとなっています｡

① 津波対策

津波によって安全上重要な設備が浸水し使用できなくなった福島第一原子力発電所事故

の教訓を踏まえ､ 浸水や津波による衝撃を低減するための対策を実施しています｡

ア､ 防波壁の設置

・発電所の敷地内への浸水や建物への衝撃を防ぐため､ 原子炉建物の前面に海抜15m※の

防波壁を設置 (３号機と共用の安全対策)

※新規制基準において想定される津波の高さは､ 11.6m

写真：中国電力(株)

イ､ 水密扉の設置

・津波が防波壁を越え発電所敷地内が浸水

した場合に備え､ 原子炉建屋への浸水や

津波の力による衝撃を防ぐ対策として､

原子炉建屋の入口に浸水を防ぐため防水

性の高い扉 (水密扉) 等を設置 (３号機

でも同様の安全対策)

写真：中国電力(株)
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ウ､ 建物内部への水密扉の設置等

・防波壁や原子炉建屋の外で浸水を止める

対策を越えて原子炉建屋内が浸水した場

合に備え､ 原子炉を冷却する装置や非常

用電源等の安全上重要な機器が設置され

ているエリアへの浸水を防ぐ水密扉を設

置 (３号機でも同様の安全対策)

② 電源の確保

浸水により原子炉等の冷却に必要な電源を失った福島第一原子力発電所事故の教訓を踏

まえ､ 既設の非常用電源が全て失われた場合でも原子炉等を冷却する機器等への電力を供

給できるよう必要な電源を確保しています｡

ア､ ガスタービン発電機の設置

・外部電源や非常用ディーゼル発電機が使

用できない場合に原子炉や燃料プールの冷

却等に必要な電源を確保するため､ 耐震性

を備えたガスタービン発電機を海抜44ｍの

発電所高台に設置 (３号機でも同様の安全

対策)

イ､ 高圧発電機車等の配備

・高圧発電機車や大容量の電力を発電でき

るガスタービン発電機車を敷地内に複数

台､ 分散して配備 (３号機と共用の安全

対策)

ウ､ 蓄電池 (バッテリー) の強化

・原子炉の状態監視等に必要な直流電源を

長時間維持できるよう既存のバッテリー

を増強 (３号機でも同様の安全対策)

・既存バッテリーとは別に代替直流電源設

備を設置 (３号機でも同様の安全対策)
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写真：中国電力(株)

写真：中国電力(株)

�



③ 冷却機能の維持

原子炉等の冷却のための手段が十分に用意されていなかった福島第一原子力発電所事故

の教訓を踏まえ､ 原子炉等を冷やし続けるための注水設備や手段を確保しています｡

ア､ 高圧代替注水系の設置

・原子炉隔離時冷却系が機能喪失した場合に備

え蒸気駆動の高圧代替注水系を設置

・高圧代替注水系は原子炉隔離時冷却系と同様､

原子炉の蒸気でタービンを回しその力でポン

プを動かし､ 圧力容器に注水する設備で､ 運

転中の制御に直流電源を必要としない点で原

子炉隔離時冷却系と大きく相違 (３号機でも

同様の安全対策)

イ､ 逃がし安全弁駆動用窒素ガスボンベの設置､ バッテリーの増設

・格納容器内の圧力が高くなった場合でも､ 逃

がし安全弁を開閉できるよう､ 窒素ガスボン

ベを追加配備 (３号機でも同様の安全対策)

・直流電源が失われた場合でも､ 中央制御室か

ら逃がし安全弁の開閉操作ができるよう､ 制

御盤に接続するバッテリーを配備 (３号機で

も同様の安全対策)

ウ､ 低圧注水手段の増強

・全ての交流電源を喪失し電動の低圧注水設備が使用できなくなった場合でも､ 圧力容器

等への注水機能を確保できるよう､ 25台の大量送水車等を高台等に分散して配備 (３号

機と共用の安全対策)

・緊急時に直接大量送水車等により外部から圧力容器等に注水するため､ 原子炉建物の異

なる場所に接続口を設置 (３号機でも同様の安全対策)

・専用の水源や､ 原子炉建物外のポンプ等で構成される低圧原子炉代替注水系を設置
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エ､ 移動式代替熱交換車の配備

・海水に熱を逃す系統が機能を喪失した場

合に備え､ 圧力容器､ 格納容器及び使用

済燃料プールを冷却できる代替熱交換器

車を配備 (３号機でも同様の安全対策)

オ､ 残留熱代替除去系設備の設置

・既設の残留熱除去設備が使えない場合でも格納容器内からの除熱が出来るよう､ 残留熱

代替除去ポンプ等を設置 (３号機でも同様の安全対策)

カ､ 貯水池

・原子炉等への注水､ 除熱のための水源として輪谷貯水槽 (１万トン)､ ２号ろ過水タン

ク (３千トン) に加え､ 非常用ろ過水タンク (2.5千トン) を新たに設置 (３号機と共用

の安全対策)

・輪谷貯水槽については､ 地震によって水

が溢れることを防ぐため､ 耐震補強を行っ

た上で密閉式に改造 (３号機と共用の安

全対策)

④ 放射性物質拡散防止対策

炉心損傷後の水素爆発や放射性物質の放出を防ぐ手段が十分に整備されていなかった福

島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ､ 炉心損傷が起こった場合を想定し､ 炉心損傷後

の影響を緩和する設備を設置しています｡

ア､ フィルタベント設備の設置

・炉心損傷事故時に格納容器の過圧による破

損を防ぐため､ 放射性物質の放出を抑制し

ながら格納容器の水蒸気等を外部に放出す

るフィルタベント設備を設置 (３号機でも

同様の安全対策)

・フィルタを通すことで粒子状の放射性物質

の放出量を1/1000程度まで低減し､ 発電所

敷地外の土壌汚染等を大幅に抑制

42

写真：中国電力(株)

写真：中国電力(株)

写真：中国電力(株)

�



イ､ 静的触媒式水素処理装置の設置

・炉心損傷事故時に炉心から大量に発生した水

素が原子炉建物内に漏えいした場合に備え､

電源を必要としない触媒による水素処理装置

を設置 (３号機でも同様の安全対策)

ウ､ 発電所外への放射性物質拡散抑制対策

・炉心損傷事故時に大気への放射性物質の拡散

を抑制するため､ 原子炉建屋に大量の水を放

水する大型ポンプ車及び放水砲等を配備 (３

号機でも同様の安全対策)

⑤ 自然現象等への対策

ア､ 地震対策

・基準地震動に基づき､ 建物・機器等の安全性

が損なわれないことを確認し､ 必要な場合は

耐震補強工事を実施 (３号機でも同様の安全

対策)

イ､ 火山灰対策

・非常用ディーゼル発電機や換気系統のフィル

タが火山灰で目詰まりした場合に交換等がで

きるよう､ フィルタの二重化等を実施 (３号

機でも同様の安全対策)

ウ､ 外部火災対策

・発電所敷地内及び敷地外で森林火災が発生し

た場合も原子炉施設に影響を及ぼさないよう､

敷地内の樹木等の可燃物を取り除き､ 延焼被

害を食い止めるための防火帯を設置 (３号機

と共用の安全対策)
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エ､ 竜巻防護対策

・竜巻発生時に設計飛来物によって安全上

重要な設備が影響を受けないよう､ 屋外

の建物通気口部や復水貯蔵タンク等に防

護ネットや防護鋼板を設置 (３号機でも

同様の安全対策)

オ､ コリウムシールド

・溶融した燃料による格納容器下部のコンクリートの侵

食を防ぐため､ 原子炉格納容器床面に耐熱材 (コリウ

ムシールド) 等を設置 (３号機でも同様の安全対策)

⑥ 発電所における防災対策

緊急時の活動拠点や体制の整備のほか､ 強化した安全対策設備を迅速かつ確実に操作で

きるよう実効的な訓練を繰り返し実施しています｡

ア､ 緊急時対策所の設置

・緊急時の現場の対応をより確実なものと

するため､ 作業を指揮する活動拠点とな

る耐震構造の緊急時対策所を発電所構内

の海抜50mの高台に設置 (３号機と共用

の安全対策)

イ､ 体制の整備､ 緊急時対応訓練の実施

・全交流電源喪失時の受電訓練､ 原子炉注

水機能の喪失時の代替注水訓練など､ 重

大事故等が発生した際の対応手順の確認､

要員の習熟や体制の整備を目的とした個

別訓練を繰り返し実施

・複数の個別訓練を同時に実施し､ 緊急時

対策本部からの指揮命令体制､ 関係各所

との連携確認を目的としたシナリオ非提

示型の総合訓練を計画的に実施
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新規制基準では､ 信頼性を向上させるためのバックアップ対策として､ 特定重大事故等対

処施設及び所内常設直流電源設備 (３系統目) (以下 ｢特重施設等｣) を､ 新規制基準に適合

するための本体施設等に係る工事計画の認可日から5年以内に設置完了することが要求され

ています｡

このため､ 平成28年４月28日に中国電力(株)から島根原子力発電所の特重施設等に係る事

前了解願いが､ 安全協定に基づき､ 島根原子力発電所１号機の廃止措置に係る事前了解願い

と同時に提出されました｡

これに対し､ 島根県は､ 県議会や安対協､ 原子力安全顧問などの意見を踏まえ､ 新規制基

準に適合するかどうか原子力規制委員会の審査を受けるため､ 申請することのみを了解しま

した｡

中国電力(株)は､ これを受け平成28年７月４日に原子力規制委員会に申請を行い､ 現在審

査中です｡

特重施設等について島根県は､ 原子力規制委員会の審査終了後､ 国から安全性などについ

て十分に説明を受け､ 県議会をはじめ､ 住民の方々が参加する安全対策協議会や原子力専門

家である原子力安全顧問､ 関係自治体などの意見をよく聴き､ 総合的に判断していく考えで

す｡

(1)主な経過

Ｈ28.4.28 中国電力(株)が事前了解願いを島根県及び松江市に提出

5.20 第72回安対協及び原子力安全顧問会議を開催

中国電力(株)が松江市で住民説明会を開催 (以降周辺自治体でも開催)

6.17 知事が議会において原子力規制委員会への申請のみを了解する旨表明

7. 1 島根県が中国電力(株)へ申請のみを了解する旨回答

7. 4 中国電力(株)が原子力規制委員会に新規制基準適合性申請

7.15 島根県は国の関係機関に対し厳格な審査などを要請

[特定重大事故等対処施設のイメージ]
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(2)特重施設等の概要

① 特定重大事故等対処施設

特定重大事故等対処施設は､ 意図的な航空機衝突などへの可搬式設備を中心とした対策

(可搬式設備・接続口の分散配置) のバックアップとして常設化されるものであり､ 圧力

容器の減圧設備や圧力容器や格納容器内への注水設備､ フィルタベント設備､ 電源設備及

びこれらの設備を制御する緊急時制御室等で構成されています｡

これらの施設の配置や設備仕様書等の詳細は核物質防護 (テロ対策) の観点から公開さ

れておらず､ 原子力規制委員会による審査も原則非公開で行われます｡

② 第３系統バッテリー (３系統目の所内常設直流電源設備)

１系統目となる非常用電源設備 (非常用ディーゼル発電機､ 蓄電池等)､ ２系統目とな

る重大事故等の対応に必要な電源設備 (ガスタービン発電機､ 高圧発電機車等) の電源が

喪失した際に､ 原子炉の冷却を補助するポンプや弁､ 計測機器､ 非常用照明などの設備に

直流電源を供給するため設置されるものです｡
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[参考] 原子力発電所へのミサイル攻撃､ テロへの対応

原子力発電所へのミサイル攻撃やテロに対しては､ 国民保護法や事態対処法等に基づき対

応することとなっています｡

国民保護法等で想定されている武力攻撃事態や緊急対処事態 (テロ)

武力攻撃事態等への対処

・国は､ 自衛隊の防衛出動等を含めた対処基本方針を定め対応

・原子力事業者は､ 直ちに原子炉の運転を停止し､ 核燃料物質等の所在場所の変更などの

対応を実施

・地方自治体は､ 武力攻撃により原子力災害が発生した場合は､ 地域防災計画 (原子力災

害対策編) に準じた措置を実施

原子炉等規制法等に基づく対応

国民保護法等のほか､ 原子炉等規制法等でも次のようなテロ等への対策を講じることと

なっています｡

・防護措置として､ 敷地フェンス､ センサーや監視カメラ､ 金属探知機等の整備のほか､

警備員による巡視や出入り口での本人確認の実施､ 核物質防護規定を定め人や物の搬出

等を管理

・警察が24時間体制で常駐警備を実施するとともに､ 海上保安庁が原発周辺海域に巡視船

艇を常時配備

・重大事故等への対策として､ 放水砲や建物外壁へ複数の給水口や電源の接続口､ フィル

タベント設備等を整備

・特定重大事故等対処施設のほか､ 電源車､ 消防自動車等を整備

・大規模損壊発生時の防災業務計画を策定し､ 要員の配置等の体制整備や研修等を実施
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地球温暖化対策や増大する電力需要などのため､ 平成9年３月12日に中国電力(株)から島

根原子力発電所３号機増設計画に係る事前了解願いが､ 安全協定に基づき提出されました｡

これに対し､ 島根県は､ 島根原子力発電調査委員会を設置して調査審議を行い､ 平成12年

９月29日に中国電力(株)に増設計画を事前了解しました｡

その後､ 原子炉設置変更許可の手続きなどの建設に伴う諸手続きが行われ､ 平成18年10月

24日には本工事が着工されました｡

現在､ 島根原子力発電所３号機はほぼ完成していますが､ 稼働には福島第一原子力発電所

事故を受けて制定された新規制基準に適合するかどうかの審査を受ける必要があるため､ 平

成30年５月22日に中国電力(株)から島根原子力発電所３号機の新規制基準適合性申請に係る

事前了解願いが､ 安全協定に基づき提出されました｡

これに対し､ 島根県は､ 県議会や安対協､ 原子力安全顧問などの意見を踏まえ､ 新規制基

準に適合するかどうか原子力規制委員会の審査を受けるため､ 申請することのみを了解しま

した｡

中国電力(株)は､ これを受け平成30年８月10日に原子力規制委員会に申請を行い､ 現在審

査中です｡

島根原子力発電所３号機の稼働について島根県は､ 原子力規制委員会の審査終了後､ 国か

ら安全性や稼働の必要性､ 住民の避難対策などについて十分に説明を受け､ 県議会をはじめ､

住民の方々も参加する安全対策協議会や原子力専門家である原子力安全顧問､ 関係自治体な

どの意見をよく聴き､ 総合的に判断していく考えです｡

(1)主な経過

Ｈ30.5.22 中国電力(株)が事前了解願いを島根県及び松江市へ提出

6. 5 知事が島根原子力発電所３号機を視察

6. 6 第74回安対協及び顧問会議を開催

6.16 中国電力(株)が松江市で住民説明会を開催 (以降､ 周辺自治体でも開催)

8. 7 知事が原子力規制委員会への申請のみを了解する旨表明

8. 9 島根県が中国電力(株)へ申請のみを了解する旨を回答

8.10 中国電力(株)が原子力規制委員会に新規制基準適合性申請

8.22 島根県は国の関係機関に対し厳格な審査などを要請

中国電力(株)清水代表取締役社長執行役員に回答書を手渡す溝口知事(当時)
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(2)島根原子力発電所３号機の構造等

島根原子力発電所３号機は､ 次のような特徴をもつ改良型沸騰水型軽水炉 (ABWR) が採

用されています｡

なお､ 島根原子力発電所３号機の安全対策については､ チャンネルボックスの厚肉化など

一部で２号機と異なる点があるものの､ 新規制基準適合のための設計方針は基本的に同じも

のとなっています｡

① 原子炉内蔵型再循環ポンプ (Reactor Internal Pump､ RIP)

原子炉再循環ポンプを原子炉圧力容器内に内蔵し､ 炉心下部の大口径配管をなくすこと

により､ 配管破断のおそれがなくなり､ 万が一の事故でも炉心が露出しないため､ 安全性

が向上するほか､ 再循環配管の供用期間中の検査が不要となります｡

② 改良型制御棒駆動機構

駆動源を水圧及び電動に多様化しています｡ これにより安全性が向上するほか､ 電動駆

動により制御棒の微調整が可能となり､ 制御棒操作時の燃料への負荷が軽減し運転性が向

上します｡ また､ 制御棒複数本の同時操作が可能となり､ 原子炉の起動時間が短縮されま

す｡
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③ 鉄筋コンクリート製原子炉格納容器 (Reinforced Concrete Containment Vessel､ RCCV)

原子炉格納容器を原子炉建物と一体の構造としています｡ この格納容器は､ 鉄筋コンク

リート構造で事故時の圧力に対抗し､ 内張の鋼板ライナーで漏えいを防止する構造で､ 格

納容器の寸法がコンパクトになり､ 原子炉建物の重心も下がることから耐震設計上有利と

なっています｡

④ 改良型中央制御盤

操作盤の集中化や各オペレータがより早く必要な情報を確認できる大型表示盤の採用に

より､ 運転操作性が向上しています｡
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平成28年４月28日に中国電力(株)から､ 前年４月30日をもって営業運転を終了した島根原

子力発電所１号機の廃止措置計画に係る事前了解願いが､ 安全協定に基づき提出されました｡

これに対し島根県は､ 県議会や安対協､ 原子力安全顧問などの意見を踏まえ､ 平成28年７

月１日に申請することのみを了解しました｡

そして､ 平成29年４月19日に廃止措置計画の認可を受け､ 平成29年７月11日に島根県とし

て､ 最終的な事前了解を行いました｡

その後､ 中国電力(株)は､ 同年７月28日に廃止措置に着手し､ 現在､ 解体作業準備期間と

なる第１段階の廃止措置作業を実施しています｡

廃止措置の実施状況について島根県は､ 安全協定に基づき中国電力(株)から定期的な報告

を受けることなどにより､ 状況を確認していくこととしています｡

(1)主な経過

Ｈ27.4.30 中国電力(株)が島根原子力発電所１号機の営業運転を終了

Ｈ28.4.28 中国電力(株)が事前了解願いを島根県及び松江市に提出

5.20 第72回安対協及び顧問会議を開催

中国電力(株)が松江市で住民説明会を開催 (以降､ 周辺自治体でも開催)

6.17 知事が議会において原子力規制委員会への申請のみを了解する旨表明

6.24 知事が島根原子力発電所１号機を視察

7. 1 島根県が中国電力(株)へ申請のみを了解する旨回答

7. 4 中国電力(株)が原子力規制委員会に廃止措置計画認可申請

7.15 島根県は国の関係機関に対し厳格な審査などを要請

Ｈ29.4.19 原子力規制委員会が廃止措置計画を認可

5.30 中国電力(株)が松江市で住民説明会を開催 (以降､ 周辺自治体でも開催)

6. 8 第73回安対協及び原子力安全顧問会議を開催

7. 7 知事が議会において廃止措置の実施を了解する旨表明

7.11 島根県が中国電力(株)へ廃止措置の実施を了解する旨回答

7.14 島根県は国の関係機関に対し必要な事項について要請

7.28 中国電力(株)が廃止措置を開始

中国電力㈱清水代表取締役社長執行役員に回答書を手渡す溝口知事 (当時)
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(2)廃止措置計画の概要

中国電力(株)は､ 廃止措置期間全体を４段階に区分し､ 約30年をかけて実施するとし､ 第

２段階以降については､ 第１段階で行う汚染状況の調査結果等を踏まえ､ 改めて廃止措置計

画の変更申請を行うとしています｡

[廃止措置の工程]

① 燃料搬出・譲渡し

中国電力(株)は､ 廃止措置に伴い発生する燃料の搬出・譲渡しについて､ 次のとおり行

うとしています｡

ア､ 使用済燃料

・使用済燃料は､ 再処理施設へ全量搬出し､ 廃止措置の第３段階 (原子炉本体等解体撤去

期間) の開始までに､ 再処理事業者に譲渡しを完了

・譲渡しまでの間は､ 既設 (島根原子力発電所１号機又は一時的に２号機) の燃料プール

に貯蔵し､ 燃料の取扱い及び貯蔵に必要な既設の設備を維持管理

・722体の使用済燃料は､ 現在､ 島根原子力発電所電１号機内の燃料プールで貯蔵

イ､ 新燃料

・平成30年９月に全量 (92体) の搬出・譲渡しが完了
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② 燃料プールの安全対策

島根原子力発電所１号機には､ 福島第一原子力発電所事故を踏まえ､ 可搬型の代替注水

設備や高圧発電機車を配備済みであり､ 全交流電源喪失などの万が一の場合でも燃料プー

ルへの注水が可能となっています｡

[参考] 燃料プール冷却水喪失時における燃料健全性

中国電力(株)は､ 廃止措置を実施する１号機の燃料プールに使用済燃料を貯蔵している間､

仮に冷却水が瞬時に全量喪失した場合でも､ 空気の自然循環により使用済燃料は冷却され､

燃料被覆管温度は360℃程度にとどまり､ 使用済燃料の健全性が損なわれないとしています｡
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③ 廃止措置に伴い発生する低レベル放射性廃棄物

中国電力(株)は､ 廃止措置に伴い発生する低レベル放射性廃棄物の処理等について､ 次

のとおり行うとしています｡

・廃止措置の第１段階 (解体工事準備期間) 中に発生する低レベル放射性廃棄物について

は､ 運転中と同様に､ 廃棄物の種類・性状等に応じて適切に処理等を実施

・廃止措置の第２段階 (原子炉本体周辺設備等解体撤去期間) 以降に発生する低レベル放

射性廃棄物については､ その期間の工事に着手するまでに処理等の方法を定め､ 原子力

規制委員会へ廃止措置計画の変更認可を申請し､ 実際に処分するまでの間は､ 廃棄物の

放射能レベル､ 性状などに応じ､ 厳重に管理

・放射性固体廃棄物は､ 放射能レベル､ 性状に応じた処理を行い､ 原子炉等規制法に基づ

く許可を受けた者の廃棄施設に廃棄し､ その廃棄施設への搬出は､ 廃止措置の終了まで

に実施

[廃止措置に伴い発生する固体廃棄物の概要]

廃止措置に伴い発生する固体廃棄物の種類

廃止措置に伴い発生する固体廃棄物には､ ｢低レベル放射性廃棄物｣ ｢放射性物質として扱

う必要のないもの｣ ｢放射性廃棄物ではないもの｣ があります｡

・｢低レベル放射性廃棄物｣ は､ 放射能レベルに応じてＬ１､ Ｌ２､ Ｌ３に区分

・｢放射性物質として扱う必要のないもの (クリアランス制度対象物)｣ とは､ 一般の廃棄

物と同様の処分や再利用をしても健康への影響が無視できるものとして放射能濃度が国

の定めた基準以下であることが確認された廃棄物

・｢放射性廃棄物でないもの｣ とは､ 産業廃棄物として扱われる廃棄物
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廃止措置に伴い発生する固体廃棄物の量

推定発生量は､ 中国電力(株)が原子炉本体周辺設備等解体撤去期間以降の発生量を試算し

たもので､ より詳細な発生量については､ 解体工事準備期間中に実施する汚染状況の調査結

果を踏まえ､ 算定するとしています｡

[参考] 低レベル放射性廃棄物の種類と処分の概要

原子力発電所の運転中や廃止措置中に発生する低レベル放射性廃棄物については､ 放射

能レベルの区分に応じた埋設処分の方法が定められています｡

このうち､ 放射能レベルの比較的高い廃棄物 (Ｌ１) で求められる処分方法 (中深度処分)

については､ 原子力規制委員会により､ 現在､ 具体的な規制基準 (審査基準) の検討が進

められています｡

また､ 原子力発電所の廃止措置中に発生する低レベル放射性廃棄物 (Ｌ１､ Ｌ２､ Ｌ３)

については､ 現在､ いずれの発電所でも具体的な処分地は未確定となっています｡

なお､ 東海第二原子力発電所では､ 廃止措置に伴い発生する放射能レベルが極めて低い

廃棄物 (Ｌ３) を敷地内で埋設処分する予定としており､ 現在､ 原子力規制委員会で審査

中です｡

また､ クリアランス制度対象物については､ 排気筒や熱交換器､ ガスダクトの一部をベ

ンチに再利用している例はありますが島根原子力発電所をはじめあまり適用例がなく､ 安

全性に関する社会的な認知が十分では無いことが課題となっています｡

国は､ これらの課題に対し､ エネルギー基本計画 (後述の ｢日本のエネルギー政策｣ の

項を参照) の中で､ ｢廃炉等に伴って生じる放射性廃棄物の処理・処分については､ 低レ

ベル放射性廃棄物も含め､ 発生者責任の原則の下､ 原子力事業者等が処分場確保に向けた

取組を着実に進めることを基本としつつ､ 処分の円滑な実現に向け､ 国として､ 規制環境

を整えるとともに､ 必要な研究開発を推進するなど､ 安全確保のための取組を促進する｡｣

としています｡
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④ 系統除染

中国電力(株)は､ これまでの定期点検 (｢10.島根原子力発電所の運転・管理状況｣ の項

を参照) 等における経験・実績等を活かし､ 放射性物質の漏えい及び拡散防止対策を講じ

た上で､ 安全確保を最優先に次のとおり除染を行うとしています｡

ア､ 系統除染の範囲

・比較的多くの汚染が残存していると想定される系統を対象

・具体的な範囲については､ 汚染状況の調査結果等を踏まえ決定

・その他の範囲については､ 廃止措置の第２段階 (原子炉本体周辺設備等解体撤去期間)

以降に実施し､ 汚染状況を調査した上で､ 除染の要否・方法等について検討し､ 改めて

廃止措置計画の変更を申請

イ､ 系統除染の方法

配管や機器の内面に付着している放射性物質を､ 薬品や機械を使って除染します｡

⑤ 汚染状況の調査

中国電力(株)は､ 汚染状況の調査について､ 施設周辺の一般公衆及び放射線業務従事者

の放射線被ばくの低減と､ 適切な解体撤去方法の策定や低レベル放射性廃棄物発生量の評

価精度向上のため､ 施設内の放射性物質の核種組成や放射能量等を評価するとしています｡

⑥ 放射線管理区域外の設備の解体撤去

中国電力(株)は､ 放射線管理区域外の設備の解体撤去について､ 島根原子力発電所１号

機の安全確保のための機能に影響を与えない範囲内で実施するとしています｡
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島根原子力発電所において原子炉等規制法に基づき国への報告が義務づけられている事案

等の ｢トラブル｣ が発生した場合､ 中国電力(株)は､ 安全協定に基づき県へ連絡することと

なっています｡ また､ トラブルではないが､ トラブルに発展する可能性のある事案について

も県へ連絡することとなっています｡ 近年連絡を受けた主な事案は次のとおりです｡

(1)島根原子力発電２号機の中央制御室空調換気系ダクト腐食事象

① 事案の概要

平成28年12月８日､ 島根原子力発電所２号機において､ 中央制御室空調換気系のダクト

に腐食孔 (横約100cm､ 縦約30cm) が確認されました｡

この空調換気系には､ 事故発生時に運転員が中央制御室にとどまって監視や制御が行え

るよう､ 外気の取入れを遮断し､ 建屋内の空気を内部循環させる機能が求められています

が､ このダクトに腐食孔があることで､ 事故発生時に放射性物質が放出された後の外気が

中央制御室に入ってくる可能性があることが判明しました｡

[島根２号機 中央制御室空調換気系統図]

② 主な経過

Ｈ28.12. 8 中国電力(株)が原子力規制委員会及び県に事案の発生報告

安全協定に基づく立入調査を実施 (以降､ 計３回実施)

Ｈ29. 3. 9 中国電力(株)が原因及び対策に関する報告書を原子力規制委員会に提出

Ｈ30. 1.31 原子力規制委員会が原因及び対策に関する報告書の評価を決定

2.28 中国電力(株)が松江市で住民説明会を実施 (以降､ 周辺自治体でも開催)
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③ 原因と再発防止対策

中国電力(株)がとりまとめた原因調査結果及び推定原因､ 対策について､ 原子力規制委

員会は妥当とし､ 今後は保安検査等により実施状況を確認するとしています｡

島根県では､ 計４回立入調査を実施し､ ダクト点検調査の状況､ 原因調査結果及び推定

原因､ 再発防止対策の実施状況等を確認しました｡
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(2)低レベル放射性廃棄物のモルタル充填に用いる流量計問題

① 事案の概要

中国電力(株)は､ 低レベル放射性廃棄物の固型化処理に使用するモルタルを作る際に添

加する水の量を測る流量計２基について､ 手順書に規定した頻度で校正を行わないまま使

用していました｡

また､ 中国電力(株)の保修担当者は､ 実際には業者に発注を行わず校正をしていないに

もかかわらず､ 校正したように架空の記録４件を作成し､ 低レベル放射性廃棄物の受入予

定先の日本原燃(株)の監査の際に提出し､ その監査の際に､ 架空の校正記録であったこと

が発覚しました｡

さらに､ 当該担当者が過去に行った固型化処理に係る業務状況を確認したところ､ モル

タル流量計１基についても､ 定められた期間内に校正を実施しないまま使用していたこと

が判明しました｡

② 主な経過

Ｈ27. 6.30 中国電力(株)が本事案を発表

安全協定に基づく立入調査を実施 (以降､ 計８回実施)

7.15 知事が原子力規制委員会へ徹底した指導・監督などを要請

8.30 原子力規制委員会は､ 本事案を保安規定違反 (判定区分 ｢監視｣) と判定

9.11 中国電力(株)の調査報告書を受け､ 知事が再発防止策への取組と県民や関

係自治体への説明方法等の検討を申し入れ

11.19 本事案に係る第71回安全対策協議会､ 顧問会議の開催

12.21 中国電力(株)及び原子力規制委員会へ再発防止策の適切な実施やその徹底

した指導監督等を要請

Ｈ28. 1.21 中国電力(株)が松江市で住民説明会を開催 (以降､ 周辺自治体でも開催)

10.11 中国電力(株)が充填固化体の製作を再開

Ｈ29. 4. 1 中国電力(株)が再発防止策の一つである改良ＥＡＭ (統合型保全システム)

の運用を開始

Ｈ30. 2.19 原子力規制委員会が保安規定違反 ｢監視｣ に係る改善状況の確認を終了

立入調査の様子
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③ 原因と再発防止対策

中国電力(株)は､ 調査報告書の中で本事案に係る原因と再発防止策等を次のようにとり

まとめました｡

これを受け原子力規制委員会は､ 保安検査の中で中国電力(株)の再発防止策等への取組

状況を確認し､ 平成30年６月29日に日常業務内で継続してＰＤＣＡが廻る状態であると確

認し､ 保安規定違反 ｢監視｣ に係る改善状況の確認を終了しました｡

島根県も立入調査において､ 次の点を確認しています｡

・中国電力(株)が､ 今後は日常業務の中でＰＤＣＡを廻し､ その中で業務の継続的な改善

を行ってく方針であることを確認

・再発防止策は計画通り進捗し､ 改定手順書等に基づく運用にも問題は見られないことを

確認

・未校正期間に製作された充填固化体は適切に保管され､ また､ 処分に向け､ 搬出先要求

の是正処置回答書を提出済であることを確認

・原子力規制庁から､ 保安規定違反 ｢監視｣ に係る確認の完了に当たり受けた指導事項等

について､ 対応を検討していることを確認
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(3)島根原子力発電所における保守管理の不備

① 事案の概要

平成22年３月16日に１号機の点検計画表と点検実績の不整合が１件判明した後､ 中国電

力(株)が調査を行ったところ､ １号機､ ２号機の点検計画表と点検実績の不整合が123件

確認されました｡

このため､ 中国電力(株)は､ 平成22年３月30日に１号機の運転を停止して点検を行うこ

ととしました｡

なお､ 当時､ ２号機は定期点検中であり､ １号機と同様に対応することとしました｡

② 主な経過

Ｈ22. 3.30 保守記録不整合123件確認

3.31 １号機原子炉手動停止

4.16 安全協定に基づく立入調査を実施 (以降､ 計６回実施)

6. 3 中国電力(株)が最終報告書を提出

6.15 国が保安規定変更を命令し､ 特別な保安検査を開始

9.25 住民説明会を開催 (国主催)

10.19 県が運転再開を認める旨､ 要請事項を付し中国電力(株)と国へ伝える

12.28 中国電力(株)が２号機の運転を再開

Ｈ25. 7.31 国が特別な保安検査を終了

③ 原因と再発防止対策

中国電力(株)は､ 調査報告書の中で本事案に係る原因と再発防止策等を次のようにとり

まとめました｡
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島根県では､ 安全協定に基づく環境放射線や温排水等の調査等を実施しています｡

また､ 原子力災害時に避難の実施の判断材料等のために国が行う緊急時モニタリングに協

力をすることとなっています｡ (後述の ｢緊急時モニタリング｣ の項を参照)

(1)環境放射線の調査

島根原子力発電所の周辺環境における原子力発電所起因の放射性物質等が周辺住民等へ影

響を与えていないか確認するため､ 空間放射線や地表面における人工放射能の測定及び環境

試料中の放射性核種分析を行っています｡

また､ 原子力発電所から放出される温排水が周辺海域に及ぼす影響を調査するため､ 発電

所周辺の海域で水温分布や水色の調査を実施しています｡

なお､ 環境放射線及び温排水の測定計画や測定結果のとりまとめ､ その分析評価等につい

ては､ 島根原子力発電所周辺環境放射線等測定技術会において技術的な検討評価をすること

となっています｡

[環境放射線調査体系 (令和２年度測定計画)]
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① 空間放射線の測定

島根原子力発電所周辺の24地点にモニタリングポストを設置し､ 空間放射線量率を連続

測定 (２分間の平均値) しています｡

測定結果については､ モニタリングポストのデータを伝送して一括して集約する環境放

射線情報システムにより24時間連続で監視しています｡

また､ 測定データについては､ 県庁県民室や松江・出雲・安来・雲南の各市役所等に設

置した屋内型表示装置や各所に設置した屋外型表示装置で常時表示しているほか､ インター

ネットや携帯サイトでも公表しています｡

なお､ 環境放射線情報システムは､ データ伝送の二重化や監視機器の多重化等を行い､

自然災害時でも監視できる体制を構築しています｡

[環境放射線データリアルタイム表示]

ＰＣ http://www.houshasen-pref-shimane.jp

携帯 http://www.houshasen-pref-shimane.jp/m/

② 地表面における人工放射能の測定

島根原子力発電所周辺における人工放射性核種の蓄積状況を把握するため､ 迅速な測定

ができる可搬型ゲルマニウム半導体検出器を用いて､ 検査地点の地表面での人工放射能の

測定を行っています｡

③ 環境試料中の放射性核種分析

原子力発電所から放出される放射性物質が人体へ取り込まれる経路や地域で食用にする

頻度を考慮して選定した農畜産物､ 海産生物､ 土壌､ 水､ 大気浮遊じん等に含まれる放射

性物質の種類と量を測定しています｡
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[モニタリングポスト等の配置]

島根県では原子力発電所周辺の空間放射線量率を連続測定するために固定局を24ヶ所に､ 原

子力災害時等の緊急時に備え可搬型や簡易型モニタリングポスト及び大気モニタを138ヶ所に､

合計162ヶ所にモニタリングポストを設置しています｡

なお､ このほか原子炉等規制法及び後述の原子力災害対策特別措置法に基づき､ 原子力発電

所敷地内の６ヶ所にモニタリングポストが設置されています｡
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[測定局､ 測定機一覧]
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(2)県内全域の放射線調査

全国的な放射能の分布状況を把握する環境放射能水準調査を国から委託を受け､ 空間放射

線量率を県内５カ所で測定するとともに土壌等の環境試料中の放射性物質の分析を行ってい

ます｡ また､ この他にも国からの委託を受け､ 県内２カ所で空間放射線量率及び大気中の放

射性物質の測定を行っており､ 発電所周辺で実施しているモニタリングと併せ､ 国内や海外

で原子力災害や事故等が発生した際や海外での核実験等が行われた際などには､ 県内の影響

を速やかに把握することができます｡

[島根県原子力環境センター]

島根県原子力環境センターは､ 島根県の原子力安全・防

災対策の体制強化の一環として整備 (平成15年４月運用開

始) され､ 緊急時対応を含めた環境放射線監視や環境試料

中の放射性物質の調査などを行っています｡

施設概要

所在地：島根県松江市西浜佐陀町582-1

(島根県保健環境科学研究所敷地内)

建 物：鉄骨造２階建て､ 約1,672㎡

完 成：平成15年３月
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(1)施設定期検査

運転中の原子力発電所は､ 原子炉等規制法に基づき定められた期間ごとに原子炉の運転を

止め､ 特に重要な設備について施設定期検査を実施しています｡

また､ この期間中には､ 事業者が自主的に行う定期事業者検査やその他の点検のほか､ 燃

料や制御棒の取替工事､ 予防保全のための各種設備の改造工事なども実施しています｡

島根原子力発電所の施設定期検査の状況は安全協定に基づき報告されることとなっており､

島根県では､ その内容を確認した上でホームページ等で公表しています｡

なお､ 廃止措置の認可を受けた１号機についても､ 機能維持すべき機器等の性能検査等に

係る施設定期検査が実施されます｡

[２号機の第17回施設定期検査]

施設定期検査実施計画 (主なもの)

燃料取替工事

・装荷されていた燃料のうち約130体を新

燃料に取替

制御棒駆動機構取替工事

・制御棒駆動機構137体のうち､ 20体を同

一設計の予備品に取替

逃がし安全弁取替工事

・逃がし安全弁12台のうち､ ６台を同一設

計の予備品に取替

制御棒取替工事

・ボロンカーバイド粉末を制御材とする制御棒12本､ またハフニウム棒を制御材とする制

御棒４本について､ それぞれ同一タイプの制御棒に取替

原子炉再循環系配管他高周波加熱処理工事

・原子炉再循環系配管他に応力腐食割れ対策として高周波誘導加熱処理を実施

蒸気タービン取替工事

・応力腐食割れへの耐性を向上させた蒸気タービンへの取替を実施

その他の工事等

蒸気タービン動翼取付部点検工事

・他の原子力発電所における低圧タービン動翼取付部の超音波探傷検査の結果を踏まえ､

蒸気タービン動翼取付部の自主的な点検を実施し､ その後､ 取替
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(2)放射性廃棄物の管理状況

原子力発電所では､ 運転に伴い放射性物質を含んだ気体､ 液体､ 固体の廃棄物が発生しま

す｡

このうち､ 周辺環境へ放出される気体廃棄物と液体廃棄物については､ 原子炉等規制法に

基づき､ 十分に減衰もしくは浄化等を行った後､ その安全性を確認してから放出するなど､

周辺環境に影響を与えないような措置を行うことが義務づけられています｡

島根原子力発電所では､ 国の指針である線量目標値の年間0.05ミリシーベルトに基づいた

放出管理目標値を設定し､ 管理を行っています｡

① 気体状の廃棄物

気体状の廃棄物は､ 活性炭式希ガスホールドアップ装置により放射能を減衰させ､ フィ

ルタで粒子状の物質を取り除き､ 放射性物質の濃度を十分低減させた後､ 排気筒から放出

されます｡

② 液体状の廃棄物

液体状の廃棄物は､ フィルタやイオン交換樹脂で処理し､ 再利用できる水は再利用され

ます｡ また､ 洗濯排水などの放射能レベルの低いものは､ 処理設備で処理し､ 放射性物質

の濃度を十分低減させた後放水口から海へ放出されます｡

③ 固体状の廃棄物

運転に伴い発生する交換機器などの固体廃棄物は､ 廃止措置に伴い発生する低レベル放

射性廃棄物と同様に､ 放射能レベルの比較的低いもの等については容積を減らしセメント

などで固めてからドラム缶に密封された後､ 原子力発電所内の固体廃棄物貯蔵所 (保管容

量/保管可能量：34,858 (R元.11末時点) 本/45,500本) で保管され､ 最終的に青森県六ヶ

所村の日本原燃(株)の低レベル放射性廃棄物埋設センターで埋設処分されます｡

ドラム管に密封された低レベル放射性廃棄物
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(3)使用済燃料等の管理状況

① 燃料プール冷却水喪失時における燃料健全性

島根原子力発電所で発生した使用済燃料は､ 原子炉建物内の燃料プールに一定期間貯蔵

し､ 十分放射能を減衰させた後､ 国内及び海外の再処理事業者へ輸送しています｡

使用済燃料の輸送は､ 昭和54年から実施しており､ これまで2,354体 (約425ｔ・Ｕ) を

輸送しています｡

再処理事業者別の内訳は､ 日本原燃(株)：720体､ (独) 日本原子力研究開発機構 (旧核

燃料サイクル開発機構) ：580体､ 英国 ＮＤＡ：518体､ 仏国 ＡＲＥＶＡ ＮＣ (旧ＣＯ

ＧＥＭＡ) ：536体となっています｡

[使用済燃料の保管]

島根原子力発電所の原子炉建屋内にある燃料プール内における使用済燃料の保管数量等は､

次のとおりです｡

※管理容量とは､ 実際に使用済燃料を保管できる容量のことで､ 施設定期検査時等に一時的

に保管すること等を勘案して､ 次の算式により算出

管理容量 ＝ 全容量 － (１炉心分＋１取替相当分)

１炉心分：２号機 約560体､ １取替相当分：２号機 約140体

② 新燃料の輸送

島根原子力発電所では､ 発電能力の弱まった燃料を施設定期検査時に新しい燃料と交換

しています｡

島根県では､ 新燃料が燃料成形加工工場から輸送される際は､ 安全協定に基づき､ 次の

とおり対応しています｡

・中国電力(株)から､ 輸送隊が県内に入る前の段階で連絡を受け､ 県内に入ってから発電

所到着までの間､ 随時､ 輸送状況の連絡を受け安全状況を確認

・到着時に立入調査を実施し､ 中国電力(株)が行う放射線測定に立会し､ 法定基準値以下

であることを確認
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(4)廃止措置実施状況

島根原子力発電所１号機の廃止措置の状況は安全協定に基づき報告されることとなってお

り､ 島根県では､ その内容を確認した上でホームページ等で公表しています｡

① 平成29年度

中国電力(株)は､ ７月28日から廃止措置に着手し､ 初年度の作業として､ 汚染状況の調

査や新燃料の除染等を実施しました｡

② 平成30年度

中国電力(株)は､ 前年度からの継続作業に加え､ ９月には新燃料全量 (92体) の搬出､

譲渡しを完了したほか､ 12月には放射線管理区域外設備の解体撤去工事に着手しました｡

また､ 島根県は､ 松江市とともに新燃料輸送に係る立入調査を実施し､ 輸送車両の放射

線の値が法定基準値以下であることなどを確認しました｡

③ 令和元年度

中国電力(株)は､ 前年度からの継続作業に加え､ ５月から放射線管理区域外設備のうち

中央制御室制御盤の一部の解体撤去工事に着手しています｡

[廃止措置実績等]

立入調査の様子 (平成30年９月５日)
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(1) アトムの広場

島根県では､ 島根原子力発電所に関する情報や環境放射線の測定結果のほか､ 原子力に関

するトピックス等をわかりやすくとりまとめた広報誌 ｢アトムの広場｣ を年4回､ 15万部発

行し､ 松江市､ 出雲市､ 安来市､ 雲南市の各戸等へ配布しています｡

環境放射線などの測定結果については､ 見開き２ページを使用し､ モニタリングポストで

測定した放射線量のデータを､ グラフ等によりできるだけわかりやすく記載しています｡

71

表紙 特集記事

環境放射線等調査結果

�



(2)ホームページ

島根県では､ 原子力安全対策課のホームページを開設し､ 安全協定等に基づく中国電力

(株)からの情報や環境放射線情報､ 島根原子力発電所の審査状況に関する情報など､ 様々な

情報を公開しています｡

[原子力安全対策課ホームページ] http:/www.pref.shimane.lg.jp/genan/

・原子力行政 (島根原子力発電所の運転状況､ 中国電力(株)からの連絡事項等)

・原子力広報 (原子力講演会､ 施設見学会のお知らせ等)

・環境放射線 (環境放射線データリアルタイム表示､ 環境放射線等調査結果等)

・原子力防災 (島根県地域防災計画､ 島根県原子力防災訓練等)
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① 島根原子力発電所運転状況等の公表

島根県では､ 安全協定に基づき中国電力(株)から連絡を受けた島根原子力発電所の運転

状況等について､ 毎月20日に前月分を公表しています｡

② 中国電力(株)から連絡を受けた事項の公表

島根県が安全協定等に基づき中国電力(株)から連絡を受けた事項について､ ホームペー

ジで公開し､ 毎週水曜日に更新しています｡
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(3) その他

① 原子力関連施設見学会

原子力発電についての正しい知識と､ 県が実施している環境放射線モニタリング等の安

全対策を周知するため､ 県民の方を対象に､ 島根原子力発電所やオフサイトセンター､ 原

子力環境センター等の原子力関連施設の見学会を年４回程度開催しています｡

② 島根県原子力講演会

平成20年度より､ 原子力や放射線に関する知識を深めても

らうため､ 外部から講師を招いて原子力講演会を開催してい

ます｡ 平成23年以降､ 福島第一原子力発電所事故後の関心の

高まりを受け､ 会場数を増やしています｡

③ 公民館等への放射線測定器の配備

住民の放射線に対する理解を深めてもらうため､ 平成25年度に簡易放射線測定機器 (商

品名 ｢ペガサス｣) を松江・出雲・安来・雲南市の市役所､ 公民館等に配布し､ 地域住民

が利用したり､ 原子力に関する様々な説明会で活用できるようにしています｡

④ 情報コーナーの設置等

オフサイトセンター２階に設置している研修ホール及び情報コーナーでは､ 各種研修会

の開催や原子力関連書籍の閲覧などを行うことができます｡ また､ 放射線・原子力安全に

関するパネルを展示しています｡

⑤ その他パンフレットの発行

平成24年２月に､ 放射線に関する単位や数字のほか､ 身近なテーマを取り上げたコラム

やベクレルからシーベルトへの換算の例などを紹介したパンフレット ｢知っておきたい

『放射線の単位と数字』｣ を発行しました｡ (平成29年３月改訂)
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(1)原子力防災における国の責任

エネルギー基本計画では､ 原子力をエネルギー源とするに当たり ｢東京電力福島第一原子

力発電所事故の教訓を踏まえて､ そのリスクを最小限にするため､ 万全の対策を尽くす｡ そ

の上で､ 万が一事故が起きた場合には､ 国は関係法令に基づき､ 責任をもって対処する｡｣

こととされ､ 原子力防災における国の責任が明確化されています｡

原子力災害は､ 専門的知識が必要であることや被害が広範囲にわたるといった特性がある

ことから原子力災害対策特別措置法等が制定され､ 従来の災害対策基本法の仕組みを活用し

て､ 国や自治体､ 原子力事業者等が､ 原子力災害特有の事態に対応することとなっています｡

① 原子力災害対策特別措置法 (以下 ｢原災法｣)

原災法では､ 主に次のような項目が規定されています｡

・原子力災害対策として実施すべき措置の基本的な事項等を定めた原子力災害対策指針の

策定

・原子力緊急事態宣言の発出や原子力災害対策本部の設置

・緊急事態応急対策の実施

・国の中央防災会議による原子力災害対策に係る防災基本計画の作成

・県､ 市の防災会議による原子力災害対策に係る地域防災計画の作成

② 原子力損害の賠償に関する法律 (原賠法)

原子力災害が起こった際の電力事業者の賠償責任や国の支援について規定されています｡

③ 内閣府原子力防災担当

地域の原子力防災体制の充実・強化に係る業務を強力に推進するとともに､ 原子力防災

会議・原子力災害対策本部の事務局機能を含め､ 関係省庁､ 地元自治体等との平時及び有

事の総合調整を一元的に担うことのできる組織体制を強化するため､ 平成26年10月14日に

内閣府に専従の組織が設置されました｡

[国の原子力関係組織]
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(2)地域原子力防災協議会

エネルギー基本計画では､ 原子力防災対策について ｢災害対策基本法及び原子力災害特別

措置法の規定により､ 防災基本計画及び原子力災害対策指針等に基づき策定される地域防災

計画・避難計画について､ 各原子力発電所の原子力災害対策重点区域ごとに､ 関係府省庁､

関係地方公共団体等を構成員等とする 『地域原子力防災協議会』 を設置し､ 国と関係地方公

共団体等が一体となって､ その計画の具体化・充実化を進める｡ これらの地域防災計画・避

難計画については､ 具体的かつ合理的であることを同協議会において確認し､ さらに､ 内閣

総理大臣を議長とする 『原子力防災会議』 で了承していく｡ 一旦策定した地域防災計画・避

難計画についても､ 自治体等の関係者と連携し､ 訓練等を通じた継続的な改善を行い､ その

充実を図っていく｡｣ としています｡

① 地域原子力防災協議会 (以下 ｢協議会｣) 構成員

関係省庁の大臣官房審議官等及び関係道府県副知事

② 協議会の活動等

・協議会及び協議会に置かれた作業部会 (構成：内閣府職員､ 関係道府県担当課長等) に

おいて､ 要配慮者対策､ 避難先や移動手段の確保､ 国の実動組織の支援等の具体策につ

いて､ 協議・連絡調整等を実施

・この協議等を踏まえて､ 内閣府政策統括官 (原子力防災担当) 及び関係省庁は､ 地方公

共団体に対し計画の具体化・充実化に係る支援を行い､ 島根地域全体の避難計画である

｢緊急時対応｣ を策定

・この緊急時対応を協議会で確認し､ 原子力防災会議 (議長：内閣総理大臣) で了承

・協議会では､ 緊急時対応に基づき行う総合的な訓練の実施結果､ 成果､ 抽出された反省

点等を協議し､ 訓練に参加した国の関係府省庁､ 地方公共団体､ 指定公共機関等と共有

し､ 共有した課題に関し､ 国の関係府省庁､ 地方公共団体､ 指定公共機関等が行う計画

やマニュアルの改善等について､ フォローアップ

[協議会の組織等 (島根地域)]
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(3)原子力防災連絡会議

島根地域では､ 地域原子力防災協議会及び同作業部会のほか､ ２県６市の防災担当責任者

で構成する ｢原子力防災連絡会議｣ を平成23年５月24日に設立し､ 広域避難計画の策定､ 原

子力防災訓練の実施などをはじめとした地域防災計画の具体化に関する様々な取組を連携し

て行っています｡

[原子力防災連絡会議の構成員名簿]

[原子力防災連絡会議の近年の開催状況]

78

�



福島第一原子力発電所事故が起こり従来の原子力防災について多くの問題点が明らかになっ

たことから､ 国は､ 自治体等が原子力災害対策に係る計画を策定する際の科学的､ 客観的判

断を支援するため､ 原子力災害時の避難等に係る専門的・技術的事項等について定めた ｢原

子力災害対策指針｣ を平成24年10月31日に新たに策定しました｡

また､ その後も新たな知見等を踏まえ､ ８回の全面改正を行っています｡

島根県でもそれを受け､ 地域防災計画 (原子力災害対策編) や広域避難計画を策定・改正

するなど､ 必要な対応を行っています｡

(1)福島第一原子力発電所事故の避難の教訓

福島第一原子力発電所事故が起こってからの避難については､ 次のような問題があったと

されています｡

・住民の避難や屋内退避の範囲が､ 原子力防災対

策を重点的に充実すべきとされていた区域 (８

～10㎞圏) を超える範囲に拡大

・事故の進展に応じて､ 避難指示区域が半径２㎞

圏から３㎞圏､ 10㎞圏､ 20㎞圏と数回変更され

たことにより､ 避難先を複数回移動する避難者

が発生し､ 避難者の負担が増大

・広範囲の住民の避難が必要となったが､ 避難先

をあらかじめ定めていなかったため最寄りの施

設に避難者が集中したこと､ 避難ルートがあら

かじめ定まっていなかったため幹線道路が渋滞

したこと､ 輸送用バスなど避難手段の確保に苦

慮したこと､ スクリーニング検査場所を設定し

ていなかったこと､ 事故の状況や避難指示など

の情報が市町村などの関係機関へ的確に伝わら

なかったことなどにより､ 避難にあたって混乱

が発生

・病院の入院患者や社会福祉施設の入所者については､ 体調などを考慮しなかったり､ あ

らかじめ避難先を確保していなかったり､ 車両を確保しないまま避難をしたため､ 避難

中又は避難先で亡くなる事態が発生

・事故発生の初期段階において､ モニタリング機器の故障や不足により､ 各地域の放射線

の量が把握できなかったため､ 適切な避難先の指示ができない事態が発生

これらの問題点に対して国は､ 原子力災害対策指針において､ 原子力災害対策重点区域や

ＩＡＥＡの国際基準等に基づく避難や屋内退避などの防護措置について定めています｡
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(2)原子力災害対策重点区域

① 原子力災害対策指針における規定

原子力災害対策指針では､ あらかじめ異常事態の発生を仮定し､ その影響の及ぶ可能性

がある区域として次の区域を定め､ 重点的に原子力災害に特有な対策を講じることが必要

とされています｡

・５㎞圏

予防的防護措置を準備する区域：ＰＡＺ (Precautionary Action Zone)

放射性物質の環境への放出前の段階から予防的に防護措置を準備する区域

・５～30㎞圏

緊急防護措置を準備する区域：ＵＰＺ (Urgent Protective Action Planning Zone)

緊急事態や運用上の介入レベルに基づき､ 緊急防護措置を準備する区域

② 島根地域における原子力災害対策重点区域

島根地域における原子力災害対策重点区域は､ 島根県地域防災計画及び鳥取県地域防災

計画において次のように定められています｡

なお､ 島根原子力発電所１号機に係る原子力災害対策重点区域については､ 燃料が十分冷

却しているため､ 別途指定されています｡
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(3)避難等の考え方 (いわゆる ｢段階的避難｣)

原子力災害対策指針では､ 原子力災害時の避難等は､ 原発から近いＰＡＺ (５㎞圏) にお

いては､ 原子力施設の状況に応じて放射性物質放出前からあらかじめ避難を行い､ ＵＰＺ

(５～30㎞圏) では､ まず必要に応じて屋内退避を行い､ 仮に放射性物質が放出された場合

は､ 放出後の放射線量の実測値に基づき､ 必要な地域は､ 一週間程度内に一時移転等を行う

こととされています｡

島根県でもこの考え方に基づき､ 島根県地域防災計画等で具体的な対応を定めています｡

[参考] 圏域内の人口等の状況
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[原子力災害対策指針における防護措置の考え方]

緊急事態区分及び緊急時活動レベル (ＥＡＬ)

原子力施設の状況 (Emergency Action Level､ 以下 ｢ＥＡＬ｣) に応じて緊急事態を､ 警

戒事態､ 施設敷地緊急事態及び全面緊急事態の３つに区分し､ 予防的防護措置を実行するこ

ととされています｡

運用上の介入レベル (ＯＩＬ)

防護措置の実施を判断する基準として､ 空間放射線量率等の原則計測可能な値で表される

運用上の介入レベル (Operational Intervention Level､ 以下 ｢ＯＩＬ｣) が設定されていま

す｡
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[参考] ＵＰＺ (５～30㎞圏) 外の防護措置

原子力災害対策指針における考え方

ＵＰＺ (５～30㎞圏) 外においては､ ＵＰＺ (５～30㎞圏) と同様に､ 事態の進展等に応

じて屋内退避を行わなければなりません｡ このため､ 全面緊急事態に至った時点で､ 必要に

応じて住民等に対して屋内退避を実施する可能性がある旨の注意喚起を実施することとして

います｡

放射性物質の放出後は､ ＵＰＺ (５～30㎞圏) における対応と同様､ ＯＩＬ１及びＯＩＬ２

を超える地域を特定し､ 避難や一時移転を実施することとなっています｡

福島第一原子力発電所事故に匹敵する規模の重大事故を想定したとしても､ ＵＰＺ (５～

30㎞圏) 外においては､ 屋内退避によってプルーム (放射性物質等を含む空気の一団) 通過

時の影響を低減でき､ また､ プルームの通過後に一時移転等の追加的防護措置を実施するま

でには､ 十分な時間的余裕があるため､ あらかじめ防護措置を準備する必要はないとしてい

ます｡

なお､ ＯＩＬに基づく追加的な防護措置を実施する地域の特定は､ 走行サーベイや航空機

モニタリング等により迅速かつ機動的に行う緊急時モニタリング結果に基づき､ ＵＰＺ (５

～30㎞圏) と同様の方法で実施することとなっています｡

島根県の対応

こうした国の考えに沿って､ 島根県としても､ ＵＰＺ (５～30㎞圏) 外においては､ 事態

の進展を踏まえ､ 状況に応じた対応をとることとしており､ 県の広域避難計画では､ 原子力

発電所に重大なトラブルが発生したときには､ ＵＰＺ (５～30㎞圏) 外の関係自治体に対し

て原子力発電所の状況や島根県の対応などの情報を提供することとしています｡

さらに､ ＵＰＺ (５～30㎞圏) 外の住民などに対しては､ 平常時から原子力講演会の開催

など､ 島根県の防災対策や放射線に関する知識などの普及・理解促進を図っています｡

なお､ 隠岐において避難指示が出された場合や原子力災害時に緊急輸送が必要となった場

合の対応については､ 七類港や境港が使用できなくなる場合も想定し､ ＵＰＺ (５～30㎞圏)

外の港の使用や自衛隊､ 海上保安庁などの実動組織により緊急搬送や避難に対応することを

考えています｡

海上自衛隊による住民避難訓練 (R元.7.31鳥取県原子力防災訓練)
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島根県では､ 福島第一原子力発電所事故の避難の課題を踏まえ､ 平成24年11月に30㎞圏外

の避難先や避難ルート､ 避難方法等を定めた広域避難計画を策定しました｡

その後､ 国において新たな知見を取り入た原子力災害対策指針が策定されたことなどを受

け､ 広域避難計画を改正しています｡

(1)避難先

原子力災害時の避難先は､ 30㎞圏外に､ 市ごと､ 地域ごとにまとまって避難できるよう定

めています｡
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(2)避難方法等

広域避難計画では､ 避難手段や避難ルートをあらかじめ明示しています｡ また､ 松江市､

出雲市､ 安来市､ 雲南市の関係４市においても避難をする際の一時集結所などを記載したよ

り詳細な避難計画を策定し､ その要点などを記載したパンフレットを作成し全戸に配布して

いるほか住民説明会等を開催するなど､ 避難計画の周知に努めています｡

① 避難手段

・避難に当たっては､ 多くの住民が自家用車により避難することを想定

・自家用車避難が困難な住民は､ 県が手配するバス等による避難を実施

・バスで避難する住民は､ 徒歩等であらかじめ定めた集合場所である ｢一時集結所｣ へ集

合し､ バスに乗車

・一時集結所は､ 通信連絡手段が確保でき､ 緊急時に開設が可能であることなどを基準と

して､ 30㎞圏域内で約200ヶ所選定

② 避難ルート

・避難先を踏まえ､ 地区ごとにあらかじめ幹線を中心に避難ルートを設定

・地震等によりあらかじめ定めた避難ルートが使用できない場合に備え､ 複数の避難ルー

トを設定

[30㎞圏外への主な避難経路]
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③ 避難先の施設

ア､ 避難経由所

・段階的な避難所の開設など避難実施の円滑化を図るため､ 避難先市町村内に避難住民が

一旦立ち寄る ｢避難経由所｣ をあらかじめ選定し､ ここから順次開設される避難所へ誘

導

・避難経由所は､ 避難先自治体全体で約200ヶ所選定

イ､ 避難所

・避難所は､ 地区ごとにあらかじめ選定

・受入市町村の初期段階における避難所運営の負担を軽減するため､ 避難所は段階的に開

設

[避難場所への移動]

避難経由所を設定するメリット

・避難経由所において避難者の避難振り分けを実施するため､ 段階的に避難所が開設でき､

初期段階における避難所運営の負担を軽減

・大きな駐車スペースを持つ避難経由所を設定することにより､ 避難車両の駐車スペース

を確保することができ､ 避難先市町村内の渋滞緩和が可能

・避難経由所は､ 避難住民への情報提供や避難住民の確認等､ 一定のターミナル的な役割

を果たすことが可能 等
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(3)避難行動要支援者の避難

避難行動要支援者のうち在宅避難行動要支援者の状況については､ 災害対策基本法に基づ

き作成される避難行動要支援者名簿 (H30.４現在､ 以下 ｢名簿｣) により把握しています｡

また､ 病院・有床診療所入院患者及び社会福祉施設入所者の状況については､ 名簿には登

載されていないため､ 平成27年度に実施した実態調査により把握しています｡

ＰＡＺ (５㎞圏) の避難行動要支援者は､ 警戒事態の段階で避難の準備をし､ 施設敷地緊

急事態の段階で避難を行う､ あるいは放射線防護対策施設での屋内退避を行います｡ なお､

一般住民と一緒に避難できる避難行動要支援者は､ 全面緊急事態の段階で避難を行います｡

ＵＰＺ (５～30㎞圏) の避難行動要支援者は､ 一般住民と同様に､ 全面緊急事態の段階で

は屋内退避を行い､ 放射性物質放出後に放射線量率を計測し､ 基準を超えた地区では､ １週

間程度内に一時移転等を行う､ あるいは放射線防護対策施設での屋内退避を継続することと

なっています｡

[避難行動要支援者数と避難手段等]
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① 病院入院患者の避難

・島根県の入院患者の避難先となる病院は､ あらかじめ島根県が関係機関及び山陽３県と

合意した調整方法に基づき､ 入院患者の病態に応じた避難先病院を確保

② 施設入所者や在宅の避難行動要支援者の避難

・施設入所者や在宅避難行動要支援者は､ 一般の避難所より生活環境が整った ｢広域福祉

避難所｣ へ避難

③ 学校､ 保育所の児童､ 園児等の避難

・児童生徒又は園児は､ 安全を確認した上で保護者の元に帰宅させ､ 家庭において保護者

とともに避難､ 又は避難に備えることが原則

[社会福祉施設等の避難計画策定状況]

島根県では､ 病院・有床診療所や入所社会福祉施設､ 教育施設・保育所において､ 原子力

災害時に安全な避難等を行うために､ あらかじめ対応すべき事項をまとめたガイドライン等

を策定し､ 各施設へ提示しました｡ 各施設では､ このガイドライン等を参考に実情に応じた

避難計画を定めることとしています｡

避難時の対応などは､ 自然災害時と共通する部分が多いほか､ 原子力施設特有の事柄等に

ついては､ ガイドラインで具体的に示しています｡

このことから島根県としては､ 原子力災害専用の避難計画が策定されていない施設でも避

難することは可能と考えています｡

しかしながら､ より円滑な避難のためには､ 各施設で原子力災害特有の連絡体制や事態進

展に伴う対応等に係る理解を深めることも大切と考えており､ 島根県としては､ 引き続き計

画の策定の促進や訓練の実施などを含め､ 理解が進むよう取り組むこととしています｡
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[広域福祉避難所]

・避難行動要支援者等 (社会福祉施設入所者､ 在宅避難行動要支援者等) が一時的に避難

する施設で､ 一般住民の避難先と基本的に同じ地域内にあらかじめ定める避難所

・冷暖房設備や多目的トイレ (障がい者用トイレ)､ 会議室や研修室等の仕切られた部屋

がある避難所 (設備はエレベーター､ バリアフリー構造､ 調理設備があると望ましい)

なお､ 避難行動要支援者名簿登載人数や施設の定員等が大きく変化した際には､ 広域福祉

避難所や後述の放射線防護対策施設､ 避難に必要な車両等について見直すこととしています｡

④ 即時の避難等が困難な方の屋内退避

・避難又は一時移転することにより健康リスクが高まる入院患者や施設入所者等は､ 無理

な避難は行わず､ 放射線防護機能を付加した施設へ屋内退避しながら､ 適切な搬送体制

の確保を待って避難

[放射線防護対策の実施状況]

なお､ 上記のうち２施設及び防災拠点１施設 (P111参照) で､ 在宅避難行動要支援者の屋

内退避のスペースを確保しています｡

また､ 30㎞圏内の国の補助対象となる施設については､ 全て放射線防護対策を実施してい

ます｡
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(4)観光客等への対応

① 情報提供､ 早期帰宅の呼びかけ

警戒事態発生時以降､ 報道機関などのほか観光関連団体等を通じて､ 適切に情報提供を

行うとともに早期帰宅を呼びかけます｡

[観光客等への情報伝達体制]

② 観光客等の避難等

ア､ ＰＡＺ (５㎞圏) 内の対応

・観光客は､ 自家用車等で速やかに帰宅

・避難指示が出されるまでに移動手段が確保できず､ 帰宅等ができなかった場合には､ 最

寄りの一時集結所から住民とともにバス等により避難し､ 避難先から公共交通機関等に

より帰宅

イ､ ＵＰＺ (５～30㎞圏) 内の対応

・観光客は､ 自家用車等で速やかに帰宅

・屋内退避指示が出されるまでに移動手段が確保できず､ 帰宅等ができなかった場合には､

最寄りの公共施設や宿泊施設等で屋内退避

・屋内退避後､ 一時移転等が指示された場合､ 最寄りの一時集結所から住民とともにバス

等により避難し､ 避難先から公共交通機関等により帰宅
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(5)避難に必要な車両等

① 避難に移動手段が必要な住民数

ア､ 一般住民

ＰＡＺ (５㎞圏) 内の住民については､ 個別訪問調査を実施し算出しています｡

ＵＰＺ (５～30㎞圏) 内の住民については､ アンケート調査の結果から､ 人口の10％

が､ バスによる一時移転等が必要になるものと想定し算出しています｡

イ､ 避難行動要支援者

避難行動要支援者については､ 名簿をもとに､ 障害等級や要介護度等により区分して

算出しています｡ また､ 社会福祉施設入所者､ 病院・有床診療所入院患者については､

平成27年度に実施した実態調査等をもとに算出しています｡ (放射線防護対策を実施し

ている施設は屋内退避を行うため､ 対象外としています｡)

② 中国５県のバス協会・タクシー協会との協定

避難に必要な車両を確保するため､ 島根県及び鳥取県は､ 平成29年４月17日に中国地方

５県のバス協会と ｢原子力災害時等におけるバスによる緊急輸送等に関する協定｣ を､ 同

年７月24日に中国地方５県タクシー協会と ｢原子力災害時等における福祉タクシーによる

緊急輸送等に関する協定｣ をそれぞれ締結しました｡

両協定は､ 住民避難の際に必要となる車両及び運転手の派遣等や県が各協会やその会員

に協力を求める際の必要事項等を定めています｡

③ 福祉車両の追加的な確保

避難行動要支援者のより円滑な避難のためには､ 福祉車両､ 特にストレッチャー用車両

を追加的に確保することが有効と考えられます｡ このため島根県では､ 協議会作業部会で､

国の支援を求めながら対応を検討しています｡
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(6)避難者の受入れ

① 広域避難に係る協定の締結

平成26年５月に広域避難計画に基づく避難の受け入れ先となる､ 岡山県､ 広島県との間

で､ それぞれの自治体の役割を明確にし､ 広域避難をより円滑に実施できるよう､ ｢原子

力災害時等における広域避難に関する協定｣ を締結しました｡

この協定では､ 次のような項目を定めています｡

・避難所､ 広域避難所､ 避難経由所 (以下 ｢避難所等｣) の開設や避難元自治体による運

営体制に移行するまでの避難所等の運営及び避難者の誘導等を避難先自治体に要請

・避難所等の選定

・避難所等の運営等に必要となる人員や物資などの確保及びその支援等

避難開始当初は､ 避難元自治体は住民避難の送り出しに全力をあげる必要があり､ 避難

開始後概ね１週間から10日後を目途に､ 避難所等の運営は避難元市の体制へ移行すること

を想定しています｡

② 避難者受入れガイドラインの策定

国が ｢原子力災害発生時等における避難者の受入れに係る指針｣ を策定したことを受け､

島根県では避難者の受入れ業務の具体的な内容を示した ｢原子力災害時における広域避難

に関する避難者受入れに係るガイドライン｣ 及び ｢原子力災害時における広域避難に係る

避難経由所・避難所運営マニュアル (ひな形)｣ を策定し､ 岡山県や広島県､ 島根県内の

難先自治体へ提示しました｡

ガイドラインでは､ 次のような受入自治体が避

難住民を受け入れるための具体的な手続き等の考

え方を提示しています｡

・緊急時の連絡体制

・避難経由所の開設・運営方法

・避難所の開設方法

・避難所の運営・管理方法

島根県の広域避難計画は､ 避難先自治体の了解を得て策定しています｡

また､ 避難所運営などは自然災害時と共通する部分が多いほか､ 原子力災害特有の事柄

等については､ ガイドライン及び受入マニュアル (ひな形) で具体的に示しています｡

このことから島根県としては､ 原子力災害専用の受入マニュアルが策定されていない自

治体でも避難住民を受入れることは可能と考えています｡

しかしながら､ より円滑な避難受入れのためには､ 避難先自治体に原子力災害特有の連

絡体制や事態進展に伴う対応等に係る理解を深めてもらうことも大切と考えており､ 島根

県としては､ 引き続き岡山県及び広島県と連携をとりながら､ マニュアルの策定の促進や

訓練の実施などを含め､ 理解が進むように取り組むこととしています｡
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(7)屋内退避

① ＵＰＺ (５～30㎞圏) で屋内退避を行う理由

ＵＰＺ (５～30㎞圏) の住民は､ 全面緊急事態の段階では､ 屋内退避を行うこととなっ

ています｡

原子力規制委員会は､ 屋内退避をする理由として､ 福島第一原子力発電所事故の教訓か

らプルームが通過する時に屋外で行動するとかえって被ばくが増すおそれがあるためとし

ています｡

また､ 屋内退避により､ 吸入による内部被ばくを､ 木造家屋においては４分の１程度に､

気密性の高いコンクリート建屋のような施設においては20分の１程度に抑えることができ

るとしています｡

② ｢段階的避難｣ と屋内退避に関する住民理解

令和元年度の原子力防災訓練後に実施した住民アンケート調査によると､ 約６割の住民

が ｢指示に従い屋内退避する｣ としています｡

避難方法や屋内退避の有効性等については､ 平素から広報誌 ｢アトムの広場｣ や原子力

講演会等により事前広報に努めていますが､ 実際の原子力災害時には､ テレビ､ ラジオ､

ＳＮＳ等を含め様々な手段で情報提供を行うこととしています｡ この他にも､ 避難先､ 避

難ルートなど､ 避難等に必要な情報を効果的に提供できるよう､ インターネットなどによ

る情報提供の手法を国と相談しながら検討することとしています｡
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[参考] 放射線による人体への影響

放射線の人体への影響の考え方については､ 国際放射線防護委員会 (ＩＣＲＰ) が､ 次のよ

うな考え方や基準を示しており､ ＩＡＥＡの国際基準や原子力災害対策指針もこの考え方に基

づき策定されています｡

私たちは､ 宇宙から飛んでくる放射線

や空気や食べ物に含まれている放射性物

質など自然界から１年間に2.1mSvの放

射線を受けています｡

放射線を一定量 (概ね500mSv､ ｢し

きい値｣ と呼んでいます｡) 以上浴びる

と紅斑 (軽いやけど) や脱毛などの身体

的影響が発生することがあります｡

それ以下の場合､ 直接的な影響はあり

ませんが､ がんや白血病等の身体的影響

が出てくる可能性があり､ 100mSvが健

康に影響にあるかどうかを判断する一つ

の目安とされている数値です｡

100mSv以下で発がんの確率が増える

かどうかは科学的に判明していません｡

これは､ がんの原因には喫煙や大気汚

染など様々なものがあり､ 少量の放射線

の影響による発がんの影響はこうした他

の原因による影響に隠れてしまうくらい

の大きさだからです｡

一般の人が１年間に自然界や医療で受

ける放射線以外に受ける放射線の限度と

して１mSvが設定されています｡

この数値は､ これを超えると危険とい

う数値ではなく､ 余分な被ばくはできる

だけ少なくすべきという防護の考え方か

ら定めた数値としています｡

なお､ 生まれてから毎年１mSvを受

けるとすると､ 生涯に受ける量は100mSv

程度と計算できます｡
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(8)渋滞対策

原子力災害時は､ 基本的に自家用車で避難することとなっており､ 円滑に避難できるよう､

次のような対策を実施することとしています｡

① 事前対策

ア､ 避難ルートの設定

・地震等によりあらかじめ定めた避難ルートが使用できない場合等に備え､ 避難方面別に

あらかじめ複数の避難ルートを設定

・交通信号機の多いエリアはできるだけ通行させないルートを設定

・高速自動車国道等は､ 松江市内から外側に向かう片側路線を避難ルートとする (内側に

向かうルートは緊急交通路として利用)｡

・大橋川で分断される松江市内での渋滞を回避するため､ 中心部の４橋を極力通さないルー

トを設定

・道路規格が高く､ 被害を受けにくい幹線道路を中心に避難ルートを設定

イ､ 避難退域時検査体制を整備

・ＵＰＺ (５～30㎞圏) の住民避難の妨げとならないよう､ 迅速に検査が実施できる体制

を整備

ウ､ 事前広報の実施

・平素から広報誌 ｢アトムの広場｣ の配布や原子力後援会の開催等により､ 避難方法や屋

内退避の有効性等について事前の広報を実施

② 原子力災害発生時の対策

・国道９号や国道431号などにおける主要交差点等の信号機の県警本部からの遠隔操作や

警察職員等による避難誘導を実施

・交通情報板やテレビ､ ラジオ等の様々な媒体を活用し､ 道路情報等を随時提供
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(1)複合災害時の避難ルートの確保等

① 自然災害等により道路が通行不能の場合の対応

避難ルートが自然災害等により使用できない場合は､ 避難ルートをあらかじめ定めた代

替ルートに変更､ または､ 新たに避難ルートを設定するとともに､ 道路管理者等が道路啓

開・応急復旧を実施します｡

② 降雪時の対応

局地的な大雪が発生した場合には､ 島根県が､ 毎年度定める除雪計画書に基づき､ 除雪・

融雪を実施します｡

③ 孤立地域等への対応

ア､ ヘリコプターによる対応

孤立地域が発生した場合､ ヘリコプターを活用し､ 負傷者､ 病人等に対する迅速な救

急・救助活動等を実施します｡

イ､ 船舶による対応

避難ルートの道路啓開・応急復旧に時間を要する場合などには､ 船舶も使用し､ 緊急

搬送や避難を実施します｡

④ 実動組織の協力

複合災害時には､ 自衛隊等の実動部隊が

必要に応じ広域支援を行うこととなってい

ます｡

⑤ 避難先の多重確保

島根県では､ 緊急事態の初期段階で避難

先市町村に避難の受入可否を確認すること

としています｡

その上で自然災害等の影響で受入が困難

な場合は､ 避難指示が出ていない地区の受

入市町村や鳥取県等の予備的受入市町村と避難の受け入れについて調整します｡ それでも

不足する場合は､ 国と連携しながら､ 災害時の広域支援に関する協定を締結している他地

域の自治体等と避難受入について調整することとしています｡
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(2)複合災害時の避難・屋内退避

① 基本的な考え方

ア､ 人命の安全確保を最優先

原子力災害と地震､ 津波､ 暴風雪等との複合災害で､ 自然災害による人命への直接的

なリスクが極めて高い場合や､ 自然災害による家屋の損壊等屋内での滞在の継続が困難

な事態となった場合には､ 自然災害に対する避難行動を原子力災害に対する避難行動よ

りも優先させ､ 人命の安全確保を最優先とすることを原則としています｡

イ､ 応急対策を組み合わせて実施

複合災害が発生した場合には､ あらかじめ災害の種類ごとに定めた応急対策を､ 状況

に応じ､ 県・市の災害対策本部で国等と緊密に連携・調整したうえで実施します｡

② 具体的な事例

ア､ 避難を優先

国が原子力災害の観点から屋内退避指示を出している中で､ 地震等の自然災害を起因

とする緊急の避難が必要になった場合には､ 自治体が当該地域の住民に対し､ あらかじ

め定められた緊急避難場所等への避難を指示することとなります｡

イ､ 屋内退避を優先

国が避難指示を出している中で､ 暴風雪等の自然災害により避難するとかえって危険

を伴う状況となった場合には､ 当該地域の住民に対し､ 自治体が屋内退避の継続を指示

することとなります｡

[避難を優先する場合のイメージ]
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原子力災害対策指針では､ 原子力災害による環境放射線の状況に関する情報収集とＯＩＬ

に基づく防護措置の実施の判断材料の提供及び原子力災害による住民等と環境への放射線影

響の評価材料の提供のため､ 緊急時モニタリングを行うこととされています｡

(1)緊急時モニタリングの枠組み

① 緊急時モニタリングの役割分担

国は､ 緊急時モニタリングを総括し､ 実施方針の策定､ 緊急時モニタリング実施計画及

び動員計画の作成､ 実施の指示及び総合調整､ データの収集と公表､ 結果の評価等を行う

ほか､ 海域や空域等の広域モニタリングを実施します｡

島根県は､ 平成26年８月に策定した ｢島根県緊急時モニタリング計画｣ 等に基づき､ 30㎞

圏内における緊急時モニタリングを実施します｡

中国電力(株)は､ 放出源の情報を提供するとともに､ 施設周辺地域等の緊急時モニタリ

ングに協力します｡

② モニタリングポストの設置

緊急時に使用するモニタリングポストは､ 避難指示が出される地域ごとに１ヶ所以上､

かつ､ ５㎞四方に１ヶ所以上設置しています｡

平常時モニタリング用の固定局24ヶ所に加え､ 原子力災害時等の緊急時に備え可搬型や

簡易型のモニタリングポスト､ 大気モニタを138ヶ所､ 合計162ヶ所のモニタリングポスト

で計測する体制となっています｡
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(2)緊急時モニタリングの実施等

① 緊急時モニタリングの準備等

警戒事態においては､ 緊急時モニタリングの準備を行います｡

施設敷地緊急事態において国は､ 島根県の協力を得て､ 緊急時モニタリングセンター

(Emergency Radiological Monitoring Center､ 以下 ｢ＥＭＣ｣) を立ち上げ､ 動員計画に

基づき必要な動員の要請を行います｡

ＥＭＣは､ 国や島根県､ 中国電力(株)等が連携した緊急時モニタリングの実施に必要な

機能を集約した緊急時のみに設置される組織です｡

[全面緊急事態における緊急時モニタリング体制]

② 測定結果の取り扱い

緊急時モニタリングの結果は､ ＥＭＣで妥当性を判断した後､ 国が一元的に集約し､ 原

子力災害対策本部ＥＲＣ (Emergency Response Center､ 原子力規制庁緊急時対応セン

ター) チーム放射線班において評価します｡

評価された緊急時モニタリング結果の全体的な線量分布傾向等を基に､ 原子力災害対策

本部ＥＲＣチーム住民安全班等がＯＩＬ２の運用等を行うこととなっています｡

また､ 国が集約した緊急時モニタリング結果については､ わかりやすく､ かつ迅速に公

表されることとなっています｡
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放射性物質放出後に一時移転等の指示が出された場合､ 住民等の汚染状況を確認するため､

避難退域時検査及び簡易除染を実施します｡

島根県では､ 国の ｢原子力災害時における避難退域時検査及び簡易除染マニュアル｣ を踏

まえ ｢島根県避難退域時検査及び簡易除染実施計画｣ を策定し､ 候補地や検査手順等を定め

ています｡

(1)検査場所等

避難退域時検査は､ 広域避難する多くの住民等の検査が実施でき､ 可能な限りバックグラ

ウンドの値が低い所で行うことが望ましいことから､ 原発から30㎞の境界付近から避難所等

までの避難経路周辺の14か所を候補地としています｡

会場は､ 全面緊急事態の段階の放射性物質放出前から開設準備を行います｡ なお､ 必要に

応じて候補地以外で開設する場合もあります｡
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(2)検査手順等

自家用車やバス等の車両を利用して避難等をする住民等の検査は､ 乗員の検査の代用とし

て､ まず車両の検査を行い､ 結果が40,000cpm※(β線) 以下でない場合には､ 乗員の代表者

(避難行動が同様の行動をとった集団のうちの１名) に対して検査を行います｡ この代表者

がＯＩＬ４※以下でない場合には､ 乗員の全員に対して検査を行います｡

携行物品の検査は､ これを携行している住民がＯＩＬ４以下でない場合にのみ検査を行い

ます｡

また､ 避難退域時検査の実施にあたっては､ 電力事業者と連携し､ 国や関係機関の支援を

得ながら実施することとしてします｡

※ ＯＩＬ４：避難等される住民等を対象に避難退域時検査を実施した際に除染を講じる

ための基準 (β線 40,000cpm)｡ 車両や携行品に対する基準はこれを準用｡

[検査手順フロー]
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原子力災害時に放出が予想される物質のうち放射性ヨウ素は､ 身体に取り込まれると甲状

腺に蓄積し､ 数年から十数年後に甲状腺がん等を発症させる可能性があります｡ そのような

内部被ばくは､ 放射性でないヨウ素を内服用に製剤化した安定ヨウ素剤をあらかじめ服用す

ることで低減することが可能です｡

このため島根県では､ 平成27年３月に ｢島根県安定ヨウ素剤配布計画｣ を策定し､ 放射性

ヨウ素による内部被ばくの恐れがある場合に安定ヨウ素剤を服用できるよう準備をしていま

す｡

(1)安定ヨウ素剤の服用

安定ヨウ素剤は､ 服用の時期によってその効果が大きく左右されるため､ 適切なタイミン

グで服用することが必要です｡

① ＰＡＺ (５㎞圏) 内

ＰＡＺ (５㎞圏) 内においては､ 全面緊急事態に至った時点で､ 直ちに､ 避難と安定ヨ

ウ素剤の服用について､ 国､ 県又は市から出される指示に従い服用することとなります｡

② ＰＡＺ (５㎞圏) 外

ＰＡＺ (５㎞圏) 外においては､ 全面緊急事態に至った後に､ 原子力施設の状況や緊急

時モニタリング結果等に応じて､ 避難や一時移転等と併せて安定ヨウ素剤の配布・服用に

ついて､ 原子力規制委員会が必要性を判断し､ 国､ 県又は市から出される指示に従い服用

することとなります｡

[安定ヨウ素剤の服用量]
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(2)安定ヨウ素剤の配布体制等

① 事前配布

ア､ ＰＡＺ (５㎞圏) 内の事前配布

早期の避難が必要なＰＡＺ (５㎞圏) 内の住民へ安定ヨウ素剤の事前配布を行ってい

ます｡

[ＰＡＺ (５㎞圏) 配布実績]

※１ 平成31年４月30日現在の住民基本台帳を元にした配布対象者の数

※２ 令和元年12月現在､ 有効期限内の安定ヨウ素剤を保有している者の数

イ､ ＰＡＺ (５㎞圏) 外の事前配布

次に該当する者のうち希望する者に対して安定ヨウ素剤の事前配布を行っています｡

令和元年12月31日現在で1,682人に配布しています｡

・松江市､ 出雲市､ 安来市及び雲南市のＵＰＺ (５～30㎞圏) 内の住民のうち､ 緊急時に

速やかに安定ヨウ素剤を受け取れない理由のある者

・ＰＡＺ (５㎞圏) 外の居住者でＰＡＺ (５㎞圏) 内の事業所に勤務する者

② 安定ヨウ素剤の備蓄

避難住民等に対する安定ヨウ素剤の緊急配布に備え､ 島根県､ 松江市､ 出雲市､ 安来市

及び雲南市では市役所､ オフサイトセンター､ 学校等に対象人口の３回分の数量を備蓄し

ています｡

103

�



原子力災害指針では､ 原子力災害時の医療対応 (原子力災害医療) に関して､ 原子力災害

の特殊性を踏まえた対応体制と指揮系統の整備・確認､ 広域の医療機関の連携､ 基本的な放

射線医学に関する教育・研修・訓練等の必要性が指摘されています｡

これを踏まえ国及び島根県では､ 要件を満たす医療機関等の指定や登録を行い､ 原子力災

害医療体制の整備を図っています｡

(1)原子力災害医療体制
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(2)原子力災害拠点病院等

① 全国の指定状況等

国は､ 原子力災害医療・総合支援センターとして弘前大学､ 福島県立医科大学､ 広島大

学､ 長崎大学の４つの大学を､ また高度被ばく医療支援センターとして同大学と量子科学

技術研究開発機構を指定しています｡ このうち国立大学法人広島大学が島根県を担当する

原子力災害医療・総合支援センターとしての役割を担っています｡

② 県内の原子力災害拠点病院等

島根県は､ 原子力災害拠点病院として島根県立中央病院､ 島根大学医学部附属病院を指

定し､ 併せて原子力災害医療協力機関として県内14の病院及び５つの関係機関を登録して

います｡
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多岐の分野にわたり､ 様々な機関により実施されることが想定される原子力防災業務にお

いて､ 放射線の測定器や通信機器等の資機材は､ 業務を行う上で重要な役割を有しています｡

このため島根県では､ 平成29年12月に ｢島根県原子力防災資機材整備・管理計画｣ を策定

し､ 業務ごとの整備水準を揃え､ 防災業務従事者の安全確保にかかる資機材などは共通の考

え方のもと計画的に整備し､ 整備された資機材については､ 確実に保守・管理を行うことと

しています｡

(1)資機材の種類

① 共通装備

ア､ 防護装備

防護服セット (防護服､ 手袋､

靴カバー､ 防塵マスク) や安定

ヨウ素剤､ 個人線量計 等

イ､ 測定器

表面汚染検査に使用するＧＭ管

式サーベイメータや空間線量な

ど業務環境の把握に使用する

NaIシンチレーションサーベイ

メータ 等

ウ､ その他

車両や携帯電話・トランシーバ

等の通信機器 等

② 業務ごとに特別に必要となる資機材のうち主なもの

ア､ 避難退域時検査

ゲート型モニタやテント等の検査会場設営設備 等

イ､ 緊急時モニタリング

モニタリングポストやGe半導体検出器､ ローボリュー

ムサンプラー､ ハイボリュームサンプラー 等

ウ､ 原子力災害医療

ホールボディカウンターや甲状腺モニター 等
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(2)適切な管理

緊急時に確実に資機材を配備できる保管場所を方角別に数ヶ所確保し､ 機器の校正等を行

うなど適切に管理するとともに､ 発災時に業務従事者が円滑に使用できるよう､ 研修・訓練

などにより平素より手順を確認することとしています｡

[資機材保管場所]
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島根県では､ 自然災害に備え１週間分の食料や生活用品等の物資の備蓄を推奨しています

が､ 屋内退避や広域避難の避難途中などにおいて物資が不足することも想定し､ 次のような

対策を実施することとしています｡

(1)物資の調達

① 島根県及び関係市による備蓄

災害時に備え島根県及び関係市では､ 食料及び生活物資等を備蓄しているほか､ 民間事

業者等と食料等応急生活物資の供給を内容とする ｢災害時における食料等の調達に関する

協定｣ や緊急通行車両への優先給油､ 避難者等への情報提供を内容とする ｢大規模災害時

の支援活動等に関する協定｣ 等を締結し､ 物資の確保を図っています｡

なお､ 広域避難先は被災していないため､ 物資の調達については流通備蓄で対応できる

ものと考えています｡

[島根県及び関係市の主な備蓄状況]

② 国による物資の調達

島根県及び関係市が備蓄している物資が不足する場合には､ 国が物資を調達することと

なっています｡
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(2)物資の供給

① 供給方法

屋内退避中の住民等に対する物資供給は､ 民間事業者による輸送を原則としています｡

また､ 中国電力は､ 放射線防護対策施設への供給を行うほか､ 非常災害時に備えて物流業

務を委託している事業者も活用し､ 物資の供給を行うこととしています｡ それでも対応が

困難な場合は､ 自衛隊等による輸送を国へ要請します｡

② 物資の集積

熊本地震における救援物資の供給においては､ 次のような問題がありました｡

・大量の支援物資の仕分けには膨大な人手が必要であり､ 行政職員だけでは対応が困難

・効率的に迅速に支援物資を仕分けるためには､ 専用の設備等が必要

この教訓を踏まえ島根県では､ 物流のノウハウ､ 施設､ 資機材､ 人員のほか輸送拠点と

なりうる配送センターを持つ民間事業者の協力について関係者と検討を行っています｡

[国による物資の供給体制]
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(1)住民等への情報提供

原子力災害時の住民等への避難情報等については､ 様々な手段で､ 迅速かつ的確に伝達を

行うこととしています｡

① 行政機関からの情報提供

ア､ 緊急速報 (エリア) メール

一定のエリア内の携帯電話 (対応端末のみ) の所持者に

対して､ 市からの避難情報等をメールで一斉に配信します｡

エリア内であれば観光客等の一時滞在者も受信可能です｡

イ､ 防災メール

エリアメールのほか､ 事前に登録した住民に対して､ 避

難情報等をメールで一斉に配信します｡

ウ､ ホームページ

県・市等のホームページに避難情報等を掲示します｡

エ､ ツイッター

個別具体的な情報を得ることができ速報性に優れる ｢ツ

イッター｣ に災害情報のサイトを設け､ 県・市等による正

確な情報を提供します｡

オ､ ケーブルテレビ

コミュニティチャンネル､ Ｌ字型画面等を利用して､ 当

該放送エリアに限定した避難情報等を提供します｡

カ､ 防災行政無線､ 広報車

地区ごとに設置してある屋外スピーカーや世帯ごとに設

置してある表示機能付き端末により音声と文字情報等で､

避難情報等を連絡するほか､ スピーカーを積載した車によ

り地区内を走行し､ 避難情報等を放送します｡

② テレビ､ ラジオ等を通じた情報提供

国及び県において､ より広範囲の住民に情報提供を行うために地上波テレビや衛星テレ

ビ､ ラジオ等のマスメディアに対する情報提供体制を整えています｡
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(2)原子力災害対策応急体制

① 関係機関相互の連絡体制

警戒事態に該当する事象が発生した場合などの､ 国､ 県､ 市､ 中国電力 (株) 及び避難

先自治体間の連絡方法等については､ あらかじめ地域防災計画 (原子力災害対策編) や広

域避難計画等で定めており､ 毎年訓練等で確認しています｡

② 情報伝達手段の確保

原子力災害時に通信の混雑を避けるため､ また､ 災害による回線の不通に備え､ 地上系

と衛星系にそれぞれ専用のネットワーク回線を確保しているほか､ 衛星携帯電話を確保す

るなど通信回線の多重化や通信施設の耐震化などを実施しています｡

③ 原子力災害時の国・県・市の体制

国､ 県､ 市等は､ それぞれの機関において､ あらかじめ非常参集職員の名簿や参集基準

等を策定し､ 非常時の体制を整備しています｡

また､ 島根県では､ 防災業務に従事する職員が発電所トラブル等の危機管理に迅速かつ

適切に対応できるよう危機管理手順書を策定しています｡

④ オフサイトセンター

原子力災害発生時に国､ 地方公共団体等の情報共有や業務調整等を行うための緊急時応

急対策等拠点施設 (以下 ｢オフサイトセンター｣) として､ 島根県原子力防災センターを

設置しています｡

⑤ 防災拠点の放射線防護対策

島根県庁､ 原子力環境センター､ オフサイトセンター､ 出雲合庁 (代替オフサイトセン

ター)､ 島根県警察本部､ 松江市役所､ 松江市消防本部に放射線防護対策を実施しています｡

⑥ 県庁等の行政機能の移転を含めた業務継続性の確保

島根県では､ 県庁地区に一時移転指示等が出された場合には行政機能をあらかじめ定め

られた施設へ移転するなど､ 平成29年10月に策定した ｢島根県原子力災害業務継続計画｣

に基づき業務を継続することとしています｡
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[島根県原子力防災センター (オフサイトセンター)]

｢島根県原子力防災センター｣ は､ 原災法で定められている緊急事態応急対策等拠点施設

(オフサイトセンター) で､ 原子力災害発生時に国や地方自治体等の防災関係機関などが一堂

に会して情報を共有し､ 共通の認識を持って応急対策を行うための拠点施設です｡

また､ 原子力規制委員会の現地事務を所掌する原子力規制庁島根原子力規制事務所も置かれ

ています｡

施設概要

所 在 地：島根県松江市内中原町52番地

建 物：鉄筋コンクリート造り３階建て

(一部4階建)

延床面積：2,313㎡

完 成：平成14年３月

運用開始：平成14年４月

主な設備

全体会議エリア

原子力災害時に各関係機関の職員が集まり､ 緊急

事態対応方針の確認や事故状況､ モニタリング情報

等の報告など関係機関相互の情報共有を目的とした

全体会議を開催するためのスペースです｡

機能グループブース

原子力災害合同対策協議会をサポートするため関

係機関の職員で構成される､ ｢総括班｣､ ｢広報班｣､

｢プラントチーム｣､ ｢放射線班｣､ ｢医療班｣､ ｢住民

安全班｣､ ｢運営支援班｣､ ｢実動対処班｣ が活動する

ためのスペースです｡

放射線防護対策設備

外部からの放射性物質の侵入を防ぐため､ 施設内

の陽圧化､ 気密性の向上､ 入退出管理などの放射線

防護対策を実施しているほか､ 災害時における機能

維持のための非常用電源装置 (燃料７日分) を整備

しています｡

代替オフサイトセンター

仮にオフサイトセンターが使用できない場合の代替施設として､ 島根県仁多集合庁舎と島根

県出雲合同庁舎の２ヶ所が指定されています｡
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原子力災害時に人命又は財産の保護のため必要がある場合には､ 県や市からの要請等によ

り､ 自衛隊や警察､ 消防､ 海上保安庁の実動組織が応急措置を実施します｡

(1)島根地域の主な実動組織

[活動例]
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(2)広域支援体制

地域レベルで対応困難な場合は､ 国を挙げて､ 全国の陸・海・空の自衛隊による原子力災

害派遣や全国の市町村が所属する都道府県単位による緊急消防援助隊､ 全国の都道府県警察

による警察災害派遣､ 全国の管区海上保安本部による巡視船艇・航空機の派遣などの支援を

実施することとされています｡

① 自衛隊の原子力災害派遣

原子力災害は､ 一度発生すれば瞬時に広域的な被害が生じる可能性が高く､ また､ その

対策に当たっては行動に専門的な知見が要請されるといった特殊性を有しています｡

このため､ 災害対策基本法に定めのある県知事からの自衛隊の派遣要請とは別に､ 原災

法では､ 原子力緊急事態宣言が発せられた全面緊急事態以降は､ 国の原子力災害対策本部

長 (内閣総理大臣) が防衛大臣に対し､ 自衛隊の原子力災害派遣を要請することが規定さ

れています｡

② 緊急消防援助隊

緊急消防援助隊とは､ 阪神・淡路大震災を教訓に､ 大規模災害や特殊な災害が発生した

時に全国の消防機関による応援を実施するため創設された組織です｡

緊急消防援助隊は､ 県知事の要請により消防庁長官が他の都道府県知事等に出動の要請､

指示を行うこととなっています｡

平成30年度末､ 全国で6,000隊の消防

隊が登録しているほか､ エネルギー・産

業基盤災害へ対応するための部隊や設備

等を増強するなど､ 災害対応能力を強化

しています｡

③ 警察災害派遣隊

東日本大震災の教訓を踏まえ､ 大規模災害発生時における広域的な警察の部隊派遣体制

が拡充されました｡

大規模災害時において､ 直ちに被災地等に派遣され､ 被災地等から支援を受けることな

く活動を実施する即応部隊と災害発生から一定期間経過後に､ 被災地警察等の機能を補完・

復旧するために捜索､ 警戒警ら等の警察活動を長期間実施する一般部隊から構成されてお

り､ 被災県の長の指揮下に入り活動を実施することとなっています｡
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地域の防災体制の整備は計画等の策定に終わるのではなく､ 継続的な改善・強化に取り組

むことが重要です｡ このため島根県では､ 地域防災計画や広域避難計画等の策定・改正を行

い､ それに基づき定期的な防災訓練を行い､ 訓練結果からの反省点を抽出し､ 当該反省点を

踏まえた改善を行っていくというＰＤＣＡサイクルを導入し､ 避難計画等の実効性の向上に

努めています｡

また､ このような訓練や日常の研修等を通じて､ 防災業務従事者の資質の向上を図ってい

ます｡

(1)原子力防災訓練

島根地域では､ 緊急時における防災関係機関相互の連携体制の確立や防災業務関係者の防

災技術の習熟を図るほか､ 住民等の参加によって原子力災害発生時の避難対応力や原子力防

災に対する理解の向上を図るため､ ２県６市が共同して原子力防災訓練を実施しています｡

令和元年度の原子力防災訓練は国の原子力防災訓練と合同で実施しました｡

近年の原子力防災訓練の主な実施項目は､ 次のとおりです｡

① 住民の広域避難

・避難者受入ガイドライン等に基づく､ 関係自治体間

での通信連絡 (平成29年度～) や県外の自治体への

住民の広域避難 (平成30年度～) の実施

・避難行動要支援者の避難訓練 (平成27年度～)

② 複合災害への対応

・複合災害時の住民の避難ルートの変更に係る対応手

順等の確認 (平成30年度～)

③ 避難退域時検査

・マニュアルに定めた検査手順や資機材の使用方法の

確認､ 複数の検査候補地における検査等の実施 (平

成28年度～)

・自然災害の影響により候補地が使えない際の候補地

以外での検査の実施 (平成30年度)

④ 原子力災害時の体制確認

・緊急速報 (エリア) メールなど複数の手段を組み合わせた住民広報 (平成28年度～)

・ＥＡＬ､ ＯＩＬに基づく実際の時間の経過・事態の進展に応じた対応 (平成27年度～)

・初動対応マニュアル等に基づく災害対策本部の活動や国等関係機関との連携等の確認

(平成27年度～)
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県外自治体への広域避難
(令和元年度島根県原子力防災訓練)

避難退域時検査時の住民検査
(令和元年度島根県原子力防災訓練)
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(2)人材育成

① 原子力防災訓練の際における研修

原子力災害時に防災業務に従事する職員は､ 日頃から業務内容やその実施方法を理解し､

実際にその業務を行い手順等の確認をする必要があります｡

このため､ 原子力防災訓練実施前に､ 参加者等を対象として避難退域時検査業務等に関

する研修を実施しています｡

② 消防団員向け研修

原子力災害時に避難誘導等の防災活動に従事する消防団員の向けの原子力防災活動に必

要な基礎知識や放射線測定器の使用方法等を習得する研修や､ その消防団員の防災活動を

指揮する消防団幹部向けの研修を毎年開催しています｡

③ その他

自治体職員､ 教職員向け研修を開催しているほか､ 国主催の原子力災害対策要員研修等

へ参加しています｡

特に､ モニタリング業務に従事することとなる島根県職員の化学職については､ 専門的

な知識が必要になることから､ 計画的に研修を実施するなど人材育成を図っています｡

また､ 自主防災組織リーダー等を対象とした研修を平成31年度から実施しています｡
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放射線測定器使用方法研修
(令和元年度消防団員向け研修)

原子力施設視察
(令和元年度消防団員向け研修)

避難退域時検査事前研修
(令和元度島根県原子力防災訓練)

原子力防災基礎研修
(令和元年度島根県原子力防災訓練)
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(1)エネルギー基本計画

国は､ エネルギー政策基本法に基づき､ エネルギーの需給に関する施策についての基本的

な方針等を記載したエネルギーの需給に関する基本的な計画 (以下､ ｢エネルギー基本計画｣)

を策定しています｡

このエネルギー基本計画は､ 少なくとも３年ごとに改定を検討することとなっており､ 直

近では､ 平成30年７月に第５次エネルギー基本計画が決定されました｡

[第５次エネルギー基本計画の概要]
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(2)第５次エネルギー基本計画のポイント

① エネルギーミックスの実現

エネルギー基本計画では､ 2030年に向けた基本的な方針を示す中で､ ｢エネルギー政策

の要諦は､ 安全性 (Safety) を前提とした上で､ エネルギーの安定供給 (EnergySecurity)

を第一とし､ 経済効率性の向上 (EconomicEfficiency) による低コストでのエネルギー供

給を実現し､ 同時に､ 環境への適合 (Environment) を図るため､ 最大限の取組を行うこ

とである｡｣ とし､ この３Ｅ＋Ｓの原則の下､ 2030年のエネルギーミックス (2015年７月

経済産業省決定 ｢長期エネルギー需給見通し｣) の確実な実現を目指すとしています｡

[エネルギーミックスの概要]

2030年の政策目標

2030年度電源構成割合

経済成長率を年1.7％､ 127百万人から117百万人への人口減少等を見込み､ 2030年度の総発電

電力量を12,780億kWh程度とした上で､ 省エネで2,130億kWh程度削減することなどを見込んで

います｡

電源種別ごとの特徴

※ 原子力は数年にわたって国内保有燃料だけで生産が維持できることから自給率は100％と

して算定
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出典： ｢長期エネルギー需給見通し｣ をもとに島根県で作成

出典： ｢長期エネルギー需給見通し｣ をもとに島根県で作成

出典： ｢長期エネルギー需給見通し｣ をもとに島根県で作成
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② 原子力の位置付け等

エネルギー基本計画では､ ｢燃料投入

量に対するエネルギー出力が圧倒的に大

きく､ 数年にわたって国内保有燃料だけ

で生産が維持できる低炭素の準国産エネ

ルギー源として､ 優れた安定供給性と効

率性を有しており､ 運転コストが低廉で

変動も少なく､ 運転時には温室効果ガス

の排出もないことから､ 安全性の確保を

大前提に､ 長期的なエネルギー需給構造

の安定性に寄与する重要なベースロード

電源｣ としています｡

その上で､ ｢いかなる事情よりも安全性を全てに優先させ､ 国民の懸念の解消に全力を

挙げる前提の下､ 原子力発電所の安全性については､ 原子力規制委員会の専門的な判断に

委ね､ 原子力規制委員会により世界で最も厳しい水準の規制基準に適合すると認められた

場合には､ その判断を尊重し原子力発電所の再稼働を進める｡ その際､ 国も前面に立ち､

立地自治体等関係者の理解と協力を得るよう､ 取り組む｡ 原発依存度については､ 省エネ

ルギー・再生可能エネルギーの導入や火力発電所の効率化などにより､ 可能な限り低減さ

せる｡｣ としています｡

③ 原子力政策に係る立地自治体等との信頼関係の構築

エネルギー基本計画では､ 原子力政策の再構築として､ ｢我が国の原子力利用には､ 原

子力関係施設の立地自治体や住民等関係者の理解と協力が必要であり､ こうした関係者の

エネルギー安定供給への貢献を再認識しなくてはならない｡ 一方､ 立地自治体等の関係者

は､ 事故に伴って様々な不安を抱えている｡ このため､ 地域の実情に応じ､ 科学的に検証

した情報を発信するとともに､ 原子力が持つリスクやその影響､ リスクに対してどう向き

合い対策を講じていくのか等について､ 丁寧な対話を行うことが重要である｡｣ とし､ ｢国

がより積極的に関与し､ 住民を始めとする多様なステークホルダーとの丁寧な対話や情報

共有のための取組強化等により､ 地域における情報共有の強化へ向けて必要な措置を講ず

る｡｣ としています｡

④ 再生可能エネルギーの位置付け等

エネルギー基本計画では､ ｢現時点では安定供給面､ コスト面で様々な課題が存在する

が､ 温室効果ガスを排出せず､ 国内で生産できることから､ エネルギー安全保障にも寄与

できる有望かつ多様で､ 長期を展望した環境負荷の低減を見据えつつ活用していく重要な

低炭素の国産エネルギー源である｡｣ とし､ 2050年に向け､ ｢価格低下とデジタル技術の発

展により､ 電力システムにおける主力化への期待が高まっている再生可能エネルギーに関

しては､ 経済的に自立し脱炭素化した主力電源化を目指す｡｣ としています｡

また､ そのために ｢まず国内の再生可能エネルギー価格を国際水準並みに引き下げ､

ＦＩＴ制度による補助からの早期自立を図り､ 既存送電網の開放を徹底､ 補完電源として

の火力容量維持の仕組みを早期に整える｡ これと並行して､ さらなる大量導入と経済的に
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[電力需要に対応した電原構成]

出典：日本原子力文化財団 図面集
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自立し脱炭素化した主力電源化に向け､ 技術革新によるブレークスルーを要する課題に正

面から取り組まなければならない｡｣ としています｡

⑤ 火力の課題解決方針

エネルギー基本計画では､ 2050年に向け､ ｢可能性と不確実性を伴う情勢変化の下､ エ

ネルギー転換・脱炭素化が実現するまでの過渡期において､ 内外で化石エネルギー源は一

次エネルギーとしてなお過半を占める主力と予測されており､ 地政学的リスクへの対応に

向けて自主開発を継続する｡｣ としています｡

[参考] 電源種別ごとのコスト比較

国は原子力発電のコストを次のとおり試算しています｡

・施設の建設費や燃料費､ 運転維持費のほか､ 核燃料サ

イクル費や廃炉費用､ 新規制基準に基づく追加の安全

対策費などの ｢発電原価｣ に係るコストを算定

・賠償費用などの事故リスク対応費用と原子力発電所建

設地への立地交付金 (税金) などの ｢社会的費用｣ に

係るコストを算定

・120万kWの原子力発電所が､ 設備利用率70％で40年

稼働し､ 事故リスク対応費用を9.1兆円見込んだ場合

で試算すると発電コストは､ １kWh当たり10.1円

国の試算によると､ 火力は燃料費が高く､ 再エネは建設費・工事費が高いため､ ｢原発は､

火力発電よりも安く､ 再エネとの比較では約半分のコストに収まる｣ としています｡

また､ ｢福島第一原発事故対応費用が20兆円を超えたことや､ 新規制基準の追加安全対策費

がかかるため､ 原発のコストはもっと高いのではないか｣ という疑問に対しては､ ｢福島第一

原発事故費用が1兆円増加した場合には1kWhあたり0.01円～0.03円､ 仮に10兆円増加した場合

には0.1円～0.3円の増加｣ になるとしています｡
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出典：経済産業省HP資料をもとに島根県で加工

出典：経済産業省HP資料をもとに島根県で加工
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(1)核燃料サイクルの概要

核燃料サイクルは､ 原子力発電に伴い発生する使用済燃料を再処理し､ 回収されたウラン

やプルトニウムをＭＯＸ燃料 (モックス､ MixedOxide､ プルトニウムとウランを酸化物の

形で混合したウラン・プルトニウム混合酸化物燃料) に加工するなどして再利用するもので

す｡

国は､ 第５次エネルギー基本計画の中でプルサーマル (P124参照) を一層推進するととも

に､ 引き続き､ 高速炉等の研究開発に取り組むとしています｡
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(2)核燃料サイクルの意義

国は､ 核燃料サイクルについては､ 大きく分けて次の２つの意義があるとしています｡

① 高レベル放射性廃棄物の減容化・有害度低減

軽水炉サイクルで再処理を行うと､ 直接処分する場合に比べて､ 高レベル放射性廃棄物

の体積を約４分の１に減容できます｡ また､ 放射能の有害度が天然ウラン並みになるまで

の期間を10分の１以下にすることができます｡ さらに､ 高速炉・高速増殖炉サイクルが実

用化すれば､ 直接処分する場合に比べて､ 高レベル放射性廃棄物の体積を約７分の１に減

容できます｡ また､ 放射能の有害度が天然ウラン並になるまでの期間を300分の１以下に

することができます｡

② 資源の有効利用

国内にウラン資源がほとんど存在しない日本においては､ 国内で得られる資源を効率的

に最大限獲得・活用することは､ エネルギー安定供給やエネルギー安全保障上､ 重要な意

義があります｡ プルサーマルを行うことによりウラン資源を１～２割節約できます｡
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(3)軽水炉サイクル (プルサーマル)

｢プルサーマル｣ と呼ばれる軽水炉サイクルでは､ 原子力発電に伴い発生する使用済燃料

を再処理し､ ウランやプルトニウムを回収した上でＭＯＸ燃料に加工し､ 再度､ 原子力発電

所で利用します｡

また､ 再処理の際に発生する核分裂生成物等を含む放射能レベルの高い廃液は､ ガラス原

料と混ぜ合わせて溶融し､ ステンレス製の容器に流し込み､ 冷やし固めて ｢ガラス固化体｣

とされます｡

[使用済燃料の再処理工程]
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① 六ヶ所再処理工場の現状と今後

青森県内ではこれまで30年間にわたり､ 核燃料サイクルに関連する施設の建設が進めら

れてきました｡ このうち､ 再処理工場は､ 青森県六ヶ所村に日本原燃(株)によって建設が

進められてきましたが､ その竣工時期はこれまで何回も変更されてきています｡

[青森県内の核燃料サイクル関連施設]

出典：経済産業省作成資料

ア､ 竣工時期の変更

日本原燃(株)は､ 2017年12月､ 新規制基準適合に必要な安全対策工事の追加など､ 一

層の安全性向上を図る観点から､ 六ヶ所再処理工場の竣工時期を変更しました｡ 竣工時

期については､ ｢未定｣ を含め､ これまで24回変更してきています｡ また､ 同様の理由

でＭＯＸ燃料加工工場の竣工時期も変更しています｡

イ､ 審査状況

日本原燃(株)は､ 2014年１月に再処理工場に係る新規制基準適合性申請を行いました

が､ 2017年８月に発生した再処理工場の非常用電源建屋への雨水侵入事象やウラン濃縮

工場の分析室天井裏ダクトの腐食に対する保安検査結果 (2017年10月､ 保安規定違反に

該当) を受け､ 新規制基準に係る審査の中断を原子力規制委員会に申し出､ 審査は一時

中断していました｡

その後､ 2018年４月に日本原燃(株)は､ 申請書の補正を提出し､ 翌年３月には審査書

案の草案が示されましたが､ 現在も引き続き審査が行われています｡
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② プルトニウム利用計画

エネルギー基本計画では､ ｢利用目的のないプルトニウムを持たないとの原則を引き続

き堅持し､ プルトニウム保有量の削減に取り組む｡｣ としています｡ その上で､ ｢プルトニ

ウムの回収と利用のバランスを十分に考慮しつつ､ プルサーマルの一層の推進や､ 2016年

に新たに導入した再処理等拠出金法の枠組みに基づく国の関与等によりプルトニウムの適

切な管理と利用を行う｡｣ としています｡

具体的には次のような仕組みのもと､ 国は､ プルトニウムの適切な管理と利用を図って

いく考えを示しています｡

・核不拡散条約に基づき､ ＩＡＥＡの厳格な保障措置を受け入れ

・電気事業者がプルトニウム利用計画を公表して､ その妥当性を原子力委員会が確認

・再処理等拠出金法に基づき､ 使用済燃料再処理機構が再処理量やＭＯＸ加工量等を記載

した実施計画を策定し､ 原子力委員会の意見も聴きつつ経済産業大臣が認可を行い､ 経

済産業大臣がプルトニウムの回収量をコントロール

[日本のプルトニウム保有状況 (平成30年末)]

③ プルサーマルによるプルトニウム利用

電気事業者は､ プルサーマルについて､ 2018年３月時点で､ ｢全国の16～18基の原子炉

でプルサーマルの導入を目指す｣ 方針を堅持していくとしています｡

現在､ 高浜３､ ４号機､ 伊方３号機､ 玄海３号機でプルサーマルを実施しており､ その

他にも電気事業者がプルサーマルの実施を計画している原子力発電所のうち､ 6基が新規

制基準に係る審査を受けています｡

今後､ 電気事業者及び国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 (JAEA) は､ ｢我が

国におけるプルトニウムの利用の基本的な考え方｣ (平成30年７月31日原子力委員会決定)

に基づき､ プルトニウムの所有者､ 所有量及び利用目的を記載した利用計画を改めて策定

した上で､ 毎年度公表することとなっています｡
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(4)島根原子力発電所２号機のプルサーマル計画

平成17年９月12日に中国電力(株)から､ 島根原子力発電所２号機でＭＯＸ燃料を使用する

ことに関する事前了解願いが､ 安全協定に基づき提出されました｡

これに対し島根県は､ 県民各層の有識者で構成する ｢プルトニウム混合燃料に関する懇談

会｣ を設置して検討を行い､ 平成18年10月23日に中国電力(株)に基本的に了解する旨の回答

をしました｡

そして､ 平成20年10月28日の原子炉設置変更許可を受け､ 平成21年３月24日に島根県とし

て､ 最終的な事前了解を行いました｡

その後､ 中国電力(株)は､ ＭＯＸ燃料の加工契約等の手続きを行っています｡

① 主な経過

Ｈ17. 9.12 中国電力(株)が事前了解願いを島根県及び松江市に提出

Ｈ18.10.23 島根県が中国電力(株)へ基本了解の回答

中国電力(株)が国に原子炉設置変更許可申請

Ｈ20.10.28 国が原子炉設置変更許可

Ｈ21. 1.17 国がプルサーマルに関する住民説明会を松江市で開催

Ｈ21. 3.24 知事が中国電力(株)へ事前了解を回答

Ｈ21. 6.12 中国電力(株)がプルサーマル実施時期を2010年度から2015年度へ見直し

Ｈ21. 9.16 中国電力(株)とグローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパンとの間で

ＭＯＸ燃料の加工契約を締結

② 今後の対応

島根原子力発電所２号機は､ 平成25年12月に新規制基準適合性申請を行っており､ 現在

審査が行われています｡

審査においては､ ＭＯＸ燃料の使用を前提として､ 炉心損傷防止対策や格納容器の破損

防止対策､ 使用済燃料プールにおける燃料損傷防止対策等の重大事故等への対策が新規制

基準に適合しているか審査が行われることとなっています｡

[海外ＭＯＸ燃料調達に係るプロセス]
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(5)使用済燃料対策に関する取組

原子力発電に伴い発生した使用済燃料は､ 現在全国で約18,000トンが保管 (そのうち､ 約

15,000トンは各発電所で貯蔵) されていますが､ 一部には貯蔵容量の余裕が少ない原子力発

電所も存在し､ 今後の再稼働や廃炉の進展､ 六ヶ所再処理工場やむつ中間貯蔵施設の竣工の

遅れ等の状況も踏まえると､ 使用済燃料の貯蔵能力を強化する必要があるとされています｡

国は平成27年10月の最終処分関係閣僚会議において､ ｢使用済燃料対策に関するアクショ

ンプラン｣ を策定し､ また､ 事業者はこのプランに基づき使用済燃料対策推進計画を策定し､

中間貯蔵施設や乾式貯蔵施設等の使用済燃料の貯蔵能力の拡大に向けた取組を進めています｡

[敷地内乾式貯蔵施設 (東海第二の例)]

同計画では､ 2020年頃に4,000トン程度､ 2030年頃に2,000トン程度､ 合わせて6,000トン程

度の使用済燃料貯蔵対策を目指すとされており､ その対応状況は､ 毎年開催される国と事業

者による協議会で確認されます｡

島根原子力発電所に係る使用済燃料対策方針として中国電力(株)は､ 当面 ｢現行の貯蔵設

備を活用する｡｣ とし､ 将来は､ ｢使用済燃料の貯蔵状況等を勘案して､ 敷地内外における乾

式貯蔵施設等種々の貯蔵方策について検討する｡｣ としています｡
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(6)高速炉サイクル

① 高速増殖原型炉 ｢もんじゅ｣ の廃止

高速増殖原型炉 ｢もんじゅ｣ は､ 高速実験炉 ｢常陽｣ の成果も踏まえ､ 発電プラントの

成立性の実証等を目的に建設・運転が進められてきました｡

しかし､ 平成７年に発生した２次系ナトリウムの漏えい事故やその際の不適切な対応に

よる長期間の停止のほか､ 平成22年に発生した炉内中継装置を落下させるトラブルや平成

24年の約9,000機器の点検に係る不備の確認により､ 原子力規制委員会から運転再開に向け

た活動を行わないこと等を命じる保安措置命令が発出される事態となりました｡

その後も､ 実施体制の再整備等､ 課題への対応が十分に進まなかったことから､ 国にお

いて ｢もんじゅ｣ の在り方が見直され､ その結果､ 平成28年12月に ｢『もんじゅ』 の取扱

いに関する政府方針｣ により､ 廃止措置に移行することとなりました｡

② 高速炉開発の現状

国は､ ｢もんじゅ｣ の廃止措置への移行や近年の状況変化を踏まえ､ 平成28年12月に新

たに ｢高速炉開発の方針｣ を策定し､ 次のような方針により､ 高速炉の研究開発に取り組

むとしています｡

・エネルギー基本計画に基づき､ 核燃料サイクルを推進するとともに､ 高速炉の研究開発

に取り組むとの方針を堅持

・国内資産の活用､ 世界最先端の知見の吸収､ コスト効率性の追求､ 責任体制の確立の高

速炉開発の４つの原則を関係者が共有

・ ｢もんじゅ｣ の再開で得られる知見は ｢新たな方策｣ によって入手

・ロードマップを策定し､ 開発工程を具体化
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(1)経緯

高レベル放射性廃棄物とは､ 原子力発電に伴い生じた使用済燃料を再処理する過程で発生

する放射能レベルの高い廃液を､ ガラス原料と混ぜ合わせて冷やし固めたガラス固化体のこ

とです｡

現在､ 海外で製造されたものも含めて､ 青森県六ヶ所村の高レベル放射性廃棄物貯蔵管理

センターなどで貯蔵 (貯蔵量/貯蔵可能量2,176本/11,115本) されていますが､ 最終処分地は

未定となっています｡

平成12年に ｢特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律｣ が制定され､ 平成14年に処分の

実施主体であるＮＵＭＯ (原子力発電環境整備機構) が処分地選定調査の受入自治体の公募

を開始しましたが､ 応募は平成19年の高知県東洋町のみで､ その応募も後に取り下げられる

など､ 処分地の選定は進捗していない状況でした｡

国は､ そのような状況を踏まえ､ 平成27年５月の閣議決定で ｢特定放射性廃棄物の最終処

分に関する基本方針｣ を改定し､ 科学的により適正の高いと考えられる地域を提示し､ 自治

体に調査への協力を申し入れるなど､ 国が前面に立って取組を進める新たなプロセスを追加

したところです｡

令和元年11月に開催された国の総合エネルギー調査会放射線廃棄物ワーキング・グループ

では､ 全国での対話活動を改善・継続しながら､ 複数地域での文献調査に向けて取組を強化

していく方針等が取りまとめられたところです｡

[高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター (青森県)]

[最終処分 (地層処分)]
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(2)科学的特性マップ

国は平成29年４月に､ 科学的により適正の高いと考えられる地域を提示するための要件・

基準をとりまとめ､ 平成29年７月に､ 地層処分を行う場所を選ぶ際にどのような科学的特性

を考慮する必要があるのか､ それらは日本全国にどのように分布しているか､ といったこと

を分かりやすく示すものとして､ ｢科学的特性マップ｣ を公表しました｡

① 科学的特性マップの要件・基準と地域特性の区分

② 科学的特性マップ (西日本)
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(3)国の今後の取組

国は､ 科学的特性マップの提示は､ 最終処分の実現に向けた長い道のりの最初の一歩であ

り､ 提示を契機に国民理解・地域理解を深めていくための取組を一層強化し､ 複数の地域に

よる処分地選定調査の受け入れを目指すとしています｡

[参考] 諸外国の状況
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再生可能エネルギー (以下 ｢再エネ｣) 再エネは発電時に温室効果ガスを排出せず､ エネ

ルギーの自給率にも貢献するエネルギー源です｡ 日本では､ 平成24年に ｢固定価格買取制度｣

が導入されてから､ 再エネの導入量が拡大してきました｡ 一方で､ コストが高く発電量が不

安定などの課題もあります｡

島根県では､ 平成27年９月に ｢再生可能エネルギー及び省エネルギーの推進に関する基本

計画｣ を策定し､ 地域資源を有効に活用し､ 地域振興に資する再生可能エネルギーの導入を

促進する取り組みを進めています｡

(1)再エネコストの高さの課題

固定価格買取制度により再エネ電気を買い取る

ために必要となった費用の一部は､ 電気料金を通

じて国民が広く負担しています｡ 国民負担を抑え

つつ､ 再エネを最大限に導入していくには､ ほか

の電源と比較して競争力のある水準まで発電コス

トを下げる必要があります｡

また､ 日本の太陽光発電 (非住宅) の導入費用

は､ 欧州と比較しても２倍と高く､ 国際水準と比

較してもコストが高い状況です

[固定価格買取制度の仕組み]

｢再生可能エネルギーの固定価格買取制度｣ は､ 再生可能エネルギーで発電した電気を､ 電

力会社が一定価格で一定期間買い取ることを国が約束する制度です｡ 電力会社が買い取る費用

の一部を電気をご利用の皆様から賦課金という形で集めます｡ この制度により､ 発電設備の高

い建設コストも回収の見通しが立ちやすくなり､ より普及が進みます｡
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(2)再エネの安定供給
① 電力系統における再エネの系統制約

日本の電力系統 (電線など､ 発電・送電のための一連のシステム) は､ 再エネ発電に適

していると考えられる場所 (たとえば､ 安定的に強い風が吹く場所など) に必ずしも整備

されているとは限りません｡ そのため､ 再エネの導入量が増加するにともなって､ 再エネ

の発電所を電線につなぐことができない ｢系統制約｣ の問題が生じています｡

この問題に対応するため､ すでに存在している系統設備を最大限に活用するとともに､

系統の空き容量を柔軟に運用するルール (｢日本版コネクト＆マネージ｣) の検討・導入な

どが進められています｡

② 発電量の調整

日本の電力系統 (電線など､ 発電・送電のための一連のシステム) は､ 再エネ発電に適

していると考えられる場所 (たとえば､ 安定的に強い風が吹く場所など) に必ずしも整備

されているとは限りません｡ そのため､ 再エネの導入量が増加するにともなって､ 再エネ

の発電所を電線につなぐことができない ｢系統制約｣ の問題が生じています｡

この問題に対応するため､ まずは､ すでに存在している系統設備を最大限に活用すると

ともに､ 系統の空き容量を柔軟に運用するルール (｢日本版コネクト＆マネージ｣) の検討・

導入などを進めています｡

出典：経済産業省作成資料
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(1)パリ協定

世界の年平均気温は､ 長期的には100年あたり約0.68℃の割合で上昇しており､ 近年になる

ほど上昇の傾向が加速しています｡

気候変動に関する政府間パネルが発表した報告書 (第５次評価報告書・2014年) によると､

気候システムの温暖化は疑う余地がなく､ 人為起源の温室効果ガスの排出が､ 20世紀半ば

以降に観測された温暖化の支配的要因であった可能性が極めて高いとされています｡

このような地球温暖化への対応として､ 1992年にリオデジャネイロ (ブラジル) で開催さ

れた国連環境開発会議 (地球サミット) を契機に､ 大気中の温室効果ガスの濃度を安定化

させることを目的とする ｢気候変動枠組条約｣ が採択されました｡ この条約に基づき､ 19

95年から毎年､ 気候変動枠組条約締約国会議が開催されています｡

2015年にフランス・パリで開催された国連気候変動枠組条約第21回締約国会議 (ＣＯＰ21)

においては､ 1997年の京都議定書に代わる温室効果ガス削減のための新たな国際枠組みと

して､ 次のような内容を含む ｢パリ協定｣ が採択されました｡

・世界共通の長期目標として世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて２℃より十分

低く保つ目標を設定し､ 1.5℃に抑える努力を追求

・主要排出国を含むすべての国が削減目標を５年ごとに提出・更新
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(2)パリ協定を受けた動き

① 国内の動き等

ア､ 国の対応

パリ協定を受け､ 国は､ 2016年５月に新たな ｢地球温暖化対策計画｣ を策定しました｡

この計画では､ 地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図るため､ 温室効果ガスの

排出抑制及び吸収の目標や事業者､ 国民等が講ずべき措置に関する基本的事項､ 目標達

成のために国､ 地方公共団体が講ずべき施策等について記載されています｡

[温室効果ガス削減目標]

短期目標：2020年度においては2005年度比3.8％減以上

中期目標：2030年度に2013年度比で26％減 (2005年度比25.4％減)

長期目標：2050年度に2013年度比で80％減

イ､ 島根県における地球温暖化対策

島根県では､ 平成23年３月に ｢地球温暖化対策実行計画｣ を策定し､ 2020年度に温室

効果ガスを1990年比で23％以上削減する中期目標を掲げ､ 省エネルギー行動と環境教育

に力点をおいた対策を推進しています｡

② 諸外国の動き

先進国は､ 2050年の温室効果ガス削減について､ 極めて野心的な高い目標を共有してい

ます｡

各国は､ 対策として技術革新 (原子力､ 再エネ､ CCS､ 省エネ等) や､ 海外での貢献､

人材開発・投資の加速等を実行するとしています｡

[主要先進国の目標､ 対策]
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エネルギー基本計画では､ ｢原子力発電所の稼働停止や建設停止､ その長期化､ 廃炉等に

より原子力立地地域では経済的な影響も生じている｡ 国は､ 立地自治体等との丁寧な対話を

通じて信頼関係を構築するとともに､ 電源立地対策の趣旨に基づき､ 原子力発電所の稼働状

況や環境変化等も踏まえ､ 新たな産業・雇用創出も含め､ 地域の実態に即した立地地域支援

を進める｡｣ としています｡

その上で､ ｢我が国の電力供給を支えてきた原子力立地地域においては､ 地域経済の持続

的な発展につながる地域資源の開発・観光客の誘致といった地域振興策や､ 長期停止・再稼

働・運転延長・廃炉などによる地域経済への影響の緩和､ 避難道路の整備､ 防災活動資機材

の整備といった防災体制の充実など､ 消費地とは異なる様々な課題を抱えている｡ こうした

課題に､ 政府として真摯に向き合い､ 立地地域に対する産業振興や住民福祉の向上､ 防災対

策のための予算措置､ 原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法の活用などによ

り取組を進め､ 課題解決を図ることとする｡｣ としています｡

電気の生産地域の医療・介護の充実､ 教育の向上､ 地元産品の開発・普及等のためには､

電源開発促進税を原資として､ 発電用施設周辺地域整備法に基づき､ 電源立地地域対策交付

金等が交付されています｡

[電源開発促進税]

発電施設の設置の促進､ 運転の円滑化､ 発電施設の利用促進､ 電気供給の円滑化のため､ 一

般送配電事業者 (電力会社) から販売電力量1,000kWhあたり375円が徴収されています｡

[交付先]

松江市：合併前の所在市町村及び隣接市町村 (旧鹿島町及び旧松江市､ 旧島根町)

島根県：所在市町村及び隣接市町村の所在する都道府県

(1)電源立地地域対策交付金

発電用施設の設置に関わる地元の理解促進等を図ることを目的として､ 発電施設の立地地

域・周辺地域で行われる公共用施設整備や､ 住民福祉の向上､ 災害からの住民の安全確保に

資する事業に対して交付されます｡ (平成15年にそれまで複数あった交付金が統合され､ 電

源立地地域対策交付金が創設されました｡)

① 電源立地等初期対策交付金相当部分

交 付 期 間：原子力発電施設等の建設調査翌年から運転開始まで

交付基準額：定額 (初期1.4億円/年､ 中期9.8億円/年､ 後期0.8億円/年)
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事 業 内 容：島根県 福祉・乳幼児等医療費助成

松江市 保育所運営費､ 消防本部・署活動費

交 付 額： (H30年度) 0.8億円､ (交付額累計) 62.4億円

※ (交付額累計) はH30年度末現在 (以下同じ)

② 電源立地促進対策交付金相当部分

交 付 期 間：原子力発電施設等の着工年から運転開始後５年まで

交付基準額：出力×単価×係数 (限度額144億円/全期間)

事 業 内 容：島根県 道路改良､ 歩道整備等

松江市 道路新設・改良､ 鹿島中学校整備等

交 付 額：H22年度で完了､ (交付額累計) 215.7億円

③ 原子力発電施設等周辺地域交付金相当部分

交 付 期 間：原子力発電施設等の着工年から運転終了まで

交付基準額：電灯需要家契約数や契約電力数等に係数を乗じて算出 (限度額18億円/年)

事 業 内 容：島根県 電気料金が実質的割引措置になる給付金の交付

松江市 環境衛生施設運営費､ 小中学校運営費､ フォーゲルパーク運営費､

乗り合いバス購入費

交 付 額 等： (H30年度) 17.9億円､ (交付額累計) 421.7億円

④ 電力移出県等交付金相当部分

交 付 期 間：原子力発電施設等の着工翌年から運転終了まで

交付基準額：移出電力量×交付単価

事 業 内 容：島根県 県民会館・グラントワ運営費､ 福祉・乳幼児等医療費助成

松江市 保育所運営費

交 付 額 等： (H30年度) 7.2億円､ (交付額累計) 182.0億円

⑤ 原子力発電施設等立地地域長期発展対策交付金相当部分

交 付 期 間：原子力発電施設等の運転開始翌年から運転終了まで

交付基準額：発電電力量×単価＋加算額

事 業 内 容：松江市 環境衛生施設運営費､ 保育所運営費､ 消防署活動費､ その他公共

施設運営費

交 付 額 等： (H30年度) 4.5億円､

(交付額累計) 108.8億円
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消防車両整備事業 (はしご付消防自動車)
[平成27年度 電源立地地域対策交付金事業]
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(2)その他の交付金

① 原子力発電施設立地地域共生交付金

運転年数が30年を超える原子力発電施設を有する原子力発電所が所在している道県に交

付されます｡ 島根県では､ 島根原子力発電所１号機について､ 平成22～26年度に次の事業

を実施しました｡

交付基準額：定額 (25億円)

事 業 内 容：島根県 県立学校耐震化､ 避難路等改良

松江市 防災行政無線の整備事業

設運営費

交 付 額 等：H26年度で完了 (交付額累計) 25億円

② 原子力発電施設等立地地域特別交付金

原子力発電施設等の設置及び運転の円滑化のために交付金を交付することが特に必要な

都道府県に対して､ 都道府県が作成する地域振興計画に基づき交付されます｡ 島根県では､

平成12～15年度に次の事業を実施しました｡

交付基準額：定額 (25億円)

事 業 内 容：島根県 次世代技術研究開発センター整備

交 付 額 等：H15年度で完了 (交付額累計) 25億円

③ 原子力発電施設等立地地域基盤整備支援事業交付金

廃止措置を実施する原子力発電施設等に対して交付されます｡

交付基準額：廃止措置 発電量×係数×31円

事 業 内 容：松江市 子ども医療費助成

交 付 額 等： (H30年度) 2.4億円､ (交付額累計) 8.4億円

④ 原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業 (通称 ｢Ｆ補助金｣)

原子力発電施設等の周辺地域における企業立地支援を通じての雇用促進と産業振興を目

的として､ 雇用増加を生む企業に対して一定期間にわたって､ 電気料金の実質的割引措置

になる補助金が交付されます｡
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防災行政無線整備事業 (無線機器､ 屋外スピーカー)
[平成22～26年度 原子力発電施設立地地域共生交付金事業]
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交付基準額：新設､ 増設企業の契約電力､ 雇用人数から算出

事 業 内 容：島根県 新設､ 増設企業への電気料金割引

交 付 額 等： (H30年度) 4.0億円､ (交付額累計) 46.3億円

⑤ 広報・調査等交付金

原子力発電所周辺の住民に対し､ 原子力発電に関する知識の普及や生活に及ぼす影響に

関する調査のために交付されます｡

交付基準額：原子力発電所数等による定額 (0.6億円/年)

事 業 内 容：島根県 原子力広報誌発行､ 見学会開催

松江市 見学会開催､ 安全対策協議会開催

交 付 額 等： (H30年度) 0.3億円､ (交付額累計) 12.9億円

⑥ 放射線監視等交付金

原子力発電所周辺地域における放射線監視施設の設置・運用､ 測定機器の整備や放射線

監視事業のために交付されます｡

交付基準額：原子力発電所数等による定額 (ハード９億円/５年､ ソフト１億円/年)

事 業 内 容：島根県 放射線・温排水測定調査､ モニタリングポスト設置等

交 付 額 等： (H30年度) 4.9億円､ (交付額累計) 73.2億円

⑦ 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金

原子力発電施設等の緊急時における防災体制の確立・強化に必要な設備や資機材の整備､

原子力防災訓練の実施経費､ 原子力防災関係者の研修､ オフサイトセンターの維持管理費

等のために交付されます｡

交付基準額：国が認める所要額

事 業 内 容：島根県 原子力防災資機材の整備､ 原子力防災訓練の実施等

交 付 額 等： (H30年度) 5.0億円 (交付額累計) 61.0億円
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緊急時要支援者搬送用車両
[平成30年度 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金]
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２. 原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法 (原発特措法)

(1)原発特措法の概要

国は､ 原子力発電施設等の周辺の地域の振興を図ることなどを目的として､ ｢原子力発電

施設等立地地域の振興に関する特別措置法｣ を平成13年に制定し､ 地域の防災に配慮しつつ､

生活環境､ 産業基盤等の総合的かつ広域的な整備に必要な支援措置を講じています｡

この法律は､ 平成23年３月末までの期限を令和３年３月末まで､ 10年間延長されています｡

① 地域の指定と計画の策定

島根県では､ 平成13年９月に旧松江市､ 旧鹿島町､ 旧島根町が原子力発電施設等立地地域

の指定を受け､ ｢島根県原子力発電施設立地地域の振興に関する計画｣ を策定し､ 平成14年

３月に国より決定されました｡

② 支援措置の概要

計画に基づく事業のうち､ 住民生活の安全の確保に資することから緊急に整備することが

必要な事業については､ 国の負担又は補助の割合の特例を定めています｡ さらに､ 特定事業

の経費に充当した地方債の元利償還に要する経費は､ 地方交付税の額の基準財政需要額に算

入することとなっています｡

[補助率の嵩上げと交付税措置]

また､ 立地地域内で行われる事業のうち､ 製造業､ 道路貨物運送業､ 倉庫業､ こん包業及び

卸売業において設備を新設・増設した事業者に対して､ その事業に対する事業税､ 不動産取得

税､ 固定資産税について地方公共団体が不均一課税 (軽減税率) を課した場合に､ その減収額

のうちの何割かを地方交付税で補てんすることができます｡
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(2)特別措置対象事業内容

島根県及び松江市が実施する特例措置対象事業は49事業 (総事業費146,557百万円) あり､

平成30年度末時点で47事業 (総事業費123,743百万円) 実施しました｡

[特例措置対象事業 (例)]
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一般国道431号川津バイパスの整備

都市計画道路 ｢城山北公園線｣ の整備

一般国道432号大庭バイパスの整備
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(1)核燃料税の概要

核燃料税は､ 原子力発電所の立地に伴い安全対策や環境保全等の県が行う施策が必要とな
ることから､ 島根県が独自に課税している法定外普通税で､ 昭和55年に創設され､ これまで
に概ね５年ごと８回更新されています｡
現行制度では､ 発電用原子炉の設置者 (電力会社) に､ 発電用原子炉に挿入された核燃料

の価格 (取得原価) の8.5％の価額割と､ 発電用原子炉の熱出力に対し一課税期間 (３ケ月)
につき1,000kWあたり41,100円 (廃止措置計画認可後の発電用原子炉については63,000円) の
出力割との合算額を課税しています｡
なお､ 現在､ 核燃料税は本県を含め12道県で課税されています｡

[島根県の核燃料税の推移及び課税期間別核燃料税の税収実績]

※ 第９期の税収は更新時の見込額
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(2)核燃料税の使途

核燃料税は､ 県が行う原子力発電所の安全対策にかかる経費や道路整備､ 河川・農道・漁

港の整備改修などに使われています｡

また､ 平成27年度からは､ 一部を島根県原子力防災安全等対策交付金として､ 原子力発電

所の防災安全対策等の財政需要に対し､ 原子力発電所が立地する松江市及びその周辺市の出

雲市､ 安来市､ 雲南市へ交付しています｡

[核燃料税の使途 (例)]

[島根県原子力防災安全等対策交付金]

交付対象事業：原子力発電所の立地により必要となる事業であって､ 原子力防災安全､ 地域

の振興及び住民福祉の向上に資する事業

交 付 額：核燃料税収入額を次の割合で交付

145

県道 (松江鹿島美保関線) の整備 縁結び大橋の建設
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[参考] 原子力発電所立地地域の関係団体等 (県関係のうち主なもの)

原子力発電関係団体協議会 (以下 ｢原発協｣)

原発協は､ 原子力発電所が立地及び立地が予定されている道県で構成される組織で､ 原子力

発電に伴う諸問題を調査研究し､ 地域社会の健全な発展に寄与することを目的として昭和49年

１月に設置されました｡

原発協では､ 年２回の国への要望活動や構成道県間の情報交換等を行っているほか､ 構成道

県間で原子力災害時の相互応援協定等を締結しています｡

構成道県 (13道県)

北海道､ 青森県､ 宮城県､ 福島県､ 茨城県､ 新潟県､ 石川県､ 福井県､ 島根県､ 山口県､

愛媛県､ 佐賀県､ 鹿児島県 (静岡県は脱会)

全国知事会 原子力発電対策特別委員会

全国知事会の原子力発電対策特別委員会では､ 全国知事会として ｢原子力発電所の安全対策

及び防災対策に対する提言｣ をとりまとめ､ 国へ年１回要望活動を行っています｡

原子力発電対策特別委員会委員

北海道､ 青森県､ 宮城県､ 福島県､ 茨城県､

新潟県､ 石川県､ 福井県､ 島根県､ 山口県､

愛媛県､ 佐賀県､ 鹿児島県､ 静岡県､ 富山県､

滋賀県､ 京都府､ 鳥取県､ 高知県､ 長崎県の

知事

全国知事会 危機管理・防災特別委員会

全国知事会の危機管理・防災特別委員会では､ 全国知事会として原子力安全対策・防災対策

に係る項目も含め､ ｢国の施策並びに予算に関する提案・要望 (災害対策・国民保護関係)｣ を

とりまとめ､ 国へ年１回要望活動を行っています｡

危機管理・防災特別委員会委員

青森県､ 秋田県､ 神奈川県､ 大阪府､ 奈良県､ 鹿児島県を除く都道府県の知事

中国地方知事会広域防災部会 (原子力ＷＧ)

中国地方知事会では､ 広域防災部会を設置し､ ｢原子力災害を想定した連携と調整等ワーキ

ンググループ｣ 等で､ 広域避難に関する仕組みの検討や原子力発電所の安全対策・防災対策に

関する情報共有等を行っています｡
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原田内閣府特命担当大臣(当時)に提言書を
手交する三反園原子力発電対策特別委員会
委員長(R元.８.７)
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島根原子力発電所の設備概要
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設 備 名 １号機 ※1 ２号機 ３号機 (計画)

定格電気出力 46万kW 82万kW 137.3万kW

原

子

炉

型 式 沸騰水型
(ＢＷＲ) 同左 改良型沸騰水型

(ＡＢＷＲ)

定格熱出力 約138万kW 約244万kW 約393万kW

圧 力 6.93MPa
(70.7㎏/cm2ｇ) 同左 約 7.07MPa

(72.1㎏/cm2ｇ)

温 度 286℃ 同左 約287℃

燃料

燃料集合体 400体 560体 872体

装 荷 量 ウラン重量約68t ウラン重量約97t ウラン重量約150t

取
替
燃
料

種 類 ９×９燃料 同左 同左

濃 縮 度 約3.6％ 約3.7％ 約3.8％

1回の取替量 全体の約1/5 全体の約1/4 全体の約1/4

制御棒

数 量 97本 137本 205本

制 御 材 ボロンカーバイド
又は ハフニウム 同左 同左

スクラム速度 90％挿入時間
5秒以下

75％挿入時間
1.62秒以下

60％挿入時間
1.44秒以下

圧力
容器

形 状 鋼製たて置円筒形 同左 同左

寸 法
内 径 全 高
厚 さ 重 量

約4.8ｍ, 約19ｍ,
117mm, 390t

約5.6ｍ, 約21ｍ,
137mm, 600t

約7.1ｍ, 約21ｍ,
170mm, 910t

原子炉再循環ポンプ 2,010kW×２台 4,540kW×２台 約830kW×10台

原
子
炉
格
納
容
器

ドライ
ウェル

形 状 フラスコ型
(MARK-Ⅰ)

まほうびん型
(MARK-Ⅰ改良) 円筒型

寸 法
内 径 全 高
厚 さ

約18m 約32m
16～50mm

約23m 約37m
24～70mm

約29m 約36m
2～6m

空 間 容 積 約3,300m3 約7,900m3 約7,400m3

圧 力
抑制室

寸 法
円環部中心線直径

約30m
円環内径 約8.1m

円環部中心線直径
約38m

円環内径 約9.4m

円高 約19m
内径 約29m

保 有 水 量 約1,800m3 約2,800m3 約3,600m3

新燃料貯蔵庫 容 量 120体 195体 320体

燃料プール

容 量 1,140体 3,518体 3,739体

寸 法
縦×横×深さ 約7m×約12m×約12m 14m×13.5m×約12m 17.9m×14m×約12m



149

設 備 名 １号機 ※1 ２号機 ３号機 (計画)

タ

ー

ビ

ン

種 類 衝動くし形・４流
排気再生復水式

衝動くし形・６流
排気再生復水式

くし形・６流排再
生復水式 (再熱式)

出 力 約46.5万ｋW 82万kW 約137.3万kW

回 転 数 1,800回転/分 同左 同左

蒸 気 流 量 2,450t/h 4,614t/h 約7,300t/h

軸 の 長 さ 約43m 約54m 約64m

復水器
冷却管

寸法 外径長さ 2.54cm 14.5m 3.175cm 12.6m 2.858cm 17.79m

本 数 32,840本 41,700本 63,864本

冷 却
水 量
(海水)

水 量
夏季 約30ｔ/秒 約60t/秒 約95t/秒

冬季 約22ｔ/秒

温 度 上 昇
夏季：約7℃ 約7℃ 7℃以下

冬季：約9℃

原子炉給水ポンプ 電動給水ポンプ
3,850kW×3台

タービン駆動給水ポンプ
タービン出力
6,550kW×2台
電動給水ポンプ
3,950kW×2台

タービン駆動給水ポンプ
タービン出力
10,100kW×2台
電動給水ポンプ
6,550kW×2台

循 環 水 ポ ン プ 1,300ｋW×3台 2,800ｋW×3台 約5,400ｋW×3台

発

電

機

種 類 3相交流同期式
(水素冷却) 同左 同左

出 力 52万ｋVA 87万ｋVA 153万kVA

電 圧 18,000V 15,500V 22,000V

主
変
圧
器

種 類 屋外送油風冷式 同左 屋外導油風冷式二巻
線式

容 量 49万ｋVA 84万ｋVA 147万ｋVA

電 圧 1次… 17,500V
2次…220,000V

1次… 15,200V
2次…220,000V

1次… 21,500V
2次…500,000V

送 電 線

22万V2回線 (共用１ルート) ※2 50万V 2回線

直径 34mm
材質 低ロス形アルミ覆鋼心耐熱アルミ

合金より線

直径 28.5mm
材質 アルミ覆鋼心

アルミより線

取 水 方 式 深層取水方式 同左 同左

取 水 口 輪谷湾 同左 同左

放 水 方 式 表層放水 水中放水 水中放水

放 水 口 おど浜 発電所敷地前面の沖合 発電所敷地前面の沖合

排気筒の高さ 120ｍ 120ｍ 57ｍ

※１ １号機は廃止措置中であるが､ 参考として運転時のデータを掲載

※２ ３号機増設工事に伴い､ 平成18年10月変更



島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定

島根県 (以下 ｢甲｣ という｡)､ 松江市 (以下 ｢乙｣ という｡) 及び中国電力株式会社 (以下

｢丙｣ という｡) は､ 丙が松江市に設置する島根原子力発電所 (以下 ｢発電所｣ という｡) の周辺

地域住民の安全確保及び環境の保全を図ることを目的として次のとおり協定を締結する｡

甲､ 乙及び丙は､ 周辺地域住民の安全確保がすべてに優先するものであることを確認し､ この

協定を誠実に履行するものとする｡

島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定 (平成13年10月16日締結) は､ 廃止

する｡

(安全確保等の責務)

第１条 丙は､ 発電所から放出される放射性物質に対する周辺地域住民の安全確保及び温排水そ

の他排水 (以下 ｢温排水等｣ という｡) に対する周辺環境の保全を図るため､ 関係法令等の遵

守はもとより､ 発電所の建設､ 運転・保守及び廃止 (以下 ｢運転等｣ という｡) に万全の措置

を講ずるものとする｡

２ 丙は､ 発電所の安全性及び信頼性のより一層の向上を図るため､ 請負企業等を含めた品質保

証活動を積極的に行うとともに､ 原子炉施設の高経年化対策の充実を図るものとする｡

３ 丙は､ 放射線防護上の管理を徹底するとともに､ 施設の改善等を積極的に行い､ 放射線業務

従事者の被ばく低減に努めるものとする｡

(情報の公開)

第２条 甲､ 乙及び丙は､ 原子力の安全性に関する情報の公開に積極的に努めるものとする｡

(放射性廃棄物の放出管理)

第３条 丙は､ 発電所から放出される気体状及び液体状の放射性廃棄物に起因する発電所周辺地

域の住民の線量が原子力安全委員会の定める線量目標値を確実に下回るよう､ 放射性廃棄物の

放出を管理するものとする｡

(核燃料物質等の保管管理)

第４条 丙は､ 核燃料物質､ 放射性固体廃棄物等の放射性物質の保管及び管理に当たっては､ 関

係法令等に定める必要な措置を講ずるほか､ 更に安全確保に努めるものとする｡

２ 丙は､ 放射性固体廃棄物の発生量の低減に努めるものとする｡

(環境放射線等の測定)

第５条 甲､ 乙及び丙は､ 発電所周辺の環境放射線及び温排水等に関する測定を行うものとし､

この測定は､ 甲が定める計画に基づくものとする｡

２ 乙及び丙は､ 前項による計画の策定又は変更について意見を述べることができるものとする｡

３ 甲及び乙は､ 必要と認めた場合は､ 丙が行う測定に立ち会うことができるものとする｡

４ 前項に基づく立会者は､ 第11条に定める者とする｡

５ 甲は､ 測定結果を公表するものとする｡

���������
�
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(計画等に対する事前了解)

第６条 丙は､ 発電所の増設 (既存の設備の出力増加を含む｡) に伴う土地の利用計画､ 冷却水

の取排水計画及び建設計画について事前に甲及び乙の了解を得るものとする｡

２ 丙は､ 原子炉施設 (核原料物質､ 核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 (昭和32年法律

第166号) (以下この条において ｢法｣ という｡) に基づく実用発電用原子炉の設置､ 運転等に

関する規則 (昭和53年通商産業省令第77号) 第３条第１項第２号に規定する施設をいう｡) に

重要な変更を行おうとするときは､ 事前に甲及び乙の了解を得るものとする｡

３ 丙は､ 原子炉の廃止に伴う廃止措置計画について法第43条の３の33第２項の認可を受けよう

とするとき及び重要な変更を行おうとするときは､ 事前に甲及び乙の了解を得るものとする｡

(核燃料物質等の輸送計画に対する事前連絡)

第７条 丙は､ 甲及び乙に対し､ 新燃料､ 使用済燃料及び放射性廃棄物の輸送計画並びにその輸

送に係る安全対策について､ 事前に連絡するものとする｡

(平常時における連絡)

第８条 丙は､ 甲及び乙に対し､ 次の各号に掲げる事項について､ 定期的に又はその都度遅滞な

く連絡するものとする｡� 発電所建設工事 (原子炉施設及びこれに関連する主要な施設を含む｡) の計画及び進捗状

況並びに廃止措置計画� 発電所の運転 (試運転を含む｡) 計画及び運転状況並びに廃止措置の実施計画及び廃止措

置状況� 放射性廃棄物の放出及び管理状況� 発電所の定期検査の実施計画及びその結果� 環境放射線の測定結果� 温排水等の調査結果� 品質保証活動の実施状況� 高経年化対策の計画及び実施状況� その他必要と認められる事項

２ 丙は､ 発電出力などの発電所情報を甲が設置する環境放射線情報システムへ常時提供するも

のとする｡

(保安規定における運転上の制限及び施設運用上の基準を満足しない場合の連絡)

第９条 丙は､ 島根原子力発電所原子炉施設保安規定に定める運転上の制限及び施設運用上の基

準を満足していないと判断した場合は､ 速やかな復旧に努めるとともに､ 速やかに甲及び乙に

連絡するものとする｡

(異常時における連絡)

第10条 丙は､ 甲及び乙に対し､ 次の各号に掲げる事項について発生時に連絡するものとする｡� 原子炉施設の故障関係

① 原子炉施設の故障があったとき｡

② 安全関係設備について､ その機能に支障を生じる不調を発見したとき｡
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③ 原子炉の運転中に計画外の停止もしくは出力変化が生じたとき､ 又は計画外の停止もし

くは出力変化が必要となったとき｡

④ 原子炉の構造上又は管理上に欠陥を生じ運転を停止しなければならないおそれがあると

き｡� 放射性物質の漏えい関係

① 放射性物質が管理区域外で漏えいしたとき｡

② 放射性物質が管理区域内で漏えいし､ 人の立入制限､ かぎの管理等の措置を講じたとき､

又は漏えいした物が管理区域外に広がったとき｡� 放射線被ばく関係

① 放射線業務従事者の被ばくが法令に定める線量限度を超えたとき｡

② 前号の限度以下の被ばくであっても被ばくを受けた者に対して特別の措置を行ったとき｡� その他

① 核燃料物質の盗取又は所在不明が生じたとき｡

② 放射性物質の輸送中に事故が発生したとき｡

③ 発電所敷地内において火災が発生したとき｡

④ 島根原子力発電所原子炉施設保安規定に定める緊急時体制を発令したとき｡

⑤ 発電所敷地内で測定した放射線が別に定める通報基準値に該当したとき｡

⑥ その他､ 国への報告義務がある事態が発生したとき｡

２ 甲及び乙は､ 丙に対し､ 前項各号に定める事態が発生し､ 必要と認めた場合は､ 放射線及び

温排水等の測定結果等の提出を求めることができる｡

(立入調査)

第11条 甲及び乙は､ 発電所周辺の安全を確保するため必要があると認める場合は､ 丙に対し報

告を求め､ 又は次の各号に掲げる者でその指名する者を発電所に立入調査させることができる

ものとする｡� 地方公務員法 (昭和25年法律第261号) 第３条第２項に掲げる一般職の職員� 地方公務員法第３条第３項第１号及び第３号に掲げる特別職の職員

２ 前項の規定により立入調査を行う場合において､ 周辺地域住民の健康及び生活環境に著しい

影響を及ぼしたとき､ 又は及ぼすおそれのあるときは､ 甲又は乙は､ 周辺地域住民の代表者を

同行することができるものとする｡

３ 丙は､ 第１項の立入調査に協力するものとする｡

４ 第１項の規定により立入調査を行う者及び第２項の規定により立入調査に同行する者は､ 安

全確保のため丙の保安規定その他関係法令に従うものとする｡

５ 第１項の規定により立入調査を行う場合は､ 甲及び乙は､ 丙に対して立入調査を行う者

(第２項の規定により立入調査に同行する者を含む｡) の職､ 氏名及び調査目的を通知するもの

とする｡

(適切な措置の要求)

第12条 甲及び乙は､ 立入調査の結果､ 周辺地域住民の安全確保のため特別な措置を講ずる必要

があると認める場合は､ 丙に対して直接､ 又は国を通じ､ 適切な措置 (原子炉の運転停止を含

む｡) を講ずることを求めるものとする｡

２ 丙は､ 前項の求めがあったときは､ 誠意をもってこれに応ずるものとする｡

��

152



(教育訓練)

第13条 丙は､ 発電所の運転等に当たっては､ 人に起因する事故等の防止等の安全管理に資する

ため､ 社員に対する教育訓練の徹底を図るものとする｡

２ 丙は､ 発電所の運転等に関する業務の一部を他に委託するときは､ 受託者に対して安全管理

上の教育訓練の徹底を指導するとともに､ 受託者が行う教育訓練に対し､ 十分な指導監督を行

うものとする｡

(防災対策)

第14条 丙は､ 原子力事業者防災業務計画 (原子力災害対策特別措置法 (平成11年法律第156号)

第７条第１項に基づき策定した計画) に定める防災対策の充実強化を図るとともに､ 甲及び乙

が実施する地域の原子力防災対策に積極的に協力するものとする｡

(公衆への広報)

第15条 丙が発電所の異常な事態に関して公衆に特別の広報を行う場合は､ 甲及び乙に対して事

前に連絡するものとする｡

(連絡の方法)

第16条 丙は､ 甲及び乙に対し､ 次の各号に定めるところにより連絡するものとする｡� 第６条､ 第７条及び第８条に掲げる事項については､ 文書をもって連絡するものとする｡� 第９条､ 第10条及び前条に掲げる事項については､ 速やかに電話及びファクシミリ装置で

連絡した後､ 文書をもって連絡するものとする｡

(連絡責任者)

第17条 甲､ 乙及び丙は､ 連絡を円滑に処理できるようあらかじめ連絡責任者を定めるものとす

る｡

(損害の補償)

第18条 発電所の運転等に起因して､ 周辺地域住民に損害を与えた場合は､ 丙は誠意をもって補

償に当たるものとする｡

２ 発電所の運転等に起因して､ 周辺地域住民に損害を与えた場合において､ 明らかに風評によ

り農林水産物の価格低下､ 営業上の損失等の経済的損失が発生したと認められるときは､ 丙は､

その損失に対し誠意をもって補償その他の最善の措置を講ずるものとする｡

(諸調査への協力)

第19条 丙は､ 甲又は乙が実施する安全確保対策についての諸調査に協力するものとする｡

(協定の改定)

第20条 この協定に定める事項につき､ 改定すべき事由が生じたときは､ 甲､ 乙及び丙は､ いず

れからもその改定を申し出ることができる｡ この場合において､ 甲､ 乙及び丙は､ 誠意をもっ

て協議するものとする｡
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(運用)

第21条 この協定の実施に必要な細目については､ 甲､ 乙及び丙が協議の上､ 別に定めるものと

する｡

(その他)

第22条 この協定に定めた事項について疑義を生じたとき､ 又は定めのない事項については､ 甲､

乙及び丙が協議して定めるものとする｡

この協定締結の証として､ 本書３通を作成し､ 甲､ 乙及び丙において記名押印の上､ それぞれ

１通を保有するものとする｡

平成18年２月２日

平成25年11月20日一部改正

平成27年12月18日一部改正

甲 島根県松江市殿町１番地

島根県知事 澄田信義

乙 島根県松江市末次町86番地

松江市長 松浦正敬

丙 広島県広島市中区小町４番33号

中国電力株式会社

取締役社長 白倉茂生
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島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定の運営要綱

島根県 (以下 ｢甲｣ という｡)､ 松江市 (以下 ｢乙｣ という｡) 及び中国電力株式会社 (以下

｢丙｣ という｡) は､ 島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定 (以下 ｢協定｣ と

いう｡) 第21条の規定に基づき､ 協定の施行に関する必要な細目を定める｡

島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定の運営要綱 (平成13年10月16日締結)

は､ 廃止する｡

(安全確保等の責務)

第１条 協定第１条第１項に定める ｢関係法令等｣ には､ 法令で定める規定及び原子力規制委員

会決定の内規等を含むものとする｡ (以下同じ｡)

２ 協定第１条第２項に定める ｢品質保証活動｣ とは､ 原子力発電所の安全を達成・維持・向上

させるため､ ｢原子力発電所における安全のための品質保証規程 (JEAC4111)｣ に従って原子

力発電所の品質に影響を与える活動を管理 (計画､ 実施､ 評価及び改善をいう｡) することを

いう｡

３ 協定第１条第２項に定める ｢高経年化対策｣ とは､ 安全第一を旨として､ 原子力発電施設の

一定の安全水準を確保するため､ ｢実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイド｣

(平成25年６月19日原管Ｐ発第1306198号原子力規制委員会決定) に基づき､ 原子力発電施設の

長期供用に伴う経年劣化の特徴を把握して､ これに的確に対応した保守管理を行うことをいう｡

(放射性廃棄物の管理目標値)

第２条 協定第３条における ｢原子力安全委員会の定める線量目標値｣ とは､ ｢発電用軽水型原

子炉施設周辺の線量目標値に関する指針 (昭和50年５月13日決定､ 平成元年３月27日一部改訂

原子力安全委員会)｣ による｡

(環境放射線の測定)

第３条 協定第５条に規定する測定計画について､ 甲は､ 毎年12月28日までに翌年度分の島根原

子力発電所 (以下 ｢発電所｣ という｡) 周辺の環境放射線及び温排水等に関する測定計画を立

案し､ 乙及び丙に通知するものとする｡

２ 乙及び丙は､ 前項の測定計画案に意見のある場合は､ 翌年１月31日までに甲に申し出るもの

とする｡

３ 甲は､ ３月31日までに測定計画を策定し､ 乙及び丙に通知するものとする｡

４ 測定結果の公表については ｢島根原子力発電所環境放射線等の測定並びに測定結果の公表等

に関する要綱｣ で定める｡

(計画等に対する事前了解)

第４条 協定第６条第２項に規定する ｢重要な変更を行おうとするとき｣ とは､ 核原料物質､ 核

燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 (昭和32年法律第166号) (以下この条において ｢法｣

という｡) 第43条の３の８第１項の許可を受けようとする場合をいう｡ ただし､ 周辺地域住民

の安全確保等に影響を及ぼさないものは除く｡

２ 協定第６条第３項に規定する ｢重要な変更を行おうとするとき｣ とは､ 次の各号について法
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第43条の３の33第３項の規定に基づき準用する法第12条の６第３項の認可を受けようとする場

合をいう｡� 原子炉本体周辺設備等､ 原子炉本体等及び建物等の解体撤去に当たっての計画変更� 前号以外の計画変更にあっては､ 周辺地域住民の安全確保等に影響を及ぼすおそれがある

計画変更

３ 第１項ただし書及び前項第２号に該当するか否かについては､ 事前に甲､ 乙及び丙が協議す

るものとする｡ なお､ 第１項ただし書及び前項第２号における周辺地域住民の安全確保等への

影響は､ 法第43条の３の８第４項及び実用発電用原子炉の設置､ 運転等に関する規則第118条

第１項に規定する災害の防止上の支障が生じた場合の影響が発電所敷地外へ及ぶおそれのある

ものをいう｡

(核燃料物質等の輸送計画に対する事前連絡)

第５条 協定第７条に規定する連絡は､ 次により行うものとする｡� 丙は､ 甲及び乙に対し､ 年間輸送計画を前年度末までに連絡するものとする｡� 丙は､ 甲及び乙に対し､ 輸送計画及びその輸送に係る安全対策について､ 少なくとも輸送

日の30日前までに連絡するものとする｡� 丙は､ 関係法令に基づき輸送計画及びその輸送に係る安全対策が確定したときは､ 速やか

に甲及び乙に連絡するものとする｡� やむを得ない事由によって､ 輸送計画及び安全対策の内容に変更が生じた場合には､ 丙は

直ちにその内容を甲及び乙に連絡しなければならない｡

２ 甲及び乙は､ 丙から連絡のあった内容のうち､ 輸送日時､ 経路等輸送に係る詳細な情報につ

いては､ 核物質防護の観点から公表しないものとする｡

３ 連絡様式は､ 別に定めるものとする｡

(平常時における連絡)

第６条 協定第８条第１項に規定する連絡は､ 次のとおりとする｡� 発電所建設工事 (原子炉施設及びこれに関連する主要な施設を含む｡) の計画及び進捗状

況並びに廃止措置計画

① 原子力発電所建設計画 (その都度)

② 原子炉設置変更許可申請 (その都度)

③ 原子炉設置変更許可 (その都度)

④ 建設工事計画 (毎年度当初)

⑤ 建設工事の進捗状況 (毎月)

⑥ 廃止措置計画認可申請 (その都度)

⑦ 廃止措置計画認可 (その都度)

⑧ 廃止措置計画変更認可申請 (その都度)

⑨ 廃止措置計画変更認可 (その都度)

⑩ 廃止措置計画の変更届 (その都度)� 発電所の運転 (試運転を含む｡) 計画及び運転状況並びに廃止措置の実施計画及び廃止措

置状況

① 発電所の運転計画 (教育訓練及び燃料等輸送を含む｡) (前年度末)
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② 発電所の運転実績 (教育訓練及び燃料等輸送を含む｡) (毎年度当初)

③ 発電所の運転状況 (毎月)

④ 計画運転停止の計画 (その都度)

⑤ 計画運転停止の実績 (その都度)

⑥ 冷却水取放水量の変更 (その都度)

⑦ 廃止措置実施計画 (前年度末)

⑧ 廃止措置実績 (毎年度当初)

⑨ 廃止措置状況 (毎月)� 放射性廃棄物､ 使用済燃料及びクリアランス対象物の管理状況

① 放射性廃棄物､ 使用済燃料及びクリアランス対象物の管理状況 (毎月)

② クリアランス対象物に係る認可申請及び認可 (その都度)� 発電所の定期検査の実施計画及びその結果

① 定期検査の計画 (その都度)

② 定期検査の実施状況 (毎週)

③ 定期検査の結果 (その都度)� 環境放射線の測定結果

① 敷地境界モニタリングポストの測定結果 (毎月)

② 環境放射線の測定結果 (環境試料) (毎四半期)� 温排水等の調査結果

① 取放水の水温 (毎月)

② 沿岸定点の水温 (毎月)

③ 格子状定線の水温 (毎四半期)� 品質保証活動の実施状況

① 品質保証活動の実施状況 (半年毎)� 高経年化対策の計画及び実施状況

① 高経年化に関する長期保守管理方針 (その都度)

② 高経年化に関する保全計画の実施状況 (その都度)� その他必要と認められる事項

① 島根原子力情報伝送システムの伝送計画 (毎月)

② 島根原子力情報伝送システムの伝送実績 (毎月)

③ 放射線業務従事者の線量管理状況 (半年毎)

④ 規定類の変更 (保安規定､ 原子力事業者防災計画) (その都度)

⑤ 原子炉施設の用途廃止 (その都度)

⑥ 地震発生時の発電所の状況 (速報､ 対応結果) (その都度)

⑦ 新燃料の輸送実績 (その都度)

⑧ 使用済燃料の輸送実績 (その都度)

⑨ 低レベル放射性廃棄物の輸送実績 (その都度)

⑩ 定期安全レビュー報告書 (その都度)

⑪ 電離放射線障害防止規則 (昭和47年労働省令第41号) 第44条第２項の規定により松江労

働基準監督署長に報告した事項 (その都度)

⑫ その他甲及び乙が必要と認める事項 (ただし､ 丙と協議するものとする｡)
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２ 連絡様式は､ 別に定めるものとする｡

３ 協定第８条第２項に規定する発電所情報 (リアルタイム) は､ 次のとおりとする｡

① 各号機の発電出力

② 各号機の排気筒モニタ値

③ 各号機の放水路水モニタ値

④ 敷地境界モニタリングポスト値

⑤ 風向及び風速

(保安規定における運転上の制限及び施設運用上の基準を満足しない場合の連絡)

第７条 協定第９条に規定する事項が､ 協定第10条に規定する事項に該当する場合､ 又は該当す

る事態になった場合は､ 協定第10条の規定を適用するものとする｡

(異常時における連絡)

第８条 協定第10条第１項についての連絡は､ 原因の解明・処理方針の決定ができていなくても､

事態発生後直ちに丙は､ 甲及び乙に連絡するものとする｡

２ 協定第10条第１項第１号①に規定する ｢原子炉施設｣ とは､ 実用発電用原子炉の設置､ 運転

等に関する規則 (昭和53年通商産業省令第77号) 第３条第１項第２号に規定する施設とする｡

また､ ｢故障｣ とは､ 核原料物質､ 核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律及び電気事業

法 (昭和39年法律第170号) に規定される故障とする｡

３ 協定第10条第１項第１号②に規定する ｢安全関係設備｣ とは､ 別表１に掲げるものとする｡

なお ｢その機能に支障を生じる不調｣ とは､ 当該系統の機器の故障により当該系統に要求され

る機能を満足できない状態をいう｡

４ 協定第10条第１項第１号③に規定する ｢計画外の出力変化｣ については､ 原子炉の出力変化

が５パーセントを超えない範囲の出力変化を除くものとする｡

５ 協定第10条第１項第２号①に規定する ｢放射性物質｣ とは､ 核燃料物質､ 核燃料物質によっ

て汚染された物､ 放射性同位元素及び放射性同位元素によって汚染された物をいう｡ (以下同

じ｡)

６ 協定第10条第１項第３号②に規定する ｢特別の措置｣ とは､ 電離放射線障害防止規則第44条

第１項に規定する医師の診察を受けた結果､ 被ばくに起因する措置を行った場合をいう｡

７ 協定第10条第１項第４号②に規定する ｢放射性物質の輸送｣ は､ 発電所を発地､ 着地とする

ものを対象とする｡ この場合において､ 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の輸

送については､ 放射能汚染を伴わない交通事故等を含むものとする｡

８ 協定第10条第１項第４号⑤に規定する ｢通報基準値｣ は､ 別表２に掲げるものとする｡ ただ

し､ 計器の不調等によるものは除く｡

９ 協定第10条第１項第４号⑥に規定する ｢国への報告義務がある事態が発生したとき｣ とは､

核原料物質､ 核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律及び電気事業法に基づく報告義務があ

る事態が発生したときをいう｡

10 協定第10条第２項に規定する ｢測定結果等｣ は､ 同条第１項各号の発生事態に関する資料を

含むものとする｡
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(立入調査)

第９条 協定第11条第２項の ｢周辺地域住民の代表者｣ とは､ 次に掲げるもののうち､ 甲又は乙

が指名する者をいう｡� 島根県原子力発電所周辺環境安全対策協議会の委員のうち松江市に住所を有するもの� 松江市原子力発電所環境安全対策協議会の委員のうち地域代表であるもの

２ 協定第11条第２項の立入調査に同行する者の数は､ 前項第１号及び第２号に規定するものに

ついて､ それぞれ５名以内とする｡

(適切な措置の要求)

第10条 丙は､ 協定第12条第１項の規定による措置を求められた場合には､ 速やかに処置方針を

回答するものとする｡

２ 甲及び乙は､ 前項の処置方針に意見がある場合には､ 直ちに甲､ 乙及び丙において協議し､

丙は適切な措置を講ずるものとする｡

(損害の補償)

第11条 協定第18条第１項に規定している損害は､ 放射線の作用等による人的又は物的損害等の

直接損害をいう｡ この損害には自然環境への影響も含まれるものとし､ 原状回復措置費用につ

いても補償対象とする｡

２ 協定第18条第２項の規定によって解決できない場合において､ 当事者から処理の申し出があっ

たときは､ 甲及び乙は､ 当事者間の合意に向け調整するものとする｡

(その他)

第12条 この要綱に定めた事項について疑義を生じたとき､ 又は定めのない事項については､ 甲､

乙及び丙が協議して定めるものとする｡

平成18年２月２日

平成20年11月27日一部改正

平成25年11月20日一部改正

平成27年12月18日一部改正

令和元年８月２日一部改正

甲 島根県総務部長 �田省司
乙 島根県松江市助役 伊藤忠志

丙 中国電力株式会社

島根原子力発電所長 福島直樹
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別表１ 第８条第３項で規定する安全関係設備

別表２ 第８条第８項で規定する異常時通報基準値��
�

������������
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１号機 ２号機 備考� 液体ポイズン系 ほう酸水注水系 原子炉停止機能� 原子炉隔離時冷却系 原子炉隔離時冷却系 炉心冷却機能� 高圧注水系 高圧炉心スプレイ系� 低圧注水系 低圧注水系� 炉心スプレイ系 低圧炉心スプレイ系� 格納容器冷却系 格納容器冷却系� 自動減圧系 自動減圧系� 非常用ガス処理系 非常用ガス処理系 放射性物質の
閉じ込め機能� 非常用ディーゼル発電機系 非常用ディーゼル発電機系 非常用電源� 所内蓄電池系 所内蓄電池系

計器名 通報値

敷地境界モニタリングポスト 220ｎＧｙ/ｈ

計器名 通報値Ａ
(下記の状態が10時間続くとき)

通報値Ｂ
(下記の状態になったとき)

１号機 原子炉建物排気筒モニタ 500cps 1000cps

タービン建物排気筒モニタ 150cps 300cps

放水路水モニタ 7cps 70cps

２号機 原子炉建物排気筒モニタ 500cps 1000cps

放水路水モニタ 8cps 80cps

計器名 通報値 備考

サイトバンカ建物排気筒モニタ 150cps 積算放射能量の計測値が左の
値になったとき



島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定に基づく立入調査の実施に関する要綱

島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定 (以下 ｢安全協定｣ という｡) に基

づいて実施する立入調査の基本的な実施方針は､ 次のとおりとする｡

１ 平常時における立入調査

●目 的

島根県及び松江市は､ 安全協定第11条の規定に基づき､ 中国電力株式会社島根原子力発

電所の保守及び管理が安全協定の趣旨に則って適切に行われていることを確認することを

目的として立入調査を実施する｡

●調査対象項目 (例示)� 放射性廃棄物の管理及び放出状況 (環境への影響という観点)� 敷地境界モニタリングポストの管理状況 (環境への影響という観点)� 他電力におけるトラブル事例の反映状況 (予防保全)� 緊急連絡体制の維持管理 (迅速な連絡)

●実施機関� 島根県及び松江市が合同で実施することを原則とする｡

ただし､ 県又は松江市は安全協定に基づいて単独で立入調査を実施することを妨げる

ものではない｡� 県は､ 必要に応じて島根県原子力安全顧問 (地方公務員法第３条第３項第３号に掲げ

る特別職の職員) の同行を求めるものとする｡

※県の立入職員は､ 原子力安全対策課職員とするが､ 必要に応じて医療政策課など関係

機関の協力を求めるものとする｡

●実施時期� 必要に応じて随時実施する｡

●対象施設� 島根原子力発電所内の各施設とする｡

●事前通告� 立入調査を行う場合は､ 県及び松江市は､ 各々が中国電力㈱に対して立入調査を行う

者の職､ 氏名及び調査目的を通知するものとする｡

●立入調査結果� 県及び松江市は､ 立入調査の結果､ 適切でないと判断される事柄があった場合は､ 相

互に連携を取りながら､ 中国電力(株)に対して､ 安全協定第12条の規定に基づく措置

要求等を行うものとする｡� 県は､ 立入調査を実施した後､ 概ね１ヶ月以内を目途にその結果を取りまとめて公表

するものとする｡� 公表は､ プレス発表又はホームページへの掲載等をもって行うものとする｡
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２ 異常時における立入調査

●目 的

島根県及び松江市は､ 安全協定第11条の規定に基づき､ 中国電力株式会社島根原子力発

電所において発生した異常時連絡事象について､ 環境への影響及び事象の状況・原因並び

に再発防止対策について､ 確認することを目的として立入調査を実施する｡

●調査対象項目 (例示)� 事象発生に伴う環境への影響� 事象発生状況の確認及び発生時の対応状況� 原因確認及び再発防止対策

●実施機関� 異常事象発生時の立入調査は迅速性が求められることから､ 原則各機関毎の対応とす

るが､ 立入調査を行おうとするときには相互に連絡するものとする｡� 県は､ 必要に応じて島根県原子力安全顧問 (地方公務員法第３条第３項第３号に掲げ

る特別職の職員) の同行を求めるものとする｡

※県の立入職員は､ 原子力安全対策課職員とするが､ 必要に応じて医療政策課など関係

機関の協力を求めるものとする｡

●実施時期� 安全協定第10条に該当する事象が発生したときであって､ 次の時点に実施することを

原則とする｡

① 異常時連絡があったとき

② 原因の究明がなされ､ 再発防止対策が実施されたとき

●対象施設� 島根原子力発電所内の各施設とする｡

●事前通告� 立入調査を行う場合は､ 県及び松江市は､ 各々が中国電力㈱に対して立入調査を行う

者の職､ 氏名及び調査目的を通知するものとする｡

●立入調査結果� 県及び松江市は､ 立入調査の結果､ 適切でないと判断される事柄があった場合は､ 相

互に連携を取りながら､ 中国電力(株)に対して､ 安全協定第１２条の規定に基づく措

置要求等を行うものとする｡� 県は､ 立入調査を実施した後､ 必要に応じてプレス発表を行う｡

また､ 概ね１ヶ月以内を目途にその結果を取りまとめて公表するものとする｡

公表は､ プレス発表又はホームページへの掲載等をもって行うものとする｡
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３ ＬＣＯ逸脱時 (運転上の制限を満足しない場合) における立入調査

●目 的

島根県及び松江市は､ 安全協定第11条の規定に基づき､ 中国電力株式会社島根原子力発

電所におけるＬＣＯ逸脱の連絡を受けたときに､ 事象の推移を注視するとともにトラブル

に発展したときの対応に備えるため､ 立入調査を実施する｡

●調査対象項目 (例示)� 事象発生に伴う環境への影響� 事象発生状況の確認� 事象の推移の把握

●実施機関� ＬＣＯ逸脱時の立入調査は､ 迅速性が求められるとともに､ その事象の推移を注視す

ることから､ 原則各機関毎の対応とするが､ 立入調査を行おうとするときには相互に

連絡するものとする｡� 県は､ 必要に応じて島根県原子力安全顧問 (地方公務員法第３条第３項第３号に掲げ

る特別職の職員) の同行を求めるものとする｡

※県の立入職員は､ 原子力安全対策課職員とするが､ 必要に応じて医療政策課など関係

機関の協力を求めるものとする｡

●実施時期� 安全協定第９条に該当する事象が発生したときであって､ 次の時点に実施することを

原則とする｡

① ＬＣＯ逸脱の連絡があったとき

② 原因の究明がなされ､ 再発防止対策が実施されたとき

●対象施設� 島根原子力発電所内の各施設とする｡

●事前通告� 立入調査を行う場合は､ 県及び松江市は､ 各々が中国電力㈱に対して立入調査を行う

者の職､ 氏名及び調査目的を通知するものとする｡

●立入調査結果� 県及び松江市は､ 立入調査の結果､ 適切でないと判断される事柄があった場合は､ 相

互に連携を取りながら､ 中国電力㈱に対して､ 安全協定第１２条の規定に基づく措置

要求等を行うものとする｡� 県は､ 立入調査を実施した後､ 必要に応じてプレス発表を行う｡

また､ 概ね１ヶ月以内を目途にその結果を取りまとめて公表するものとする｡

公表は､ プレス発表又はホームページへの掲載等をもって行うものとする｡
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｢島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定｣ に係る覚書

島根県 (以下 ｢甲｣ という｡) 並びに出雲市､ 安来市及び雲南市 (以下 ｢乙｣ という｡) は､ 甲

が行う甲､ 松江市及び中国電力株式会社 (以下 ｢中国電力｣ という｡) が締結する島根原子力発

電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定に基づく計画等に対する事前了解の回答のほか､ 島

根原子力発電所に関する重要な判断や回答をするに当たって､ 下記の手続を経ることを確認する｡

記

１ 甲は乙の考えをよく理解し､ 誠意をもって対応する｡

２ 甲は､ 総合的に判断した島根原子力発電所に関する重要な判断や回答を､ 乙に説明する｡

３ 前項の説明を経て､ 国､ 中国電力等重要な判断を回答すべき相手に対し､ 甲としての考えを

届けるものとする｡

その際､ 乙から甲に対し意見等の提出があった場合には､ 当該意見等を付して届けるものと

する｡

平成25年10月29日

甲 島根県知事 溝口善兵衛

乙 出雲市長 長岡秀人

安来市長 近藤宏樹

雲南市長 速水雄一
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島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する覚書

島根県 (以下 ｢甲｣ という｡)､ 鳥取県 (以下 ｢乙｣ という｡) 並びに米子市及び境港市 (以下

｢丙｣ という｡) は､ 甲が島根原子力発電所に関する重要な判断や回答をするに当たって､ 下記の

手続きを経ることを確認する｡

記

１ 甲は､ 乙及び丙の考えをよく理解し､ 誠意をもって対応する｡

２ 甲は､ 総合的に判断した島根原子力発電所に関する重要な判断や回答を､ 乙及び丙に説明す

る｡

３ 前項の説明を経て､ 国､ 中国電力等重要な判断を回答すべき相手に対し､ 甲としての考えを

届けるものとする｡

その際､ 乙から甲に対し､ 丙の意見等を踏まえた意見等の提出があった場合には､ 甲は､ 当

該意見等を付して届けるものとする｡

平成25年11月７日

甲 島根県知事 溝口善兵衛

乙 鳥取県知事 平井伸治

丙 米子市長 野坂康夫

丙 境港市長 中村勝治
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島根県原子力発電所周辺環境安全対策協議会規定

(設 置)

第１条 松江市に設置される中国電力株式会社島根原子力発電所の周辺地域における環境放射線

等の調査結果を把握し､ 住民の健康と安全の確保について県民一般への周知をはかることを目

的として島根県原子力発電所周辺環境安全対策協議会 (以下 ｢協議会｣ という｡) を置く｡

(所掌事項)

第２条 協議会は前条の目的を達成するため次の事項を行う｡� 環境放射線等の調査結果の把握とその周知方法についての協議� 環境の安全性を把握するため必要な資料の収集及び調査� その他目的達成に必要な事項

(構 成)

第３条 協議会は､ 委員７０名以内で組織し､ 会長及び副会長２名を置く｡

２ 委員は､ 知事及び次の各号に掲げる者のうち知事が委嘱し､ または任命した者とする｡� 公職にある者� 各種団体等の推薦を受けた者� 行政職員

３ 委員の任期は､ 前項第１号の委員はその職の任期とし､ 第２号の委員は２年とし､ 第３号の

委員はその職の在任期間とする｡ ただし､ それぞれ再任を妨げない｡

４ 第２項第２号に規定する各種団体等の推薦を受けたものが欠けた場合における補欠の委員の

任期は､ 前任者の残任期間とする｡

(会長及び副会長)

第４条 会長は知事をもって充て､ 副会長は委員のうちから互選する｡

２ 会長は会務を総理し､ 協議会を代表する｡

３ 副会長は会長を補佐し､ 会長に事故があったときはあらかじめ会長の指名した副会長がその

職務を代理する｡

(会 議)

第５条 協議会の会議は､ 会長が招集し､ 会長が議長となる｡

２ 会議は､ 定例会及び臨時会とし､ 定例会は年１回､ 臨時会は会長が必要と認めたときに開催

する｡

３ 会議は､ 原則として公開とする｡ ただし､ 委員の過半数が認めるときは､ 非公開とすること

ができる｡

(顧 問)

第６条 会長は､ 必要に応じて､ 島根県原子力安全顧問 (以下 ｢顧問｣ という) に出席を求める

ことができる｡
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(専門部会)

第７条 協議会に専門部会を置くことができる｡

２ 専門部会は､ 協議会の委員若干人で組織する｡

３ 専門部会は､ 協議会の目的を達成するため専門的事項の調査検討を行う｡

(オブザーバー)

第８条 協議会にオブザーバーを置き､ 会長は､ 必要に応じて､ 出席を求めることができる｡

(庶 務)

第９条 協議会の庶務は､ 防災部原子力安全対策課において処理する｡

(その他)

第10条 この規定に定めるもののほか協議会の運営に関し必要な事項は会長が会議に諮って定め

る｡

付 則

この規定は､ 昭和48年５月25日から施行する｡

一部改正 平成５年４月１日

一部改正 平成10年４月１日

一部改正 平成15年４月１日

一部改正 平成18年２月８日 (ただし､ 第３条第３項及び第４項の規定は平成18年４月１日から施行する｡)

一部改正 平成19年７月13日

一部改正 平成20年11月25日

一部改正 平成23年８月１日

一部改正 平成25年４月１日

一部改正 平成25年８月１日
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島根県原子力発電所周辺環境安全対策協議会委員名簿
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区
分 氏 名 所属・職名 備考

１
号
委
員

丸 山 達 也 島根県知事 会長

細 田 重 雄 島根県議会議員 (松江選挙区)

福 田 正 明 島根県議会議員 (松江選挙区)

五百川 純 寿 島根県議会議員 (松江選挙区)

小 沢 秀 多 島根県議会議員 (松江選挙区)

尾 村 利 成 島根県議会議員 (松江選挙区)

白 石 恵 子 島根県議会議員 (松江選挙区)

角 智 子 島根県議会議員 (松江選挙区)

加 藤 勇 島根県議会議員 (松江選挙区)

岩 田 浩 岳 島根県議会議員 (松江選挙区)

吉 野 和 彦 島根県議会議員 (松江選挙区)

川 上 大 島根県議会議員 (松江選挙区)

成 相 安 信 島根県議会議員 (出雲選挙区)

森 山 健 一 島根県議会議員 (出雲選挙区)

園 山 繁 島根県議会議員 (出雲選挙区)

池 田 一 島根県議会議員 (出雲選挙区)

遠 藤 力 一 島根県議会議員 (出雲選挙区)

大 国 陽 介 島根県議会議員 (出雲選挙区)

高 見 康 裕 島根県議会議員 (出雲選挙区)

多々納 剛 人 島根県議会議員 (出雲選挙区)

原 拓 也 島根県議会議員 (出雲選挙区)

嘉 本 祐 一 島根県議会議員 (安来選挙区)

田 中 明 美 島根県議会議員 (安来選挙区)

山 根 成 二 島根県議会議員
(雲南・飯石選挙区)

高 橋 雅 彦 島根県議会議員
(雲南・飯石選挙区)

松 浦 正 敬 松江市長 副会長

森 脇 幸 好 松江市議会議長

柳 原 治 松江市議会議員

細 木 明 美 松江市議会議員

長 岡 秀 人 出雲市長

川 上 幸 博 出雲市議会議長

近 藤 宏 樹 安来市長

田 中 武 夫 安来市議会議長

速 水 雄 一 雲南市長

山 � 正 幸 雲南市議会議長

区
分 氏 名 所属・職名 備考

２
号
委
員

山 � 泰 子 まつえ男女共同参画ネットワー
ク (プリエールねっと) 代表

吉 田 聖 愛 まつえ男女共同参画ネットワーク
(プリエールねっと) 運営委員

乾 君 恵 鹿島町御津地区女性代表

中 村 良 子 鹿島町片句地区婦人会会長

松 蔭 精 子 島根地域まちづくり協議会委員

小須賀 恵美子 島根地域まちづくり協議会副会長

多久和 絹 代 東地合女性消防隊隊長

北 脇 捷 利 斐川地域自治協会連合会委員

石 井 末 子 安来市連合婦人会会長

古 澤 敬 治 安来市自治会代表者協議会副会長

石 田 美 幸 雲南市男女共同参画まちづく
りネットワーク会議代表

細 田 益 子 大東町の女性の集い幹事

森 本 紀 彦 一般社団法人島根県医師会会長

石 川 寿 樹 島根県農業協同組合中央会
代表理事会長

岸 宏 漁業協同組合ＪＦしまね代表
理事会長

原 田 圭 介 日本労働組合総連合会島根県
連合会事務局長

島 田 ひとみ 日本労働組合総連合会島根県
連合会女性委員会委員長

野々内 さとみ 島根県連合婦人会会長

森 江 和 文 島根県連合青年団事務局長

飯 塚 順 子 ＪＡしまね女性部委員

青 山 幸 子 島根県漁協女性部連合会 会長

野々村 三重子 島根県商工会女性部連合会副会長

福 島 丈太郎 公益社団法人松江青年会議所
直前理事長

千 原 恵 島根県ＰＴＡ連合会副会長兼
母親委員長

石 原 孝 子 しまね環境アドバイザー

横 山 洋 子 島根県民生児童委員協議会副会長

山 田 明 子 公益財団法人島根県老人クラ
ブ連合会女性委員長

徳 若 光 代 公益社団法人島根県看護協会
専務理事

３
号
委
員

藤 原 孝 行 島根県副知事 副会長

栗 原 昌 子 島根県広報部長

安 部 圭 子 島根県地域政策課ＧＬ

日 下 純 子 島根県環境生活総務課長

齋 藤 浩 美 島根県健康福祉総務課ＧＬ

細 木 由紀子 島根県農林水産総務課団体検査監

令和２年２月末現在



島根県原子力安全顧問設置要領

(設 置)
第１条 中国電力株式会社島根原子力発電所 (以下 ｢発電所｣ という) の安全性に関する諸課題

に対応するため､ 島根県原子力安全顧問 (以下 ｢顧問｣ という) を置く｡

(職 務)
第２条 顧問は､ 知事からの求めに応じ､ 発電所の安全性に関わる事項について､ 必要な助言を

行う｡

２ 顧問は､ 島根県原子力発電所周辺環境安全対策協議会会長の求めにより同協議会に出席し､

必要な助言等を行う｡

３ 顧問は､ 知事からの求めに応じ､ 島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定

第11条の規定に基づく立入調査に同行する｡

(顧問の委嘱等)
第３条 顧問は､ 学識経験者の中から､ 知事が委嘱する｡

２ 顧問の任期は､ ２年とする｡ ただし再任を妨げない｡

(顧問の委嘱の際の要件等)
第４条 次の各号のいずれかに該当する者は､ 顧問となることができない｡

一 原子力事業者等 (原子力に係る製錬､ 加工､ 貯蔵､ 再処理若しくは廃棄の事業を行う者､

原子炉を設置する者､ 外国原子力船を本邦の水域に立ち入らせる者若しくは核原料物質若

しくは核燃料物質の使用を行う者又は原子炉メーカーであって､ いずれも商業目的の施設

に係る者に限る｡ 以下同じ｡) 又はこれらの者が法人であるときはその役員 (いかなる名

称によるかを問わず､ これと同等以上の職権又は支配力を有する者を含む｡ 以下同じ｡)

若しくはこれらの者の使用人その他の従業者

二 原子力事業者等の団体の役員又は使用人その他の従業者

三 顧問の委嘱日 (以下 ｢委嘱日｣ という｡) 前直近３年間に､ 原子力事業者等又はこれらの

者が法人であるときはその役員若しくはこれらの者の使用人その他の従業者であった者

四 委嘱日前直近３年間に､ 原子力事業者等の団体の役員又は使用人その他の従業者であった

者

五 同一の原子力事業者等から､ 個人として､ 委嘱日前直近１年間､ 委嘱日の１年前の日の前

直近１年間又は委嘱日の２年前の日の前直近１年間のうちいずれかの期間において､ 50万

円以上の報酬等を受領していた者

２ 知事は､ 外部有識者を顧問として委嘱するときは､ 次の各号に掲げる事項についての自己申

告を求める｡

一 この項の規定により申告する日 (以下 ｢申告日｣ という｡) 前直近３年間に､ 原子力事業

者等又はこれらの者が法人であるときはその役員若しくはこれらの者の使用人その他の従

業者であった者に該当しないこと｡

二 申告日前直近３年間に､ 原子力事業者等の団体の役員又は使用人その他の従業者であった

者に該当しないこと｡

三 同一の原子力事業者等から､ 個人として､ 申告日前直近１年間､ 申告日の１年前の日の前

直近１年間又は申告日の２年前の日の前直近１年間のうちいずれかの期間において､ 50万

円以上の報酬等を受領していた者に該当しないこと｡
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四 当該外部有識者個人の研究又はその所属する研究室等に対する原子力事業者等からの寄附

について､ 申告日前直近３年間 (ただし､ 再任の場合は､ 申告日の属する年度の４月１日

から申告日までの間) における対象の研究名称､ 寄附者及びその寄附金額

五 申告日前直近３年間 (ただし､ 再任の場合は､ 申告日の属する年度の４月１日から申告日

までの間) に､ その所属する研究室等を卒業した学生が就職した原子力事業者等の名称及

び就職者数

３ 知事は､ 委嘱に際して､ 前項第４号及び第５号の情報を公表する｡

４ 当該外部有識者は､ 申告日から委嘱日までの間に第１項第１号､ 第２号又は第５号に掲げる

者となることが新たに生じた場合は､ 遅滞なく知事に対してその事項についての自己申告を行

うこととする｡

５ 知事は､ 委嘱後､ 顧問が申告日から委嘱日までの間に第１項各号に該当することとなったこ

とが判明した場合は､ 当該顧問の委嘱を取り消す｡

(顧問の在任中の要件等)
第５条 顧問は､ その在任中に次の各号に掲げる事項が新たに生じた場合は､ 遅滞なく知事に対

してその事項についての自己申告を行うこととする｡

一 顧問が前条第１項第１号又は第２号に掲げる者となること｡

二 同一の原子力事業者等から､ 個人として､ 委嘱日以後１年間又は委嘱日の１年後の日以後

１年間に50万円以上の報酬等を受領していた者となること｡

２ 知事は､ 顧問が前項第１号又は第２号に掲げる事項に該当することが判明した場合は､ 当該

顧問を解任する｡

３ 知事は､ 顧問に対して､ 次の各号に掲げる事項についての自己申告を､ その在任中毎年４月

30日までに行うよう求める｡

一 その年の３月31日以前の１年間における顧問個人の研究又はその所属する研究室等に対す

る原子力事業者等からの寄附について､ 対象の研究名称､ 寄附者及びその寄附金額

二 その年の３月３１日以前の１年間において､ 顧問の所属する研究室等を卒業した学生が就

職した原子力事業者等の名称及び就職者数

４ 知事は､ 前項に基づく自己申告があった場合は､ その情報を公表する｡

(島根県原子力安全顧問会議)
第６条 知事は､ 必要があると認めるときには､ 助言を求める案件に応じて顧問のうちから適当

と認める者に出席を求め､ 島根県原子力安全顧問会議を開くことができる｡

(庶 務)
第７条 顧問に関する庶務は､ 防災部原子力安全対策課において処理する｡

(その他)
第８条 この要領に定めるもののほか､ 必要な事項は別に定める｡

附 則

この規定は､ 平成20年９月18日から施行する｡

一部改正 平成23年８月１日

一部改正 平成24年７月１日

一部改正 平成25年４月１日
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島根県原子力安全顧問名簿

令和２年２月末現在

171

氏 名 専門分野 所属・職名

岩 田 知 孝
いわ た とも たか

強震動地震学 京都大学防災研究所教授

内 田 滋 夫
うち だ しげ お

環境放射生態学 量子科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所
廃棄物技術開発研究チーム チームリーダー

太 田 勝 正
おお た かつ まさ 放射線防護学

放射線看護学 名古屋大学大学院医学系研究科教授

片 桐 裕 実
かた ぎり ひろ み 原子力防災

環境影響評価
元日本原子力研究開発機構
原子力緊急時支援・研修センター長

勝 田 忠 広
かつ た ただ ひろ 原子力工学

原子力政策 明治大学法学部教授

釜 江 克 宏
かま え かつ ひろ

地震工学 京都大学複合原子力科学研究所 特任教授

北 垣 一
きた がき はじめ

放射線医学 島根大学医学部教授

草 間 朋 子
くさ ま とも こ

放射線健康管理学 東京医療保健大学副学長

杉 本 純
すぎ もと じゅん

原子炉工学 元 京都大学教授

芹 澤 昭 示
せり ざわ あき み

原子炉工学 京都大学名誉教授

佃 榮 吉
つくだ えい きち

地震地質学 産業技術総合研究所特別顧問

長 岡 鋭
なが おか とし

環境放射線学 日本原子力研究開発機構研究嘱託

二ノ方 壽
に の かた ひさし

原子炉工学 ミラノ工科大学エネルギー工学科教授

野 口 和 彦
の ぐち かず ひこ 原子力防災

リスクマネジメント 横浜国立大学環境情報研究院教授

宮 本 光 貴
みや もと みつ たか

材料工学 島根大学総合理工学部准教授

吉 川 榮 和
よし かわ ひで かず

原子炉工学 京都大学名誉教授

渡 部 輝 久
わた べ てる ひさ

海洋放射生態学 海洋生物環境研究所フェロー
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島根原子力発電所２号機の申請了解時の回答文書等

中国電力(株)への回答内容 (H25.12.24)

原子炉等規制法の改正に伴い新たに施行された規制基準に係る安全対策について (回答)

島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定 (以下 ｢安全協定｣ という｡) 第６

条の規定に基づき､ 平成25年11月21日付け電源総第21号で事前了解願いのあった島根原子力発電

所２号機に係る新規制基準適合性確認審査について､ 原子力規制委員会へ申請することは今回了

解します｡

次に､ 安全協定第６条の規定に基づく最終的な了解は､ 原子力規制委員会から審査結果につい

て説明を受け､ それに対して島根県議会をはじめ､ 島根県の安全対策協議会､ 原子力安全顧問､

松江市や出雲市､ 安来市､ 雲南市並びに米子市及び境港市の意見を踏まえた鳥取県からの意見を

聴いて､ 県として総合的に判断したうえで回答します｡

なお､ 今回の原子力規制委員会への申請の了解に当たっては､ 下記の諸事項について適切に対

応いただくとともに､ 別添※のとおり出雲市､ 安来市､ 雲南市並びに米子市及び境港市の意見を

踏まえた鳥取県からの意見を添付しますので､ 適切に対応いただきますよう強く要請します｡

記

１. 原子力規制委員会の適合性確認審査の状況及び審査により必要となった変更・追加の対策に

ついては､ 島根県､ 松江市､ 出雲市､ 安来市､ 雲南市､ 鳥取県､ 米子市及び境港市 (以下 ｢関

係自治体｣ という｡) に対して適切に説明すること｡

２. 関係自治体などに対して､ 引き続き､ 丁寧な情報提供を行うこと｡

３. 宍道断層の評価など､ 地震及び津波の想定については､ 発生規模などの不確実性を十分に考

慮し､ 常に最新の知見を取り入れ､ それに基づく安全対策を適切に実施すること｡

４. フィルタベントや汚染水対策などのシビアアクシデント対策については､ その有効性と影響

を適切に考慮して実施するとともに､ この点についての関係自治体への説明は特に丁寧に行う

こと｡

５. 安全対策については､ 設備面での対応だけでなく､ 組織体制､ 発電所の人員､ 教育及び訓練

といった人的な対応に関しても､ 不断の充実・強化を図るよう適切な取組を行うこと｡

６. 島根原子力発電所の引き続きの安全性向上のため､ 自主的かつ主体的に対策の実施に取り組

むとともに､ 関係自治体に対しその情報を的確に提供すること｡

７. 原子力災害発生時における防災体制の構築に当たっては､ 緊急時､ あるいは平常時を問わず､

関係自治体と緊密な連携を図ること｡
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原子力規制委員会への要請内容 (H25.12.26)

原子炉等規制法の改正に伴い新たに施行された規制基準に係る安全対策について

本県の原子力発電所周辺環境安全対策につきましては､ 平素から格別の御協力を賜り厚くお礼

申し上げます｡

島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定 (以下 ｢安全協定｣ という｡) 第６

条の規定に基づき､ 平成25年11月21日付け電原総第21号で中国電力(株)から事前了解願いのあっ

た島根原子力発電所２号機に係る新規制基準適合性確認審査について､ 貴委員会へ申請すること

は今回了解し､ 別紙のとおり中国電力(株)に対して回答しましたのでお知らせします｡

次に､ 安全協定第６条の規定に基づく最終的な了解は､ 貴委員会から審査結果について説明を

受け､ それに対して島根県議会をはじめ､ 島根県の安全対策協議会､ 原子力安全顧問､ 松江市や

出雲市､ 安来市､ 雲南市並びに米子市及び境港市の意見を踏まえた鳥取県からの意見などを聴い

て､ 総合的に判断したうえで中国電力(株)に対して回答します｡

なお､ 今回の中国電力(株)による貴委員会への申請の了解に当たって､ 貴委員会におかれては

下記の諸事項について適切に対応いただきますようお願いします｡

さらに､ 別添※のとおり出雲市､ 安来市､ 雲南市並びに米子市及び境港市の意見を踏まえた鳥

取県の意見を添付しますので､ 適切に対応いただきますようお願いします｡

記

１. 適合性確認審査に当たっては､ 現地調査を行うなどにより､ 島根原子力発電所の特性､ 立地､

周辺状況を的確に把握した上で､ 住民の安全確保の観点から厳格に審査いただきたい｡

２. 宍道断層の評価など､ 地震及び津波の想定については､ 発生規模などの不確実性を十分に考

慮し､ 最新の知見も踏まえ､ それに基づいた安全対策が適切に実施されているか審査いただき

たい｡

３. フィルタベントや汚染水対策などのシビアアクシデント対策については､ その有効性と影響

を適切に考慮して厳密に審査するとともに､ この点についての説明は特に丁寧に行っていただ

きたい｡

４. 安全対策については､ 設備面での対応だけでなく､ 組織体制､ 発電所の人員､ 教育及び訓練

といった人的な対応に関しても､ 適切に取り組まれているかを審査するとともに､ 必要に応じ

て指導を行っていただきたい｡

５. 福島第一原子力発電所の事故の原因究明や調査の進捗に応じ､ 新たに得られた知見について

は､ その都度､ 規制基準に反映していただきたい｡

６. 審査の結果については､ 島根県､ 松江市､ 出雲市､ 安来市､ 雲南市､ 鳥取県､ 米子市及び境

港市に対して､ 丁寧な説明を行っていただきたい｡

７. 原子力防災対策について､ 万が一原子力災害が起きた場合､ 一般住民及び要援護者の避難が

迅速かつ安全にできるよう､ 国が前面に立って調整・支援していただきたい｡

※ いずれも覚書に基づき周辺自治体の意見を添付 (省略)
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島根原子力発電所の特定重大事故等対処施設等の申請了解時の回答文書等

中国電力(株)への回答内容 (H28.７.１)

島根原子力発電所に係る特定重大事故等対処施設等の設置について (回答)

島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定 (以下 ｢安全協定｣ という｡) 第６

条第２項の規定に基づき､ 平成28年４月28日付け島原本広第87号で事前了解願いのあった島根原

子力発電所２号機の特定重大事故等対処施設及び所内常設直流電源設備 (３系統目) の設置に係

る設置変更許可申請については､ 下記のとおり回答します｡

記

１. 原子力規制委員会へ申請することは､ 今回､ 了解する｡

２. 安全協定第６条第２項の規定に基づく最終的な了解については､ 原子力規制委員会から審査

結果について説明を受け､ それに対して島根県議会などの意見を聴いて､ 県として総合的に判

断したうえで回答する｡

３. 平成25年12月24日付け原第563号で要請した事項 (別添１※１) について引き続き適切に対応

していただくよう要請する｡

４. 出雲市､ 安来市､ 雲南市並びに米子市及び境港市の意見を踏まえた鳥取県からの意見 (別添

２※２) の送付があり､ これを添付するので､ 適切に対応していただくよう要請する｡

原子力規制委員会への要請内容 (H28.７.15)

島根原子力発電所に係る特定重大事故等対処施設等の設置について

本県の原子力発電所周辺環境安全対策につきましては､ 平素から格別の御協力を賜り厚くお礼

申し上げます｡

島根原子力発電所２号機の特定重大事故等対処施設及び所内常設直流電源設備 (３系統目) の

設置に係る原子炉設置変更許可申請については､ 平成28年４月28日に中国電力株式会社 (以下

｢中国電力｣ という｡) から本県に対して島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協

定 (以下 ｢安全協定｣ という｡) 第６条第２項の規定に基づく事前了解願いの提出がありました

が､ 貴委員会へ申請することについては今回了解することとし､ 別紙のとおり中国電力に対して

回答しましたのでお知らせします｡

次に､ 安全協定第６条第２項の規定に基づく最終的な了解は､ 貴委員会から審査結果について

説明を受け､ それに対して島根県議会などの意見を聴いて､ 総合的に判断したうえで中国電力に

対して回答します｡

なお､ 今回の中国電力による貴委員会への申請の了解に当たって､ 貴委員会におかれては､ 本

県が平成25年12月26日付け原第563号で要請した事項 (別添１※３) について引き続き適切に対応

いただきますようお願いします｡
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また､ 本県に対して出雲市､ 安来市､ 雲南市からの意見 (別添２※２) の送付があり､ これを添付

しますので､ 適切に対応いただきますようお願いします｡

内閣府への要請事項 (H28.７.15)

島根原子力発電所に係る特定重大事故等対処施設等の設置について

本県の原子力行政につきましては､ 平素から格別の御協力を賜り厚くお礼申し上げます｡

島根原子力発電所２号機の特定重大事故等対処施設及び所内常設直流電源設備 (３系統目)

(以下 ｢特重施設等｣ という｡) の設置に係る原子炉設置変更許可申請については､ 平成28年４月

28日に中国電力株式会社 (以下 ｢中国電力｣ という｡) から本県に対して島根原子力発電所周辺

地域住民の安全確保等に関する協定 (以下 ｢安全協定｣ という｡) 第６条第２項の規定に基づく

事前了解願いの提出があり､ 本県としては､ 今回､ 原子力規制委員会へ申請することについて了

解することとし､ 別紙のとおり中国電力に対して回答しましたのでお知らせします｡

次に､ 安全協定第６条第２項の規定に基づく最終的な了解は､ 原子力規制委員会から審査結果

について説明を受け､ それに対して島根県議会などの意見を聴いて､ 総合的に判断したうえで中

国電力に対して回答します｡

なお､ 今回の中国電力による原子力規制委員会への申請の了解に当たって､ 特重施設等の設置

に関しては､ 原子力防災対策の課題があることから､ 貴府において適切に対応していただく必要

があると考えておりますので､ 別添の事項 (別添１) について要請します｡

また､ 本県に対して出雲市､ 安来市､ 雲南市からの意見 (別添２※２) の送付があり､ これを添

付しますので､ 適切に対応いただきますようお願いします｡

(別添１)

原子力防災対策については､ 万が一の原子力災害に備えて､ 一般住民及び要援護者が迅速かつ

安全に避難できるような対策を､ 引き続き国が前面に立って調整・支援していただきたい｡

※１ 平成25年12月24日付け原第563号文書を添付 (省略)

※２ いずれも覚書に基づき周辺自治体の意見を添付 (省略)

※３ 平成25年12月26日付け原第563号文書を添付 (省略)
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島根原子力発電所３号機の申請了解時の回答文書等

島根原発３号機の取扱いについての県の考え方 (知事会見発表内容)

島根県及び松江市が中国電力と締結している安全協定では､ 中国電力が原子炉施設に重要な変

更を行おうとする場合､ 事前に島根県及び松江市の了解を得ることが必要です｡

中国電力は､ この了解を得るため､ ５月22日､ 島根原発３号機が原子力規制委員会の新規制基

準に適合するかについて､ 原子力規制委員会に申請を行うことにつき､ 島根県と松江市に事前了

解願いの提出を行ったのであります｡

原発については､ 安全の確保が大変重要であり､ 県では､ 専門家による原子力安全顧問会議や､

県内各界の方々が参加する原子力の安全対策協議会の開催などにより､ 県民や関係自治体､ 専門

家などの意見を聴いてまいりました｡

６月６日に開催した専門家による原子力安全顧問会議では､ 原子力規制委員会が審査すべき内容

等について､� 福島原発事故を受け､ 必要な安全対策設備は整備され､ その対策は有効に機能するものに

なっているか� 施設や設備の面だけでなく､ 人的な面においても適切な対策がとられているかなどのご意

見をいただきました｡

同日開催し､ 住民の方々も参加した安全対策協議会等では､� 原発に100％の安全はなく､ 不安は払しょくできない� 電力需給に余裕がある中で､ なぜ原発が必要なのかといった意見をいただきました｡

また､ 県議会におかれては､ 中国電力に対して安全確保のための継続的な取組みなどを求

めた上で､ 申請を了承されました｡

立地自治体の松江市は､ ７月５日､ 中国電力に対し､ 原子力規制委員会の審査に適確に対

応することなどを求めた上で､ 審査を受けることについては認めると回答されました｡

周辺自治体の出雲市､ 安来市､ 雲南市､ 鳥取県､ 米子市､ 境港市は､ 中国電力に対し､ 原

子力規制委員会による審査の状況を丁寧に説明することや､ 防災対策に協力することなどを

求めた上で､ 審査を受けることについては認めると回答されました｡ (出雲市が７月12日､

安来市が６月26日､ 雲南市が７月27日､ 鳥取県・米子市・境港市が８月６日に回答)

国に対しては､ 先般､ 改めて原発について確認したところ､ 次のような見解を示されてい

ます｡� 電力需給には余裕があるが､ 発電のほとんどは火力発電によるものであり､ ＣＯ２を大量

に排出するなどの問題がある｡� 他方､ ＣＯ２を排出しない太陽光発電等の再生可能エネルギーは､ コストが高く供給が不

安定であるなどの問題があり､ 多くの電力を賄うことは難しく､ 原発は一定割合を担う必要

がある｡

以上のような状況から､ 県としては､ 島根原発３号機については､ 当然ながら安全性は重要な

課題であり､ 原子力規制委員会が､ 専門的な見地から厳格に審査を行う必要があると考えたとこ

ろです｡

こうしたことを踏まえ､ 県としては､ 中国電力が､ 原子力規制委員会の審査を受けるため､ 島

根原発３号機の新規制基準適合性申請を行うことについて､ 了解することといたしました｡
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中国電力(株)への回答内容 (H30.８.９)

原子炉等規制法の改正に伴う島根原子力発電所３号機の新規制基準への適合性申請について (回答)

島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定 (以下 ｢安全協定｣ という｡) 第６

条第２項の規定に基づき､ 平成30年５月22日付け島原本広第122号で事前了解願いのあった島根

原子力発電所３号機の新規制基準適合性申請については､ 下記のとおり回答します｡

記

１. 原子力規制委員会の審査を受けるため､ 島根原発３号機の新規制基準適合性申請を行うこと

について､ 了解する｡

２. 安全協定第６条第２項の規定に基づく最終的な了解については､ 原子力規制委員会による審

査終了後､ 国から安全性や必要性､ 住民の避難対策等について説明を受けた後に判断する｡

３. 別添１の諸事項について適切に対応していただくよう要請する｡

４. 出雲市､ 安来市､ 雲南市並びに米子市及び境港市の意見を踏まえた鳥取県から､ 別添２の意

見の提出があり､ これを添付するので､ 適切に対応していただくよう要請する｡

(別添１)

１. 原子力規制委員会の適合性審査については､ 審査の状況や安全対策の追加・変更等の状況を､

島根県､ 松江市､ 出雲市､ 安来市､ 雲南市､ 鳥取県､ 米子市及び境港市 (以下 ｢関係自治体｣

という｡) に対して適切に説明するとともに､ 引き続き､ 丁寧な情報提供を行うこと｡

２. 地震・津波評価等については､ 常に最新の知見を取り入れ､ 安全対策に適切に反映すること｡

３. シビアアクシデント対策については､ その有効性や影響を考慮し､ 安全対策に適切に反映す

ること｡

４. 安全対策については､ 施設・設備の整備だけでなく､ 組織・人員体制､ 手順､ 教育・訓練と

いった人的な面に関しても､ 充実・強化を図るよう適切な取組を継続して行うこと｡ その際､

過去のトラブル等による教訓が発電所の安全を確保するための活動に継続的に反映されるよう､

十分考慮すること｡

５. 島根原子力発電所の引き続きの安全性向上のため､ 自主的かつ主体的に安全対策の実施に取

り組むこと｡

６. 原子力災害発生時における防災体制の構築に当たっては､ 緊急時､ あるいは平常時を問わず､

関係自治体と緊密な連携を図ること｡

７. 関係自治体に対しては､ それぞれ誠意を持った対応を行うこと｡

原子力規制委員会への要請内容 (H30.8.22)

島根原子力発電所３号機の新規制基準適合性申請について

島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定 (以下 ｢安全協定｣ という｡) 第６

条第２項に基づき､ 平成30年５月22日に中国電力㈱から本県に対して事前了解願いがありました

島根原子力発電所３号機の新規制基準適合性申請については､ 下記のとおりとします｡
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記

１. 本県は､ 中国電力㈱が､ 貴委員会の審査を受けるため､ 島根原発３号機の新規制基準適合性

申請を行うことについて､ 了解しました｡

２. 安全協定第６条第２項の規定に基づく最終的な了解については､ 貴委員会による審査終了後､

貴委員会をはじめ､ 国の関係機関から安全性や必要性､ 住民の避難対策等について説明を受け

た後に判断します｡

３. 今回の中国電力㈱による貴委員会への申請の了解に当たって､ 貴委員会におかれては､ 別添

の諸事項 (別添１) について適切に対応いただきますよう要請します｡

４. また､ 本県に対して出雲市､ 安来市､ 雲南市並びに米子市及び境港市の意見を踏まえた鳥取

県から意見 (別添２※) の提出があり､ これを添付しますので､ 適切に対応いただきますよう

お願いします｡

(別添１)

１. 適合性審査に当たっては､ 現地調査を行うなどにより､ 島根原子力発電所の特性､ 立地､ 周

辺状況を的確に把握した上で､ 住民の安全確保の観点から厳格に審査いただきたい｡

２. 地震・津波評価等については､ 最新の知見も踏まえ､ それに基づいた安全対策が適切に実施

されているか､ 十分に審査いただきたい｡

３. シビアアクシデント対策については､ その有効性と影響が適切に考慮されているかも含め､

十分に審査いただきたい｡

４. 安全対策については､ 施設・設備面だけでなく､ 組織・人員体制､ 手順､ 教育・訓練といっ

た人的な面についても､ 十分に審査いただきたい｡

５. 福島第一原子力発電所の事故の原因究明や調査の進捗に応じ､ 新たに得られた知見や国内外

の最新の知見については､ その都度､ 必要に応じて規制基準に反映するなど､ 原子力規制のよ

り一層の充実・強化に取り組んでいただきたい｡

６. 審査の結果については､ 島根県､ 松江市､ 出雲市､ 安来市､ 雲南市､ 鳥取県､ 米子市及び境

港市や､ その住民に対して､ 丁寧な説明を行っていただきたい｡

７. 原子力防災対策については､ 万が一の原子力災害に備えて､ 一般住民及び要支援者が迅速か

つ安全に避難できるよう､ 国が前面に立って必要な取組を進めていただきたい｡

経済産業省への要請内容 (H30.８.22)

島根原子力発電所３号機の新規制基準適合性申請について

島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定 (以下 ｢安全協定｣ という｡) 第６

条第２項に基づき､ 平成30年５月22日に中国電力㈱から本県に対して事前了解願いがありました

島根原子力発電所３号機の新規制基準適合性申請については､ 下記のとおりとします｡

記

１. 本県は､ 中国電力㈱が原子力規制委員会の審査を受けるため､ 島根原発３号機の新規制基準

適合性申請を行うことについて､ 了解しました｡
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２. 安全協定第６条第２項の規定に基づく最終的な了解については､ 原子力規制委員会による審

査終了後､ 貴省をはじめ､ 国の関係機関から安全性や必要性､ 住民の避難対策等について説明

を受けた後に判断します｡

３. 今回の中国電力㈱による原子力規制委員会への申請の了解に当たって､ 貴省におかれては､

別添の諸事項 (別添１) について適切に対応いただきますよう要請します｡

４. また､ 本県に対して出雲市､ 安来市､ 雲南市並びに米子市及び境港市の意見を踏まえた鳥取

県から意見 (別添２※) の提出があり､ これを添付しますので､ 適切に対応いただきますよう

お願いします｡

(別添１)

１. 原子力発電の必要性や国のエネルギー政策等について､ 島根県､ 松江市､ 出雲市､ 安来市､

雲南市､ 鳥取県､ 米子市及び境港市や､ その住民に対して､ 丁寧な説明を行っていただきたい｡

２. 使用済燃料の搬出や譲渡しが確実に行われるよう､ 引き続き､ 使用済燃料の処理・処分など

の核燃料サイクルの課題の解決に責任を持って取り組んでいただきたい｡

３. 原子力発電所の放射性廃棄物の処分については､ 発生者責任の原則を基本としつつ､ 国とし

ても､ 処分の円滑な実現に向け､ 取組を進めていただきたい｡

内閣府への要請内容 (H30.８.22)

島根原子力発電所３号機の新規制基準適合性申請について

島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定 (以下 ｢安全協定｣ という｡) 第６

条第２項に基づき､ 平成30年５月22日に中国電力㈱から本県に対して事前了解願いがありました

島根原子力発電所３号機の新規制基準適合性申請については､ 下記のとおりとします｡

記

１. 本県は､ 中国電力㈱が原子力規制委員会の審査を受けるため､ 島根原発３号機の新規制基準

適合性申請を行うことについて､ 了解しました｡

２. 安全協定第６条第２項の規定に基づく最終的な了解については､ 原子力規制委員会による審

査終了後､ 貴府をはじめ､ 国の関係機関から安全性や必要性､ 住民の避難対策等について説明

を受けた後に判断します｡

３. 今回の中国電力㈱による原子力規制委員会への申請の了解に当たって､ 貴府におかれては､

別添の諸事項 (別添１) について適切に対応いただきますよう要請します｡

４. また､ 本県に対して出雲市､ 安来市､ 雲南市並びに米子市及び境港市の意見を踏まえた鳥取

県から意見 (別添２※) の提出があり､ これを添付しますので､ 適切に対応いただきますよう

お願いします｡

(別添１)

１. 原子力防災対策については､ 万が一の原子力災害に備えて､ 一般住民及び要支援者が迅速か

つ安全に避難できるよう､ 国が前面に立って必要な取組を進めていただきたい｡

２. 原子力防災会議で了承された避難対策については､ 住民に対して丁寧な説明を行っていただ

きたい｡

※ いずれも覚書に基づき周辺自治体の意見を添付 (省略)
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島根原子力発電所１号機の廃止措置最終了解時の回答文書等

中国電力への回答内容 (H29.７.11)

島根原子力発電所１号機の廃止措置について (回答)

島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定 (以下 ｢安全協定｣ という｡) 第６

条第３項の規定に基づき､ 平成28年４月28日付け島原本広第79号で事前了解願いがあり､ 平成29

年４月19日付け原規規発第17041912号で原子力規制委員会より認可された島根原子力発電所１号

機の廃止措置計画 (以下 ｢計画｣ という｡) については､ 下記のとおり回答します｡

記

１. この計画に基づき､ 島根原子力発電所１号機の廃止措置を実施することを了解する｡

２. なお､ 今回の了解に当たっては､ 別添１の諸事項について適切に対応していただくよう要請

する｡

３. 出雲市､ 安来市､ 雲南市並びに米子市及び境港市の意見を踏まえた鳥取県から､ 別添２※の

意見の提出があり､ これを添付するので､ 適切に対応していただくよう要請する｡

(別添１)

１. 住民の安全確保及び環境の保全を図ることを最優先に､ 関係法令及び安全協定等を遵守し､

廃止措置を適切に実施すること｡

２. 島根県､ 松江市､ 出雲市､ 安来市､ 雲南市､ 鳥取県､ 米子市及び境港市 (以下 ｢関係自治体｣

という｡) などに対して､ 引き続き､ 丁寧な情報提供を行うこと｡

３. 使用済燃料の全量搬出・譲渡しの適切な実施について､ 引き続き具体的な検討を進めること｡

４. 廃止措置に伴い発生する放射性廃棄物の確実な処分について､ 引き続き具体的な検討を進め

ること｡

５. 地震等の自然災害や万が一の不測の事態への対応を含め､ 廃止措置の段階に応じた安全対策

を確実に講じること｡

６. 系統除染や設備の解体等､ 廃止措置の作業を進めるに当たっては､ 周辺環境への影響防止の

観点から､ 放射性物質の漏えい防止対策に万全を期すこと｡

７. 廃止措置に当たっての安全対策については､ 設備面での対応だけでなく､ 組織・人員体制､

教育及び訓練といった人的な対応に関しても､ 引き続き適切な取組を行うこと｡

８. 原子力防災対策については､ 万が一の原子力災害に備えて､ 一般住民及び要支援者が迅速か

つ安全に避難できるような対策を､ 関係自治体とよく連携して行うこと｡

９. 地元企業への工事発注など､ 地域振興に特段の配慮をするとともに､ その具体的な内容を明

らかにすること｡
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原子力規制委員会への要請内容 (H29.７.14)

島根原子力発電所１号機の廃止措置について

島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定第６条第３項に基づき､ 平成28年４

月28日に中国電力㈱から本県に対して事前了解願いがありました島根原子力発電所１号機の廃止

措置計画 (以下 ｢計画｣ という｡) については､ 下記のとおりとします｡

記

１. 本県は､ 中国電力㈱が､ 貴委員会が認可した計画に基づき廃止措置を実施することを了解し

ました｡

２. 今後､ 中国電力㈱が､ 廃止措置を実施するに当たって､ 貴委員会におかれては､ 別添の諸事

項 (別添１) について適切に対応いただきますよう要請します｡

３. また､ 本県に対して出雲市､ 安来市､ 雲南市から意見 (別添２※) の提出があり､ これを添

付しますので､ 適切に対応いただきますようお願いします｡

(別添１)

１. 廃止措置の実施に当たっては､ 住民の安全確保及び環境の保全の観点から厳格に確認を行っ

ていただきたい｡

２. 廃止措置中の適切な使用済燃料の管理や譲渡し､ 廃止措置に伴い発生する放射性廃棄物等の

管理や処分が適切に行われるよう､ 厳格に確認を行っていただきたい｡

３. 放射性廃棄物の規制基準を早急に確立していただきたい｡

４. 廃止措置の実施に当たっての安全対策については､ 設備面での対応だけでなく､ 組織・人員

体制､ 教育及び訓練といった人的な対応についても厳格に確認を行っていただきたい｡

５. 原子力防災対策については､ 万が一の原子力災害に備えて､ 一般住民及び要支援者が迅速か

つ安全に避難できるような対策を､ 国が前面に立って調整・支援していただきたい｡

内閣府への要請内容 (H29.７.14)

島根原子力発電所１号機の廃止措置について

島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定第６条第３項に基づき､ 平成28年４

月28日に中国電力㈱から本県に対して事前了解願いがありました島根原子力発電所１号機の廃止

措置計画 (以下 ｢計画｣ という｡) については､ 下記のとおりとします｡

記

１. 本県は､ 中国電力㈱が､ 原子力規制委員会により認可された計画に基づき廃止措置を実施す

ることを了解しました｡

２. 今後､ 中国電力㈱が､ 廃止措置を実施するに当たって､ 廃止措置に関しては､ 原子力防災対

策の課題があることから､ 貴府におかれては別添の諸事項 (別添１) について適切に対応いた
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だきますよう要請します｡

３. また､ 本県に対して出雲市､ 安来市､ 雲南市から意見 (別添２※) の提出があり､ これを添

付しますので､ 適切に対応いただきますようお願いします｡

(別添１)

原子力防災対策については､ 万が一の原子力災害に備えて､ 一般住民及び要支援者が迅速かつ

安全に避難できるような対策を､ 引き続き国が前面に立って調整・支援していただきたい｡

経産省への要請内容 (H29.７.14)

島根原子力発電所１号機の廃止措置について

島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定第６条第３項に基づき､ 平成28年４

月28日に中国電力㈱から本県に対して事前了解願いがありました島根原子力発電所１号機の廃止

措置計画 (以下 ｢計画｣ という｡) については､ 下記のとおりとします｡

記

１. 本県は､ 中国電力㈱が､ 原子力規制委員会により認可された計画に基づき廃止措置を実施す

ることを了解しました｡

２. 今後､ 中国電力㈱が､ 廃止措置を実施するに当たって､ 廃止措置に関しては､ 使用済燃料の

再処理等の課題があることから､ 貴省におかれては別添の諸事項 (別添１) について適切に対

応いただきますよう要請します｡

３. また､ 本県に対して出雲市､ 安来市､ 雲南市から意見 (別添２※) の提出があり､ これを添

付します ので､ 適切に対応いただきますようお願いします｡

(別添１)

１. 使用済燃料の搬出や譲渡しが確実に行われるよう､ 引き続き､ 使用済燃料の再処理等に国が

前面に立って取り組んでいただきたい｡

２. 原子力発電所の放射性廃棄物の処分については､ 発生者責任の原則を基本としつつ､ 国とし

ても､ 処分の円滑な実現に向け､ 取組を進めていただきたい｡

３. 原子力発電所については､ 廃止が決定された後も関係自治体においては､ 原子力安全・防災

対策などのために財政負担が引き続き生じること､ また､ 経済､ 雇用､ 財政等への影響への考

慮が必要であることから､ 電源三法交付金・補助金については､ 原子力発電所の撤去完了まで

を見据えた制度にしていただきたい｡

※ いずれも覚書に基づき周辺自治体の意見を添付 (省略)

�
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審査会合
開 催 日 議 題 中 電 説 明 会

開催日 (※１)
顧 問 会 議
開催日 (※２)

１ H26. 1.16 新規制基準適合性確認申請の概要 (－) H26. 2. 6 (１) H26. 5.28

２ H26. 1.28 上記申請内容に係る主要な論点 H26. 6. 5

３ H26. 2.20 (地) 敷地周辺陸域の活断層評価 (１) H26. 3.10

４ H26. 3.19 (地) 敷地周辺海域の活断層評価 (２) H26. 4.21

５ H26. 4. 9 (地) 敷地周辺海域の活断層評価

６ H26. 4.16 (地) 地下構造評価

７ H26. 5. 1 (地) 敷地周辺陸域及び敷地周辺海域の活断層評価 (３) H26. 5.16

８ H26. 6.27 (地) 震源を特定せず策定する地震動 (４) H26. 7. 1 (２) H26.11.12

９ H26. 7.22 (プ) 確率論的リスク評価 (ＰＲＡ) (５) H26. 8.12 H26.11.13

10 H26. 8. 5 (プ) 静的機器の単一故障に係る設計

11 H26. 8.28 (プ) フィルタベント (６) H26. 9.12

12 H26. 9. 5 (地) 地下構造評価

13 H26. 9.11 (プ) フィルタベント

14 H26. 9.30 (プ) 確率論的リスク評価 (ＰＲＡ) (７) H26.10.31

15 H26.10. 2 (プ) 事故シーケンスの選定

16 H26.10.14 (プ) 重大事故等対策の有効性評価

17 H26.10.16 (プ) 重大事故等対策の有効性評価

18 H26.10.23 (プ) 外部火災の影響評価

19 H26.10.30 (プ) 内部溢水の影響評価

20 H26.11. 6 (プ) 外部火災の影響評価 (８) H26.11.26

21 H26.11.13 (プ) 可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセ
スルート (３) H27. 3.11

22 H26.11.20 (プ) 重大事故等対策の有効性評価 H27. 3.12

23 H26.11.21 (地) 地下構造評価

24 H26.12. 4 (プ) 内部火災の影響評価 (９) H26.12.25

25 H26.12. 9 (プ) 重大事故等対策の有効性評価

－ H26.12.19 (プ) 現地調査

26 H27. 1.15 (プ) 重大事故等対策の有効性評価 (10) H27.2.12

27 H27. 1.16 (地) 敷地周辺陸域の活断層評価

28 H27. 1.27 (プ) 重大事故等対策の有効性評価

29 H27. 2. 3 (プ) 竜巻影響評価

－ H27. 2. 5 (地) 現地調査 (宍道断層端部付近､ 敷地地質)

－ H27. 2. 6 (地) 現地調査 (宍道断層端部付近､ 敷地地質)

30 H27. 2.10 (プ) 緊急時対策所
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審査会合
開 催 日 議 題 中 電 説 明 会

開催日 (※１)
顧 問 会 議
開催日 (※２)

31 H27. 2.19 (プ) 誤操作防止､ 安全避難通路､ 安全保護回路等 (11) H27. 3.16

32 H27. 2.24 (プ) 原子炉冷却材圧力バウンダリ

33 H27. 2.26 (プ) フィルタベント

34 H27. 3. 3 (プ) 重大事故対策の有効性評価

35 H27. 3. 5 (プ) 静的機器の単一故障に係る設計

36 H27. 3. 6 (地) 地下構造評価

37 H27. 3.17 (プ) 重大事故等対策の有効性評価 (12) H27.4.17 (４) H27.7.14

38 H27. 3.19 (プ) 外部火災の影響評価 H27.7.22

39 H27. 3.24 (プ) 通信連絡設備

40 H27. 3.31 (プ) 竜巻影響評価

41 H27. 4. 2 (プ) 監視設備及び監視測定設備

42 H27. 4. 7 (プ) フィルタベント

43 H27. 4. 9 (プ) 竜巻影響評価

44 H27. 4.21 (プ) 共用に関する設計上の考慮 (13) H27.5.29

45 H27. 4.24 (地) 敷地の地質・地質構造

46 H27. 5.12 (プ) シビアアクシデント解析コード

47 H27. 5.15 (地) 敷地周辺海域の活断層評価

48 H27. 5.21 (プ) 内部溢水の影響評価

49 H27. 5.28 (プ) フィルタベント

50 H27. 6. 2 (プ) 誤操作防止､ 安全避難通路､ 安全保護回路等 (14) H27.7.10

51 H27. 6. 9 (プ) シビアアクシデント解析コード

52 H27. 6.11 (プ) 中央制御室等

53 H27. 6.12 (地) 火山影響評価

54 H27. 6.19 (地) 敷地周辺陸域の活断層評価

55 H27. 6.23 (プ) シビアアクシデント解析コード

56 H27. 6.30 (プ) 確率論的リスク評価 (ＰＲＡ)

57 H27. 7. 2 (プ) 確率論的リスク評価 (ＰＲＡ)

58 H27. 7. 9 (プ) 審査の進め方､ 外部事象の考慮

59 H27. 7.14 (プ) 事故シーケンスの選定 (15) H27.9.3 (５) H27.11.19

60 H27. 7.16 (プ) 事故シーケンスの選定

61 H27. 7.21 (プ) フィルタベント

62 H27. 7.28 (プ) 火災防護

63 H27. 7.31 (地) 敷地周辺陸域及び敷地周辺海域の活断層評価

64 H27. 8. 4 (プ) 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止する
ための設備

65 H27. 8. 6 (プ) 審査の進め方､ 火災防護

66 H27. 9. 9 (地) 敷地周辺陸域の活断層評価 (16) H27.12.22
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審査会合
開 催 日 議 題 中 電 説 明 会

開催日 (※１)
顧 問 会 議
開催日 (※２)

67 H27.10.15 (プ) シビアアクシデント解析コード

－ H27.10.29 (地) 現地調査 (宍道断層端部付近)

－ H27.10.30 (地) 現地調査 (宍道断層端部付近)

68 H27.11.20 (地) 敷地周辺海域の活断層評価 (国交省調査報告書
を踏まえた活断層評価) (６) H28.5.20

69 H27.12.16 (地) 敷地周辺陸域の活断層評価

70 H28. 1.15 (地) 敷地の地質・地質構造 (17) H28.1.28

71 H28. 1.29 (地) 敷地周辺陸域の活断層評価 (18) H28.4.21

72 H28. 3.31 (プ) 審査の進め方

73 H28. 4.21 (プ) 審査の論点及び審査の進め方 (19) H28.7.22

74 H28. 4.28 (地) 火山影響評価

75 H28. 5.13 (地) 震源を特定して策定する地震動

76 H28. 5.26 (プ) 耐震重要度分類の変更 (７) H28.10.24

77 H28. 7.12 (プ) 耐震重要度分類の変更､ 重大事故等対策の有効
性評価 H28.10.25

78 H28. 8.25 (プ) 重大事故等対策の有効性評価 (20) H28.9.27

79 H28. 9.15 (プ) 重大事故等対策の有効性評価

80 H28.11.11 (地) 震源を特定して策定する地震動 (21) H29.1.25 (８) H29.10.12

81 H28.11.17 (プ) 耐震設計の論点 H29.10.13

82 H28.12.16 (地) 基準津波の策定

83 H29. 2.17 (地) 震源を特定して策定する地震動 (22) H29.7.13

84 H29. 6. 9 (地) 震源を特定して策定する地震動

85 H29. 7.28 (地) 震源を特定して策定する地震動 (23) H30.2.20

86 H29. 9.29 (地) 震源を特定して策定する地震動

87 H29.10.27 (地) 震源を特定して策定する地震動 (９) H30.3.14

88 H29.12. 1 (地) 震源を特定して策定する地震動

89 H30. 2. 2 (地) 基準地震動の策定

90 H30. 2.16 (地) 基準地震動の策定 (確定)

91 H30. 4. 6 (地) 基準津波の策定 (24) H30.11.1 (10) H30.11.7

92 H30. 4.27 (地) 基準地震動の年超過確率の参照

93 H30. 5.25 (地) 基準津波の策定

94 H30. 6. 1 (地) 基準地震動の年超過確率の参照

95 H30. 7.20 (地) 基準津波の策定

96 H30. 9.28 (地) 基準津波の策定 (確定)

－ H30.11.15 (プ) 現地調査 (25) H31.3.18 (11) R元. 8. 1

97 H30.12.14 (地) 基準津波に伴う砂移動評価､ 基準津波の年超過
確率の参照
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審査会合
開 催 日 議 題 中 電 説 明 会

開催日 (※１)
顧 問 会 議
開催日 (※２)

98 H30.12.18 (プ) 補足説明資料 (まとめ資料) における追而

99 H31. 1.18 (地) 基準津波の年超過確率の参照

100 H31. 2. 5 (プ) 不法侵入防止､ 誤操作防止､ 安全保護回路等

101 H31. 2.26 (プ) 耐津波設計方針

102 H31. 3.14 (プ) 外部火災､ 保安電源設備

103 H31. 4. 4 (プ) その他外部事象､ 燃料プール､ 安全施設 (26) H31. 4.22

104 H31. 4. 9 (プ) 耐震設計方針､ 確率論的リスク評価

105 R元. 5. 9 (プ) 内部溢水､ 竜巻､ 重大事故シーケンス選定 (27) R元. 6.14

106 R元. 5.21 (プ) 耐津波設計方針

107 R元. 5.30 (プ) 内部火災､ 安全施設

108 R元. 6.11 (プ) 重大事故等対策の有効性評価 ※３

109 R元. 6.18 (プ) 耐震設計方針 (28) R元. 7.12

110 R元. 6.27 (プ) 耐津波設計方針､ 竜巻

111 R元. 6.28 (地) 基準津波 (１号放水口連絡通路防波扉位置の入
力津波)

112 R元. 7. 2 (プ) 地滑り､ 土砂崩れ､ 耐津波設計方針

113 R元. 7. 9 (プ) 重大事故等対策の有効性評価 ※３

114 R元. 7.25 (プ) 内部溢水､ 重大事故等対策の有効性評価 ※３ (29) R元. 9.27

115 R元. 8. 1 (プ) 耐震設計方針

116 R元. 8.22 (プ) 外部火災､ 内部火災

117 R元. 8.27 (プ) 耐震設計方針

118 R元. 8.30 (地) 斜面安定性評価

119 R元. 9. 5 (プ) 耐震設計方針

120 R元. 9.12 (プ) 竜巻､ その他外部事象

121 R元. 9.13 (地) 基準津波 (１号放水口連絡通路防波扉位置の入
力津波)

－ R元. 9.20 (地) 現地調査 (防波壁端部地山の斜面安定性等)

122 R元.10. 1 (プ) 外部火災､ 内部火災､ 安全施設 (30) R元.12.13

123 R元.10. 8 (プ) 耐震設計方針､ 重大事故等対策の有効性評価 ※３

124 R元.10.24 (プ) 耐震設計方針

125 R元.10.29 (プ) 内部溢水

126 R元.10.31 (プ) 耐津波設計方針､ 重大事故等対策の有効性評価 ※３



� 島根原子力発電所２号機の特定重大事故等対処施設等� 島根原子力発電所３号機

※１ 関係自治体を対象とした中国電力 (株) 主催の審査状況等説明会

※２ 島根県原子力安全顧問会議 (日付が２つ記載してある場合は､ 関東､ 関西の２地区で開催)

(地) ：地震・津波等関係､ (プ) ：プラント関係

※３ 審査項目のうち有効性評価については､ 一連の評価が固まってからまとめて説明を受け

る (予定)
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審査会合
開 催 日 議 題 中 電 説 明 会

開催日 (※１)
顧 問 会 議
開催日 (※２)

127 R元.11.12 (プ) 耐震設計方針､ 重大事故等対策の有効性評価 ※３

128 R元.11.14 (プ) 耐震設計方針

129 R元.11.22 (地) 斜面安定性評価

130 R元.11.28 (プ) 重大事故等対策の有効性評価 ※３

131 R元.12. 5 (プ) 有毒ガス防護

132 R元.12.10 (プ) 重大事故等対策の有効性評価､ 耐震設計方針 ※３

133 R元.12.17 (プ) 耐震設計方針

134 R元.12.24 (プ) 可搬型重大事故等対処設備の保管場所及びアク
セスルート

135 R2. 1.21 (プ) 耐震設計方針

136 R2. 1.23 (プ) 重大事故等対策の有効性評価 ※３

137 R2. 1.24 (地) 火山影響評価

138 R2. 1.28 (プ) 耐津波設計方針

139 R2. 2. 4 (プ) 有毒ガス防護

140 R2. 2. 6 (プ) 重大事故等対策の有効性評価 ※３

141 R2. 2.13 (プ) 耐震設計方針

142 R2. 2.20 (プ) 重大事故等対策の有効性評価 ※３

143 R2. 2.25 (プ) 耐津波設計方針

144 R2. 2.28 (プ) 斜面安定性評価

審 査 会 合
開 催 日 議 題 中 電 説 明 会

開催日 (※１)
顧 問 会 議
開催日 (※２)

H28. 9.13 新規制基準適合性確認申請の概要 H28. 9.27 H28.10.24

審 査 会 合
開 催 日 議 題 中 電 説 明 会

開催日 (※１)
顧 問 会 議
開催日 (※２)

H30. 9. 4 新規制基準適合性確認申請の概要 H30.11. 1 H30.11. 7

H30.11.16 (プ) 現地調査
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放射性固体廃棄物の運転管理状況

令和２年２月末現在

196

ドラム缶※１ その他の種類※２

発生量
(本)

減容量
(本) ※３

発電所外
搬出※４

累積保管量
(本)

発生量
(本相当)

減容量
(本相当)

累積保管量
(本相当)

～平成４年度 － － 0 － － － －

平成５年度 － － 1,600 － － － －

平成６年度 － － 1,280 － － － －

平成７年度 － － 1,600 23,723 － － 4,243

平成８年度 2,090 770 1,600 23,443 517 18 4,742

平成９年度 1,156 1,073 1,600 21,926 674 265 5,151

平成10年度 888 476 1,600 20,738 154 355 4,950

平成11年度 1,504 657 1,080 20,505 153 100 5,003

平成12年度 3,286 1,210 0 22,581 813 94 5,722

平成13年度 1,359 737 0 23,203 411 30 6,103

平成14年度 1,718 3,055 0 21,866 77 88 6,092

平成15年度 4,326 3,513 0 22,679 108 72 6,128

平成16年度 3,891 3,053 888 22,629 184 356 5,956

平成17年度 2,344 2,471 1,280 21,222 330 562 5,724

平成18年度 4,154 2,719 1,280 21,377 158 615 5,267

平成19年度 3,841 1,617 1,040 22,561 287 716 4,838

平成20年度 2,994 2,777 0 22,778 356 685 4,509

平成21年度 3,135 2,022 1,280 22,611 151 772 3,888

平成22年度 3,820 2,064 0 24,367 164 703 3,349

平成23年度 3,142 1,866 1,280 24,363 319 450 3,218

平成24年度 3,140 2,562 616 24,325 136 699 2,655

平成25年度 2,488 1,669 608 24,536 472 830 2,297

平成26年度 3,203 1,729 0 26,010 88 242 2,143

平成27年度 4,050 227 0 29,833 172 348 1,976

平成28年度 3,720 2,179 0 31,374 58 254 1,771

平成29年度 3,220 2,047 0 32,547 116 140 1,747

平成30年度 3,111 1,773 440 33,445 17 103 1,661

令和元年度 1,384 1,114 376 33,339 111 44 1,728

合 計 67,964 43,380 19,448 － 6,026 8,541 －

※１ ドラム缶＝200㍑入
※２ ドラム缶につめられない大型配管廃材等で､ 本数はドラム缶に詰めた場合の換算
※３ 可燃物の焼却処理や不燃物の切断､ 溶融処理等により減少した量
※４ 低レベル放射性廃棄物埋設センター (青森県六ヶ所村) への搬出
※５ 令和元年度は10月末現在の数値



新燃料の輸送状況

令和２年２月末現在

(単位：体)
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１号機 ２号機 ３号機

輸

送

回

点

検

回

輸

送

日

輸

送

量

輸

送

回

点

検

回

輸

送

日

輸

送

量

輸

送

回

点

検

回

輸

送

日

輸

送

量

1
～
13

初

装

荷

S47.10.6
～

S47.11.30
404

1
～
3

初

装

荷

S62.6.2
S62.6.16
S62.6.20

564
1
～
4

初

装

荷

H22.9.9
H22.10.1
H22.11.19
H22.11.26

886

14
1

S49.5.10
56

4
1

H1.6.8
240

15 S49.5.15 5 H1.6.14

16

2

S50.11.28

76

6
2

H2.8.29
176

17 S50.12. 5 7 H2.9.5

18 S50.12.12 8 3 H4.5.19 188

19 3 S51.11.26 88 9 4 H5.10.13 180

20 4 S52.10.25 60 10 5 H6.9.20 160

21 5 S53.11.14 84 11 6 H8.6.21 152

22 6 S54.11.13 64 12 7 H9.7.2 152

23 7 S55.11.12 72 13 8 H10.12.9 148

24 8 S56.11.11 104 14 9 H12.5.31 148

25 9 S58.4.1 96 15 10 H13.10.10 148

26 10 S59.4.26 112 16 11 H14.11.28 140

27 11 S60.10.8 80 17 12 H16.6.16 136

28 12 S61.10.7 96 18 13 H17.6.22 100

29 13 S63.5.12 76 19 13 H17.11.25 24

30 14 H1.6.8 64 20 14 H18.10.31 64

31 15 H2.8.29 104 21 14 H19.4.17 32

32 16 H3.10.24 88 22 15 H20.4.17 152

33 17 H5.8.5 88 23 16 H21.11.10 104

34 18 H6.6.3 52 24 17 H23.7.6 128

35 19 H7.10.6 84

36 20 H9.6.18 92

37 21 H10.12.2 84

38 22 H12.3.15 84

39 23 H13.10.23 72

40 24 H15.5.23 72

41 25 H16.11.26 80

42 26 H17.11.25 80

43 27 H19.9.27 92

44 28 H20.11.14 68

45 29 H21.11.10 36

46※ － H30.9.6 92

計 2,800 3,136 886

※廃止措置に伴う加工事業者への譲渡しのための輸送



使用済燃料の管理・輸送状況

令和２年２月末現在

(単位：体)
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年度

１号機 ２号機

発生 輸送
保管
累計

発生 輸送
保管
累計国内 英国 仏国 国内 英国 仏国

S49

S50

S51 136 136

S52 64 200

S53 68 268

S54 76 68 68 276

S55 76 68 68 284

S56 84 68 68 300

S57 96 34 34 362

S58 76 438

S59 108 546

S60 76 42 34 470

S61 72 110 34 42 34 432

S62 88 112 36 42 34 408

S63 88 76 42 34 420

H元 92 76 42 34 436 8 8

H２ 110 34 42 34 326 340 348

H３ 92 110 34 42 34 308 240 588

H４ 96 136 34 102 268 70 70 518

H５ 72 84 84 256 164 128 128 554

H６ 34 34 222 164 70 70 648

H７ 60 136 68 68 146 156 804

H８ 88 234 160 964

H９ 92 326 964

H10 326 160 1,124

H11 84 410 148 1,272

H12 410 144 1,416

H13 80 144 144 346 1,416

H14 80 144 144 282 144 1,560

H15 80 362 92 1,652

H16 110 110 252 1,652

H17 80 88 88 244 124 1,776

H18 244 124 192 192 1,708

H19 64 308 1,708

H20 52 110 110 250 116 1,824

H21 72 322 132 1,956

H22 322 1,956

H23 322 1,956

H24 322 1,956

H25 322 1,956

H26 322 1,956

H27 400 722 1,956

合計 2,616 1,894 1,108 378 408 － 2,416 460 192 140 128 －

※ ｢輸送｣ は､ 国内外の再処理工場への輸送量
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島根県原子力関係行政組織図

令和２年４月現在
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島根県の原子力行政における主な経過

令和２年２月末現在
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年 月 日 事 柄

昭和38年
(1963)
昭和39年
(1964)

昭和40年
(1965)
昭和41年
(1966)

昭和42年
(1967)

昭和43年
(1968)

昭和44年
(1969)

昭和45年
(1970)

昭和46年
(1971)

４. １
11. 15
10. 27

11. 20
２. １
２. 22
10. 11
11. １
11. 17

11. 18
５. 12
９. １
９. 22
９. 24
10. ２
11. 15
11. 21
２. ５
３.
４. １
５. 29
６. 22
８. １
９.
４. １
５. 23
５. 26
９.
11. 13
２. ２
２. 10
５.

７. ６

８. １
10. 13

11. 12
３. ６

４. ９
４. 15

４. 30
９. 16

水産商工部工業開発課､ 原子力発電に関する事務を担当
益田市高津地区の原子力発電所立地調査委託契約
島根県原子力発電調査委員会 (以下 ｢県原発調査委員会｣ という｡) 規則
(島根県規則第69号) 制定
江津市黒松地区の原子力発電所立地調査委託契約
県原発調査委員会委員の任命発令 (13名)
第１回県原発調査委員会開催 (以降S43.７月まで６回開催)
中国電力が､ 島根半島に原子力発電所を建設したい旨の意向表明
企画部開発課新設､ 原子力発電に関する事務を担当
中国電力が､ １号機建設計画 (鹿島町輪谷) について申入れ
県から関係先へ中国電力の意向伝達
県議会全員協議会で中国電力が原子力発電所建設計画大綱を説明
原子力発電に関する講演会開催 (水産会館)
水産試験場､ 温排水の影響に関する事前調査を水産試験船により開始
漁業影響に関する講演会開催 (御津､ 片句)
原子力発電所建設に関する意向調査実施 (御津～9.30)
原子力発電所建設に関する意向調査実施 (片句～10.18)
意向調査結果説明会 (御津)
意向調査結果説明会 (片句)
中国電力が､ 原子力発電所建設準備本部開設
温排水調査充実のため試験船 ｢やそしま｣ を新建造
水産試験場､ 鹿島浅海分場を鹿島町内に新設､ 温排水調査体制を充実
原子力発電に関する講演会開催 (鹿島中学)
島根県原子力発電所建設推進本部設置 (本部長知事､ S45年度まで)
企画部企画課､ 機構改革により原子力発電所関係事務を担当
鹿島浅海分場に､ 浅海生物調査船 ｢かしま｣ を新建造
環境放射能調査担当職員を採用
第50回電源開発調整審議会､ １号機を基本計画に組み入れ
中国電力が､ 原子炉設置許可申請 (１号機建設)
衛生研究所屋上に ｢放射能センター｣ を建設
原子炉設置許可 (１号機建設)
中国電力が､ 原子力発電所建設本部開設
工事計画認可 (１号機)､ 工事着工
島根県地域防災計画 (S38.6月制定､ 以下 ｢県防災計画｣ という｡) に放射
性物質放出災害予防に関する事項を記載
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (１号機補助保護機能インターロッ
ク及びスクラム時平均挿入時間変更)
衛生研究所に､ 放射能科新設､ 環境放射能監視体制を充実
原子炉設置変更許可 (１号機補助保護機能インターロック及びスクラム時
平均挿入時間変更)
１号機原子炉格納容器据付開始
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (１号機主蒸気隔離弁の漏洩率記載､
ポイズンカーテン数変更)
１号機原子炉格納容器耐圧試験
原子炉設置変更許可 (１号機主蒸気隔離弁の漏洩率記載､ ポイズンカーテ
ン数変更)
１号機原子炉格納容器据付完了
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (１号機ドライウェル内ガス冷却装
置数変更)
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年 月 日 事 柄

昭和47年
(1972)

昭和48年
(1973)

昭和49年
(1974)

昭和50年
(1975)

昭和51年
(1976)

11. ８
２. 15

３. 26
３. 27

３. 30
５. ４
６. 14

７.
７. 17
８. １

８. 16
１. 23

２. 15

３. ５

４.
５. 25

６. １
６. ６

６. 14
８. １
10. 26
11. 10

12. ７

１. 14

２.
３. 29
４. １
12. ６

３. ３
３. 10
５. 12
７. ８
８. 20
12. 22
２. 25
３. 30

５. 26

６. 25

原子炉設置変更許可 (１号機ドライウェル内ガス冷却装置数変更)
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (１号機活性炭式希ガス・ホールド
アップ装置設置)
１号機原子炉圧力容器吊込
島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定 (以下 ｢安全協
定｣ という｡) 締結
１号機発電機搬入
原子炉設置変更許可 (１号機活性炭式希ガス・ホールドアップ装置設置)
島根原子力発電所環境放射能等測定技術会 (環境放射能部会､ 温排水部会)
発足
安全協定に基づく環境放射能等測定計画による事前調査開始
１号機タービン据付開始
機構改革により企画部廃止､ 企画調整室となる
衛生研究所を衛生公害研究所へ改称
１号機原子炉圧力容器耐圧試験
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (１号機逃し弁形式変更､ 床ドレン
脱塩器及びサプレッションプール水等の一時貯留タンク設置)
中国電力設置のサイト外モニタリングポスト４基のうち２基 (御津､ 古浦)
が､ 県管理となる
原子炉設置変更許可 (１号機逃し弁形式変更､ 床ドレン脱塩器及びサプレッ
ションプール水等の一時貯留タンク設置)
県防災計画の原子力防災関係事項について一部体系整備を行う
島根県原子力発電所周辺環境安全対策協議会 (以下 ｢安対協｣ という｡)
を設置
１号機臨界
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (１号機空気抽出機排ガス処理方法
及び低圧タービン軸封蒸気系の変更)
第１回安対協 (以降定例会は２回/年開催)
公害課に放射能調査係新設､ 原子力発電所の運転開始に対応
S47.3.27締結の安全協定を改正
島根原子力発電所に対する国の駐在係官の配置について科学技術庁及び通
商産業省へ要請
県が斡旋人と成り､ 松江市､ 島根町､ 中国電力が ｢島根原子力発電所建設
運転に伴う情報連絡並びに立入調査等に関する協定｣ を締結
原子炉設置変更許可 (１号機空気抽出機排ガス処理方法及び低圧タービン
軸封蒸気系の変更)
発電所排水口付近で ｢うるみ｣ 現象発生､ 調査開始
１号機営業運転開始
企画部開発課新設､ 発電用施設周辺地域の整備に関する事務を担当
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (１号機ポイズンカーテン取出数及
び時期変更)
原子炉設置変更許可 (１号機ポイズンカーテン取出数及び時期変更)
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (１号機固体廃棄物貯蔵所増設)
原子炉設置変更許可 (１号機固体廃棄物貯蔵所増設)
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (１号機８×８燃料採用)
科学技術庁が､ 島根原子力連絡調整官事務所を松江市に設置
中国電力が､ ２号機増設に伴う事前調査の申入れ
原子炉設置変更許可 (１号機８×８燃料採用)
２号機の事前調査を了解
明日のエネルギー展開催 (商工会館～4.4)
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (１号機使用済燃料貯蔵架台増設及
び安全弁排気管設置)
平常時の原子力発電所敷地内における測定試料の提供を中国電力に要請
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年 月 日 事 柄

昭和52年
(1977)

昭和53年
(1978)

昭和54年
(1979)

昭和55年
(1980)

昭和56年
(1981)

９. ４

10. １
12. １

12. 20
４. １

５. 31

６. ２
11. 29
１. 10

４.
９. ８

３. 28
４.
６. １

６. 12

６. 21
７. 12

８. 30
10. 24

11. 24
３.
６.
７. 28
７. 31

８. ６

９. １
９. ４
12. 24
１. 28
２. ３
２. ４

２. 24
３. 11

３. 16
３. 19
３. 20
３. 25

原子炉設置変更許可 (１号機使用済燃料貯蔵架台増設及び安全弁排気管設
置)
衛生公害研究所を西浜佐陀町へ移転
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (１号機廃棄物処理設備及び被ばく
評価の見直し並びに炉心の熱特性評価方法変更)
中国電力が､ 6.25付要請に対し測定試料を提供する旨回答
モニタリングポスト (御津､ 古浦､ 西浜佐陀) のテレメータシステム運用
開始
原子炉設置変更許可 (１号機廃棄物処理設備及び被ばく評価の見直し並び
に炉心の熱特性評価方法変更)
原子力発電に関するシンポジウム開催 (県民会館)
原子力発電の安全対策に関する説明会開催 (農林会館)
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (１号機仕様変更後の燃料集合体の
一部採用､ 可燃性ガス濃度制御系追加及び使用済燃料貯蔵設備の貯蔵能力
増加)
環境放射能測定結果について ｢目やすレベル｣ の考え方を導入
原子炉設置変更許可 (１号機仕様変更後の燃料集合体の一部採用､ 可燃性
ガス濃度制御系追加及び使用済燃料貯蔵設備の貯蔵能力増加)
米国スリーマイルアイランド原子力発電所で事故発生
モニタリングカーによる測定結果について ｢目やすレベル｣ を設定
島根県防災会議､ 県防災計画の原子力防災関係事項について見直し検討を
同会議原子力防災部会に付託
県防災計画を補完運用するものとして原子力発電所防災対策暫定取扱要綱
を決定
島根原子力発電所へ常駐検査官が派遣される
中央防災会議において ｢原子力発電所等に係る防災対策上当面とるべき措
置について｣ を決定
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (１号機固体廃棄物貯蔵所の増設)
安全協定の運用に関し ｢島根原子力発電所に関する通報基準｣ 等について
申し合わせ
原子炉設置変更許可 (１号機固体廃棄物貯蔵所の増設)
国が､ ｢緊急時の環境モニタリングマニュアル (原案)｣ を提示
通商産業省が､ 島根運転管理専門官事務所を松江市に設置
中国電力が､ 安全協定に基づく事前了解願いを提出 (２号機増設)
中央防災会議会長が､ 島根県防災会議会長に ｢原子力発電所周辺の防災対
策について (S55.6.30原子力安全委員会決定)｣ を通知
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (１号機サイトバンカ及び雑固体廃
棄物焼却設備設置)
県原発調査委員会委員の任命発令 (20名)
県原発調査委員会に２号機増設について諮問
島根県防災会議原子力防災部会､ 原子力防災計画案を承認
２号機に関する第１次公開ヒアリング開催 (鹿島町武道館)
覚書を締結 (放射性廃棄物の廃棄施設の新増設の際は事前協議すること)
中国電力が､ 安全協定に係る覚書に基づく事前協議 (サイトバンカ・雑固
体廃棄物焼却設備の設置)
県原発調査委員会が､ ２号機増設を可とする答申
原子炉設置変更許可 (１号機サイトバンカ及び雑固体廃棄物焼却設備設置)
国が､ ２号機の電源開発基本計画組み入れについて照会
上記について､ 鹿島町､ 松江市､ 島根町へ照会
鹿島町外２市町から同意する旨の回答 (～3.17)
国へ電源開発基本計画組み入れについて回答
2.4の協議に対する同意
県､ 鹿島町､ 松江市､ 島根町の間に緊急時連絡網 (ファクシミリ) 開通
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年 月 日 事 柄

昭和57年
(1982)

昭和58年
(1983)

昭和59年
(1984)

昭和60年
(1985)

昭和61年
(1986)

３. 26
４. １
４.
４.
４. 22

５. ８

６. 30
７. １
８. 11
８. 18
２. 25
３.
４.

４. 27
12. ８

12. 13
３. 17
３. 25

４.
５. 13
６. 10

７. 25

７. 28
９. 22
10. ６
10. 11
11. １
２. 24
４. １
６. 14
７. 14

７. 23
９. 19
11. ８
12. 12

１. 11
４.
５. ８
５. 15

12. ５

第84回電源開発調整審議会､ ２号機を基本計画に組入れ
企画部にエネルギー対策室新設､ 電源立地に係る連絡調整に関する事務担当
放射線監視テレメータシステムの運用拡大 (大芦､ 末次､ 佐陀本郷)
モニタリングポストのモニタリングステーション化を図る (御津､ 古浦)
日本原子力発電敦賀発電所事故に関して､ 島根原発一般排水路等の放射能
調査
内閣総理大臣､ 災害対策基本法に基づき原子力防災計画案を承認 (S56.2.12
内閣総理大臣に協議)
島根県防災会議､ 原子力防災計画を正式決定
国 (科学技術庁､ 資源エネルギー庁) と県との間にファクシミリ開通
２号機増設の事前了解について回答
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (２号機増設)
衛生公害研究所にファクシミリ開通
温排水調査船 ｢やそしま｣ 新建造
放射線監視テレメータシステムの運用拡大 (北講武､ 片句､ 深田北)
深田北はモニタリングステーションとして新設
第１回島根県原子力防災訓練を実施 (以降定期的に実施)
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (１号機新型８×８燃料採用及び使
用済燃料の処分方法変更)
原子力防災対策用拡散予測調査の風洞実験委託 (電力中央研究所)
島根県労働組合評議会等と第２次公開ヒアリングの開催について協定締結
原子力防災計画の第１次修正､ 県防災計画 (原子力災害編) に名称変更
(以降H29.12月まで18回修正)
モニタリングポストの ｢目やすレベル｣ を設定
２号機に関する第2次公開ヒアリング開催 (県立武道館) (～5.14)
原子炉設置変更許可 (１号機新型８×８燃料採用､ 使用済燃料の処分方法
変更)
原子力安全委員会が､ 新しい ｢環境放射線モニタリングに関する指針｣ を
決定
風洞実験の結果が報告される
原子炉設置変更許可 (２号機増設)
中国電力が､ 工事計画認可申請 (２号機)
中国電力が､ 土捨場用地の保安林解除申請
島根原子力発電所に関する通報基準 (モニタリングポスト) の一部改正
工事計画認可 (２号機)､ 工事着工
企画部に地域対策課新設､ エネルギー対策室廃止
原子力安全委員会が､ ｢緊急時環境放射線モニタリング指針｣ 決定
島根原子力発電所に関する通報基準の一部改正 (サイトバンカ建物排気筒
モニタ)
雑固体廃棄物焼却設備使用開始
保安林解除に係る聴聞会開催 (鹿島町立恵曇老人福祉センター)
土捨場用地の保安林解除告示
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (２号機タービンバイパス系容量変
更)
２号機原子炉建物基礎工事開始
島根原子力発電所２号機温排水事前調査開始
原子炉設置変更許可 (２号機タービンバイパス系容量変更)
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (1,2号機新８×８ジルコニウムライ
ナ燃料採用､ 使用済樹脂及びフィルタスラッジの一部焼却処理並びに安全
保護回路の補助保護機能の一部変更)
原子炉設置変更許可 (1,2号機新８×８ジルコニウムライナ燃料採用､ 使用
済樹脂及びフィルタスラッジの一部焼却処理並びに安全保護回路の補助保
護機能の一部変更)
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年 月 日 事 柄

昭和62年
(1987)
昭和63年
(1988)
平成１年
(1989)
平成２年
(1990)

平成３年
(1991)

平成４年
(1992)
平成５年
(1993)

平成６年
(1994)

平成７年
(1995)

４. １
12. 10
３. 17
８. ９
２. 10

11. 27

12. 20

12. 21

３. 29
10. 15

４. 18
５. 15
４. １
４. 12
10. 19
１. 14

１. 26
１. 28
２. １
２. 17
２. 22
３. 30

３. 31
６. 16

６. 24
６. 27
７. ４
７. 27
10. 21

10. 24

１. 17
２. 16

６. 19

６. 21
７. １
９. 28
９. 29

10. ２

企画部に土地資源対策課新設､ 地域対策課廃止
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (1,2号機新型制御棒採用)
島根原子力発電所に関する通報基準の一部改正 (２号機用通報基準の追加)
原子炉設置変更許可 (1,2号機新型制御棒採用)
２号機営業運転開始

安対協委員 (７名)､ 顧問 (２名) が､ 新燃料工場 (ニュークリアフュエ
ル (株)) を視察 (～11.28) (以降､ H5.10月まで５回実施)
航空機が発電所上空の飛行を余裕をもって確実に回避するための補助手段
として２号排気筒に灯火を設置し､ 運用開始
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (1,2号機高燃焼度８×８燃料採用及
び使用済燃料の国内再処理委託先の変更)
１号機スタックモニター通報基準の改正
原子炉設置変更許可 (1,2号機高燃焼度８×８燃料採用及び使用済燃料の国
内再処理委託先の変更)
科学技術庁から ｢核物質の輸送に係る情報の取り扱いについて｣ の通知
安全協定運用に関する申し合わせ事項を改定
環境保全課に原子力安全対策係を新設
環境放射線監視データ表示施設運用開始 (県民室において放映)
ロシアの放射性廃棄物海洋投棄について関係省庁へ要望
中国電力が､ 安全協定に係る覚書に基づく事前協議 (1,2号機洗濯廃液処理
設備の変更)
島根県原子力発電行政連絡協議会常任会議開催
1.14の事前協議に対し回答
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (1,2号機洗濯廃液処理設備の変更)
鹿島町が､ 中国電力に対し３号機増設を要請
島根県原子力発電行政連絡協議会常任会議開催
島根県原子力発電行政連絡協議会常任会議開催 (中国電力から､ アクシデ
ントマネジメント検討結果について事前説明)
中国電力が､ アクシデントマネジメントの検討結果を通産省へ報告
島根県原子力発電行政連絡協議会常任会議開催 (原子力開発利用長期計画
について､ 国から説明)
新原子力開発利用長期計画の決定公表 (原子力委員会決定)
安対協各委員へ新原子力開発利用長期計画を送付
県議会厚生商工委員会で新原子力開発利用長期計画の概要を報告
原子炉設置変更許可 (1,2号機洗濯廃液処理設備の変更)
中国電力が､ 鹿島町に３号機増設に係る事前調査を実施したい旨回答
中国電力が､ 関係３漁協 (恵曇漁協､ 御津漁協､ 島根町漁協) へ事前調査
申入れ､ 県・関係市町へ協力要請
アクシデントマネジメントの整備について通産省が検討結果を公表 (同日
に原子力安全委員会へ報告)
兵庫県南部地震発生
島根原子力発電所の地震対策に対する安全性・信頼性向上について､ 必要
な措置を早急に講じるよう､ 国及び中国電力に対して申入れ
中国電力が､ ３号機増設に係る事前調査の実施について関係３漁協の同意
を得る
中国電力が､ 関係３漁協の同意を得たことを県に報告
中国電力が､ ３号機増設に係る事前調査開始 (～H8.8.7)
島根県原子力発電行政連絡協議会常任会議開催
原子力施設耐震安全検討会が､ 検討結果報告書を原子力安全委員会へ報告
国が､ 指針策定前の原子力施設の耐震安全性の確認結果を原子力安全委員
会へ報告
県議会環境厚生委員会報告 (原子力施設耐震安全検討会の報告書の概要を報告)
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年 月 日 事 柄

平成８年
(1996)

平成９年
(1997)

平成10年
(1998)

10. ５
10. 13
10. 23
12. ８
12. 22

12. 25

12. 27
１. 19
１. 31
２. 16
５. 23
６. 10
12. 25

１. ８
１. 13
１. 16

１. 24
２. ４
２. 13
３. 12
３. 14

４. １
７. １
７. ４
７. 14
８. ６

８. ８
８. 26
８. 29
９. 12
９. 16
10. １
10. ８
11. 25

２. 13
４. 17
８. 19
８. 26
９. ３

10. 14

原子力安全委員会が原子力施設耐震安全検討会の報告書を了承
中国電力が､ 2.16の申し入れに対し回答
中国電力が､ 島根原子力発電所１号機定期安全レビュー報告書を国に提出
高速増殖原型炉 ｢もんじゅ｣ ナトリウム漏えい事故発生
漏えい事故を受け､ 県から中国電力に対し､ 島根原子力発電所の運転管理
の徹底等について要請
漏えい事故を受け､ 県は原子力発電関連団体協議会を通じて､ 国へ原子力
施設の安全対策等について要望
漏えい事故を受け､ 国から各電力会社に対し､ トラブル発生時の通報連絡
体制の再点検を指示
中国電力が､ 通報連絡訓練実施
中国電力が､ 通報連絡訓練実施
中国電力が､ 通報連絡体制の再点検結果を国に報告
島根県原子力発電行政連絡協議会常任会議開催
科学技術庁が､ 漏えい事故の報告書を公表
島根県原子力発電行政連絡協議会常任会議開催
中国電力が､ 安全協定に係る覚書に基づく事前協議 (雑固体廃棄物処理設
備設置)
島根県原子力発電行政連絡協議会常任会議開催
県及び鹿島町が､ 設置計画場所現場視察
県及び鹿島町が､ 高周波溶融炉実証プラント視察
関西電力美浜発電所における同施設について､ 国から見解確認
安対協顧問から意見聴取 (～1.31)
安対協顧問・委員が､ 高周波溶融炉実証プラント視察
H6.12.25の事前協議に対する回答
中国電力が､ 安全協定に基づく事前了解願を提出 (３号機増設)
知事が､ 県議会全員協議会に３号機増設申入れについて報告
県議会島根原子力発電所対策特別委員会設置､ 第１回開催 (以降H11.3月ま
で20回開催)
土地資源対策課にエネルギー対策室を設置
県原発調査委員会に３号機増設について諮問
第１回県原発調査委員会開催 (以降H10.12月まで17回開催)
中国電力が､ 立地調査開始 (～H11.2.25)
中国電力が､ 安全協定に基づき事前協議 (1,2号機９×９燃料の採用､ 液体
廃棄物処理系の共用､ 使用済燃料プールの共用)
県議会環境厚生委員会で報告
島根県原子力発電行政連絡協議会常任会議開催
安対協顧問から意見聴取 (～9.3)
安対協顧問会議
安対協委員等による燃料プール等視察
県議会環境厚生委員会へ設備変更検討結果 (案) を報告
8.6の事前協議に対する回答
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (１号機機器ドレン系及び床ドレン
再生廃液系並びに２号機機器ドレン系及び床ドレン化学廃液系の１号機及
び２号機共用並びに雑固体廃棄物処理設備設置)
島根県原子力発電行政連絡協議会常任会議開催
島根県環境放射線情報システム運用開始
県は､ 国に対して早急な活断層に係る現地調査の実施を申入れ
国による島根原子力発電所耐震安全性に係る現地調査 (～8.27)
県原発調査委員会が､ 原子力発電技術機構多度津工学試験場を現地調査
(～9.4)
島根原子力発電所排気筒モニタ値の島根県環境放射線情報システムによる
公開を開始
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年 月 日 事 柄

平成11年
(1999)

平成12年
(2000)

平成13年
(2001)

平成14年
(2002)

平成15年
(2003)

10. 20
12. 14

３. ３
３. 31

５. 28
６. ２
６. ４
10. ７

11. ９
12. 20

２. ２

２. ４

３. 30
４. １

４. 14

６. 13
６. 16
７. 14
７. 24
９. 29
10. ４

10. ６
10. 28
10. 16

11. 21

４. １
９. 20
12. ６
４. １

５. ９
７. ７

８. 28

９. ４

国が県に対し､ 1,2号機の耐震安全性に係る最終報告を説明
県議会本会議で､ ３号機の増設を可とする旨の島根原子力発電所特別委員
長報告 (地域振興関係を除く)
県議会本会議で島根原子力発電所対策特別委員長報告 (地域振興関係)
原子炉設置変更許可 (1,2号機９×９燃料採用､ ２号機核燃料物質取扱設備
の一部及び燃料プールの１号機及び２号機共有､ １号機機器ドレン系及び
床ドレン再生廃液系並びに２号機機器ドレン系及び床ドレン化学廃液系の
１号機及び２号機共用並びに雑固体廃棄物処理設備設置)
３号機増設計画について県民の意見を聴く会開催 (松江合同庁舎)
３号機増設計画について県民の意見を聴く会開催 (ホテル一畑)
３号機増設計画について県民の意見を聴く会開催 (あすてらす)
JCOの臨界事故を踏まえ､ 中国電力に対し､ ｢原子力発電所の安全対策及び
連絡体制について｣ 環境部長名で文書申入れ
安対協委員・顧問による核燃料サイクル施設の現地視察 (～11.10)
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (1,2号機使用済燃料の処分方法の変更)
中国電力に対し､ 使用済燃料を適切に貯蔵管理するとともに､ 長期にわたっ
て貯蔵されることのないよう適切な措置を講ずるよう申入れ
中国電力が､ 県に対し１号機のシュラウド取替の詳細計画の連絡
島根県原子力発電行政連絡協議会総会開催
シュラウド取替に関して中国電力に対し､ 安全確保等を申入れ
中国電力が､ 取替工事について､ 安全かつ遺漏なく行う旨､ 文書回答
原子炉設置変更許可 (1,2号機使用済燃料の処分方法の変更)
環境政策課に原子力安全対策室を設置
保健環境科学研究所 (旧衛生公害研究所) に原子力環境センター設置
中国電力から島根原子力発電所原子力事業者防災業務計画の協議を受ける
(原災法第7条)
防災業務計画協議の回答 (16日に中国電力が国へ提出)
原子力災害対策特別措置法施行
３号機増設を可とする判断を表明
３号機の電源開発基本計画への組み入れを同意する旨､ 国へ回答
３号機増設に係る事前了解願いに対する回答
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (３号機原子炉増設並びに２号機復
水器冷却水放水口の付け替え､ １号機及び２号機受電系統の変更､ 発電所
敷地の一部変更)
鳥取県西部地震発生
国と合同で原子力総合防災訓練を実施
安全協定の改定 (原子炉施設に重要な変更を行うとき､ 原子炉を解体する
ときは事前了解を得ること) (S46.10.26締結の安全協定は廃止)
｢島根原子力発電所に係る松江市民の安全確保・情報連絡等に関する協定｣
の改定
｢島根原子力発電所に係る島根町民の安全確保・情報連絡等に関する協定｣
の改定
原子力防災センター (オフサイトセンター) 運用開始
３号機安全審査に係る追加調査の説明会開催
２号機燃料プール設備変更工事の完了報告
原子力環境センター棟供用開始
原子力安全対策室が環境生活部環境政策課から総務部消防防災課へ
３号機安全審査に係る追加調査結果の説明会
島根原子力発電行政連絡協議会開催 (２号機炉心シュラウド健全性評価結
果報告)
中国電力が､ 安全協定に基づく事前了解願いを提出 (定格熱出力運転の導
入計画)
島根原子力発電行政連絡協議会開催 (定格熱出力運転の導入計画)
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年 月 日 事 柄

平成16年
(2004)
平成17年
(2005)

平成18年
(2006)

平成19年
(2007)

10. ２
11. 14
12. 18
１. ５
11. ９
４. 26

９. 12

11. 10
11. 28
12. 22
２. ２

５. ８
６. 16

７. ４
10. 18
10. 23

10. 25
10. 31
11. 30
３. 30
４. 17
５. ７
５. 21
６. ５
７. 16

７. 19

７. 20

７. 24

７. 26

７. 31
８. 20
８. 31
９. 13

９. 20

定格熱出力運転の導入計画の事前了解願いに対する回答
２号機定格熱出力運転導入
島根県原子力発電行政連絡協議会開催 (１号機高経年化対策)
１号機定格熱出力運転導入
工事計画認可 (1,2号機９×９燃料 (Ｂ型))
原子炉設置変更許可 (３号機原子炉増設並びに２号機復水器冷却水放水口
の付け替え､ １号機及び２号機の受電系統の変更､ 発電所敷地の一部変更)
中国電力が､ 安全協定に基づく事前了解申入れ (２号機ウラン・プルトニ
ウム混合酸化物燃料の使用)
｢プルトニウム混合燃料に関する懇談会 (以下 ｢懇談会｣ という)｣ 設置
第１回懇談会開催 (以降H18.5月まで10回開催)
工事計画認可 (３号機)､ 工事着工
｢安全協定｣ 及び ｢安全協定運営要綱｣ の調印 (H13.10.16締結の安全協定
は廃止)
懇談会会長から知事に報告書を提出
中国電力のウラン・プルトニウム混合酸化物燃料の使用に係る ｢県の考え
方｣ を県議会で表明
県議会は､ 知事の判断を適切・妥当とする総務委員長報告を了承
既設発電用原子炉施設の耐震安全性評価実施計画書提出について連絡
事前了解願いのあった２号機における ｢ウラン・プルトニウム混合酸化物
燃料の使用について｣ は､ 基本的に了解する旨を中国電力に回答
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (２号機ウラン・プルトニウム混合
酸化物燃料の使用)
県から国 (経済産業省､ 原子力安全委員会､ 原子力委員会) へ要望書を提出
中国電力が､ 俣野川発電所土用ダム測定値の改ざん問題を公表
原子力安全・保安院が､ 全電力会社に対し､ 発電設備に対する点検を指示
中国電力が､ 発電設備に関する点検結果を県などに報告
当該不適切事案に関する立入調査を実施 (以降H20.6月まで５回実施)
原子力安全・保安院が､ 保安規定の変更命令をだす
中国電力が､ 再発防止対策の具体的な行動計画を定めて県などに報告
原子力安全・保安院が､ 特別な保安検査を実施 (以降12月まで３回実施)
新潟県中越沖地震発生
柏崎刈羽原子力発電所での火災及び放射能漏れを受け､ 消防活動の体制及
び放射能漏れ等時の報告体制について､ 報告するよう原子力安全・保安院
長から電力各社に対し指示
知事から経済産業省へ ｢原子力発電所の耐震安全性の確保について｣ 要望
書を提出
中国電力が､ ｢火災及び放射能漏れが発生した場合の島根原子力発電所に
おける連絡体制等の状況｣ について県などに報告
経済産業大臣が電力各社に対し､ 平成19年新潟県中越沖地震を踏まえ､ 自
衛消防体制の強化､ 迅速かつ厳格な事故報告体制の構築､ 耐震安全性の確
認を指示
原子力発電所立地道県で構成する原子力発電関係団体協議会から国へ新潟
県中越沖地震に関する特別要望を実施
中国電力が､ 自衛消防体制の強化ならびに事故報告体制の改善計画を県な
どに報告
中国電力が､ 保安規定の変更認可申請 (5.7の変更命令に基づくもの)
中国電力が､ 耐震安全性評価実施計画書の見直しを県などに報告
保安規定変更認可 (7.31申請分)
中国電力が､ 新潟県中越沖地震を踏まえた対応計画の８月末の実施状況に
ついて､ 県などに報告 (以降､ 毎月定期報告)
中国電力が､ 柏崎刈羽原子力発電所で観測されたデータをもとに行う島根
原子力発電所への概略影響検討結果を県などに報告
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年 月 日 事 柄

平成20年
(2008)

平成21年
(2009)

平成22年
(2010)

平成23年
(2011)

９. 26

10. ３
11. ２
11. 22
２. １
３. 28
４. ９

７. 25
９. ４

９. 18
10. 28
10. 29
11. 25
12. 26

１. 17

３. 24
６. 12

７. 23

９. ８

９. 16
９. 25

12. 22
３. 18

３. 30
４. 16

４. 30

６. ３

６. 15

８. ５
９. ６
12. 18
12. 28
１. 21

２. 15
３. ５
３. 11

中国電力が､ １号機における高経年化に関する長期保全計画の実施状況を
報告
中国電力が､ 島根原子力発電所周辺海域での音波探査を開始 (～10.28)
国民保護共同訓練を実施
中国電力が､ 島根原子力発電所防護区域内消防訓練を実施
中国電力が､ 島根原子力本部を設置
島根原子力発電所耐震安全性評価結果 (中間報告) の報告
新潟県中越沖地震を踏まえた対応について報告 (自衛消防体制の強化､ 迅
速かつ厳格な事故報告体制の構築)
１号機における高経年化に関する長期保全計画の実施状況を報告
原子力安全・保安院が､ 原子力事業者等に対し､ 中越沖地震を踏まえた原
子力発電所等の耐震安全性評価に反映すべき事項について通知
島根県原子力安全顧問の設置
原子炉設置変更許可 (２号機ウラン・プルトニウム混合酸化物燃料の使用)
島根原子力安全顧問の委嘱 (耐震安全性関係の専門家３名を新たに委嘱)
安対協規定の改正 (島根原子力安全顧問創設による)
原子力安全・保安院が､ 島根原子力発電所耐震安全性評価結果中間報告書
の評価を中国電力に通知
経済産業省が､ 県に対し ｢２号機ウラン・プルトニウム混合酸化物燃料の
使用についての安全審査結果｣ および ｢1,2号機耐震安全性に係る中間報告
の評価｣ を説明
２号機ウラン・プルトニウム混合酸化物燃料の使用に係る事前了解の回答
中国電力が､ ２号機におけるプルサーマル計画の見直し (｢2010年度まで
の実施｣ を ｢2015年度までの可能な限りの早期実施｣ に変更)
中国電力が､ 中越沖地震を踏まえて行う地震動評価における応力降下量の
取扱いについて､ より保守的な評価手法を採用したことによる評価結果を
報告 (4.24原子力安全・保安院指示に対する報告)
中国電力が､ 宍道断層に関する追加地質調査実施計画を公表 (調査地点：
鹿島町佐陀本郷廻谷､ 美保関町森山)
中国電力が､ ２号機プルサーマルに関するＭＯＸ燃料の加工契約締結
中国電力が､ 島根原子力発電所３号機耐震安全性評価結果 (中間報告) を
報告
中国電力が､ 宍道断層に関する追加地質調査の結果を公表
原子力安全委員会が､ 1,2号機耐震安全性に係る中間報告について原子力安
全・保安院が行った評価に対する見解を決定
中国電力が､ １号機及び２号機の保守管理の不備等に係る事案を公表
１号機及び２号機の保守管理の不備等に係る事案の立入調査を実施 (以降
H23.2月まで６回実施)
中国電力が､ ３号機のアクシデントマネジメント検討報告書及び確率論的
安全評価報告書を原子力安全・保安院に提出
中国電力が､ １号機及び２号機の保守管理の不備等に係る事案の最終報告
書を原子力安全・保安院へ提出
経済産業大臣が､ 中国電力へ保安規定の変更命令をだす
原子力安全・保安院による特別な保安検査の実施 (H25.7まで13回実施)
中国電力が､ 保安規定の変更認可申請 (6.15の変更命令に基づくもの)
保安規定変更認可 (8.5申請分)
島根原子力発電所の安全対策等に関する意見交換会開催
２号機営業運転再開
中国電力が､ ３号機耐震安全性評価結果 (最終報告) を原子力安全・保安
院に報告
３号機建設工程変更
第２回島根原子力発電所の安全対策等に関する意見交換会開催
東北地方太平洋沖地震の発生
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年 月 日 事 柄

平成24年
(2012)

３. 17
３. 25

４. ７
４. 11
４. 13

４. 14

４. 17
４. 21
４. 22
５. 16

５. 24

５. 31

６. 10
７. ７

８. １
８. ９
８. 12
９. 14
９. 21
10. 26
11. 14
11. 15
１. ５
１. 26

２. ７
２. 16

２. 17

４. １

６. 18
６. 19

７. ６
７. 12
８. ３

９. 19
９. 21

東京電力福島第一原子力発電所事故
島根原子力発電所の津波対策を確認
島根原子力発電所周辺市町防災担当部長会議 (松江市､ 出雲市､ 安来市､
雲南市､ 東出雲町､ 斐川町､ 鳥取県､ 米子市､ 境港市) を開催
島根原子力発電所の津波対策訓練 (個別訓練) の実施状況を確認
３号機建設工事計画の提出延期の連絡
島根原子力発電所の津波対策の実施状況を確認 (緊急用発電機車の設置予
定地等)
東京電力福島第一原子力発電所の事故について県から経済産業省へ要望事
項を伝達
知事が､ 島根原子力発電所の津波対策の実施状況を視察
島根原子力発電所の津波対策訓練 (総合訓練) の実施状況を視察
中国電力が､ 島根原子力発電所の緊急安全対策の実施状況を報告
中国電力が､ 島根原子力発電所の外部電源の信頼性確保に係る実施状況を
報告
原子力防災連絡会議を設置
第１回原子力防災連絡会議 (松江市､ 出雲市､ 安来市､ 雲南市､ 東出雲町､
斐川町､ 鳥取県､ 米子市､ 境港市) を開催 (以降定期的に開催)
中国電力が､ 平成23年東北地方太平洋沖地震を踏まえた新耐震指針に照ら
した既設発電用原子炉施設等の耐震安全性の評価結果の報告に係る原子力
安全・保安院における検討に際しての意見の追加への対応の報告
島根原子力発電所の津波対策を確認 (書類確認および現地確認)
中国電力が､ 原子力発電所の外部電源の信頼性確保に係る開閉所等の地震
対策 (指示) に対する報告
組織改正により､ 原子力安全対策課を新設
福島県視察調査 (～8.11)
島根原子力発電所の津波対策を確認 (ガスタービン発電機の設置状況等)
原子力防災連絡会議にて､ 防災対策に係る中間報告を公表
島根原子力発電所の津波対策訓練を視察 (以降12.26まで４回実施)
知事が､ 中国知事会で広域避難の受入を要請
中国電力が､ 耐震安全性評価報告書の再点検結果を報告
島根原子力発電所の津波対策を確認 (ガスタービン発電機の起動試験)
中国電力が､ ３号機工事計画認可申請書に係る軽微変更届出書の提出
島根原子力発電所の津波対策を確認 (水素検出器の設置､ 予備資機材の保
管状況等)
広域避難に係る避難先地域割当案の公表
２県６市 (島根県､ 松江市､ 出雲市､ 安来市､ 雲南市､ 鳥取県､ 米子市､
境港市) による原子力防災訓練を実施
中国電力が､ 原子力発電所の外部電源の信頼性確保に係る実施状況を報告
中国電力が､ 原子力発電施設等の外部電源の信頼性確保に係る開閉所等の
地震対策について (追加指示) に対する報告
原子力安全対策課に避難対策室､ 原子力防災対策グループ及び原子力安全
対策グループを設置
原子力環境センターが原子力安全対策課に移管
発電所周辺30km圏内のモニタリングポスト配備計画を公表
中国電力が､ 島根原子力発電所の耐震安全性評価における活断層の連動を
踏まえた地震動評価等を公表
中国電力が､ ２号機定期安全レビュー (第２回) 報告書を提出
福井県の原子力安全に関連する状況調査 (～7.13)
中国電力が､ ２号機の安全性に関する総合評価 (一次評価) に係る報告書
の提出
原子力規制委員会発足
中国電力が､ 事故時等における記録及びその保存の徹底 (指示) に係る報
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年 月 日 事 柄

平成25年
(2013)

平成26年
(2014)

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

９. 28
10. １
10. ４
10. 29
10. 31
11. １
11. 13
11. 21
２. ７

２. 21
２. 27
３. 29
４. １
４. 11

６. 19
７. ８
９. ３
10. 29
11. ７
11. 21

12. ９
12. 13

12. 24
12. 25
12. 26

３. 19
４. １

５. 28
５. 28
５. 30
８. １
９. ３
３. 20
３. 31
４. 30
６. 27
12. 18

３. 16

３. 30
４. 28

告書を提出
全交流電源喪失対応訓練を視察
島根県原子力安全顧問を３名増員 (16名体制に)
社会福祉施設における避難計画作成ガイドラインを策定
知事が､ 出雲市長､ 安来市長､ 雲南市長との意見交換を実施
原子力規制委員会が､ ｢原子力災害対策指針｣ を決定
知事が､ 鳥取県知事､ 米子市長､ 境港市長との意見交換を実施
病院における避難計画作成ガイドラインの策定
島根県広域避難計画を策定
原子力規制委員会が､ ｢発電用軽水型原子炉施設に係る新安全基準骨子案｣
に対する意見を募集 (～2.28)
県防災計画 (原子力災害対策編) の第15次修正 (PAZ､ UPZの設定等)
原子力規制委員会が ｢原子力災害対策指針｣ を改正 (EAL､ OILの設定等)
保育所等の原子力災害時対応マニュアル作成の手引きを策定
原子力安全対策課が､ 総務部から新設された防災部へ移管
原子力規制委員会設置法の一部施行に伴う関係規則の整備等に関する規則
案に対するパブリックコメント (～5.10)
4.11のパブコメを受け､ 新規制基準決定
新規制基準施行
内閣府が､ 地域防災計画等の充実支援のためのワーキングチームを設置
出雲市､ 安来市､ 雲南市と ｢安全協定｣ に係る覚書を締結
鳥取県､ 米子市､ 境港市と ｢安全協定｣ に係る覚書を締結
中国電力が､ 安全協定に基づく事前了解願いを提出 (２号機新規制基準適
合性確認)
県議会総務委員会で､ ２号機の事前了解願いに対する県の考え方を説明
２号機に係る事前了解願いについて､ 県の取扱方針を定め､ 出雲市､ 安来
市､ 雲南市､ 鳥取県､ 米子市､ 境港市 (以下 ｢１県５市｣ という) に対し
意見照会
２号機の事前了解願いに対する回答 (申請のみ了解)
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (２号機新規制基準適合性確認)
知事が､ 新規制基準適合性確認審査に関し､ 原子力規制委員会及び原子力
規制庁に要請
県防災計画 (原子力災害対策編) の第17次修正 (EAL､ OILの設定等)
原子力安全対策グループを原子力安全対策第一グループと原子力安全対策
第二グループへ改編
学校危機管理の手引き (原子力災害対応編) を策定
広島県､ 岡山県と原子力災害時における広域避難に関する協定を締結
避難時間推計を公表
島根県原子力安全顧問を１名増員 (17名体制に)
緊急時モニタリング計画を策定
内閣府が､ 島根地域原子力防災協議会を設置
安定ヨウ素剤配布計画を策定
１号機営業運転終了
安定ヨウ素剤をPAZ内の住民に事前配布
安全協定及び安全協定の運営要綱の一部改正に係る覚書締結 (廃止措置計
画の申請前に事前了解を得ること等)
島根県防災会議で､ 県防災計画 (原子力災害対策編) の第17次修正 (医療
体制の見直し等)
災害時医療救護実施要綱 (原子力災害対策編) を策定
避難方法等の実態把握調査結果を公表
中国電力が､ 安全協定に基づく事前了解願いを提出 (１号機廃止措置計画)
中国電力が､ 安全協定に基づく事前了解願いを提出 (２号機特定重大事故
等対処施設及び所内常設直流電源設備 (３系統目))
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年 月 日 事 柄

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和１年
(2019)
令和２年
(2020)

６. ６
６. 17

７. １
７. ４

７. 15

８. 16

９. 24
10. 14
11. ２
３. 27
４. １
４. 17
４. 19
７. ７

７. 11
７. 14

７. 24
７. 28
10. 10

12. 28
２. ７
３. 27
５. 22

８. ７

８. ９
８. 10
８. 22

10. 30
12. ３
11. ８

２. 28

原子力災害医療拠点病院を指定 (２病院)
１号機及び２号機に係る事前了解願いについて､ 県の取扱方針を定め､ １
県５市に対し意見照会
１号機及び２号機の事前了解願いに対する回答 (申請のみ了解)
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (２号機特定重大事故等対処施設等)､
１号機廃止措置計画認可申請
知事が､ １号機廃止措置計画､ ２号機特定重大事故等対処施設等の申請に
関し､ 原子力規制委員会､ 経済産業省､ 内閣府に要請
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (１号機､ ２号機及び３号機使用済
燃料の処分方法変更)
安定ヨウ素剤を松江市のUPZ内の住民に事前配布
原子力災害医療協力機関を指定 (19機関)
原子炉設置変更許可 (１号機､ ２号機及び３号機使用済燃料の処分方法変更)
避難退域時検査及び簡易除染実施計画を策定
避難対策室及び原子力防災対策グループを原子力防災対策室へ改編
原子力災害時のバスによる緊急輸送に関する協定締結
１号機廃止措置計画認可
１号機廃止措置計画に係る事前了解願いについて､ 県議会､ 安対協､ 顧問
会議などの意見を踏まえ県の方針を表明し､ １県５市に対し意見照会
中国電力に対し､ １号機廃止措置計画の事前了解の回答
１号機廃止措置に関し､ 県が原子力規制委員会､ 経済産業省､ 内閣府に対
し要請
原子力災害時の福祉タクシーによる緊急輸送に関する協定締結
中国電力が､ １号機の廃止措置作業に着手
県防災計画 (原子力災害対策編) の第18次修正 (屋内退避方法の見直し等)
原子力災害業務継続計画の策定
資機材整備管理計画を策定
中国電力が､ 保安規定変更認可申請 (２号機高経年化対策)
広域避難に関する避難者受入れに係るガイドラインを策定
中国電力が､ 安全協定に基づく事前了解願いを提出 (３号機新規制基準適
合性確認)
３号機に係る事前了解願いについて､ 県の取扱方針を発表 (知事記者会見)
し､ １県５市に対し意見照会
３号機の事前了解願いに対する回答 (申請のみ了解)
中国電力が､ 原子炉設置変更許可申請 (３号機新規制基準適合性確認)
知事が､ ３号機の新規制基準適合性審査に関し､ 原子力規制委員会､ 経済
産業省､ 内閣府に要請
島根県原子力防災訓練で初めて､ 県外避難訓練を実施
中国電力が､ １号機管理区域外施設の解体開始 (窒素ガス制御系)
国と合同で原子力総合防災訓練を実施 (～11.10)

奥出雲町へPAZ内の施設敷地緊急事態要避難者用の簡易ベッド等を配備
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